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【枝幸町の位置】 

○○時間 自動車 

札幌 
新千歳 

旭川 

稚内 

枝幸 

東京 

２時間 30 分 

音威子府 

２時間 

50 分 

○○時間 航空機 

○○時間 ＪＲ 
１時間 50 分 

１時間 

１時間 20 分 

１時間 40 分 

丘珠 

１時間 

【枝幸町へのアクセス】 
 

「三笠山展望閣」からの眺め（枝幸地区） 「ふれあいの森」からの眺め（歌登地区） 

 2006年（平成 18年）3月 20日、旧枝幸町と旧歌登町が合併し、現在の新しい「枝幸町」が誕生しました。 

枝幸町・枝幸地区は、広大な恵みの海「オホーツク海」に面し、漁業・水産加工業と農林業が産業基盤とな

っています。とくに、海明けとともに漁が始まるタラバガニや漁獲量日本一の「毛ガニかご漁」は枝幸町の

名前を全国にアピールする特産品となっています。 

 一方、枝幸町・歌登地区は、四方を山稜で囲まれた盆地で、北見幌別川、徳志別川沿いに牧草地が広

がる国内有数の酪農地帯です。「フォレストピア・森の中の理想郷」をテーマにした町づくりが進められ、「道

北の奥座敷」健康回復村には、温泉付ホテル、キャンプ場、ゴルフ場等が整備され、大自然の中で心身の

リフレッシュができます。 
 

● 位 置：北緯 44°34′50″～ 45°03′28″ 

東経 142°18′39″～ 142°50′44″ 

● 面 積：1,115.67 ㎢（固定資産概要書） 

● 世帯数：3,772 世帯（平成 27 年国勢調査） 

● 人 口：8,437 人（平成 27 年国勢調査） 

● 役場所在地：北海道枝幸郡枝幸町本町 916 番地 町 章 

ひらがなの「え」をモチ
ーフに、森の町と海の町
の融合をイメージしたも
ので、菱形は北海道を表
したものです 

●町章の由来● 
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 枝幸町（以下「町」という）の廃棄物処理は、本町と周辺の 2 町 1 村で構成する南宗谷衛生施設組合

（以下「組合」という）の広域処理システムを基本としています。 
 平成 9 年 12 月、北海道は、国の「ごみ処理広域化計画策定指導」（平成 9 年 5 月厚生省通知）に基づ

き「北海道ごみ処理広域化計画」を策定し、広域処理によるダイオキシン類の削減、未利用エネルギー

の有効利用促進、公共事業のコスト縮減等の基本方針を示しています。これを受け、平成 11 年 3 月、

組合は、「一般廃棄物処理基本計画（広域化計画）」を策定し、広域処理による環境負荷の削減及び資源

化の推進のための具体的な施策を示しました。 
 この計画に基づき、組合は、平成12年度から汚泥再生センター、焼却処理施設、粗大ごみ処理施設の

整備に着手し、いずれの施設も平成14年12月より供用を開始しています。 
 この間、本町としてもごみの有料化、分別収集品目の拡大、集団回収・コンポスト容器購入への助成、

リサイクルセンターの整備等を実施し、廃棄物の減量化と資源化に取り組んできたところです。 
 さて、20 世紀の末以来、天然資源の枯渇やオゾン層の破壊、地球温暖化といった地球レベルでの資源・

環境問題が顕在化しており、消費が抑制され環境負荷の少ない持続可能な「循環型社会」の形成が急が

れています。 
国においては、「循環型社会形成推進基本法」の施行に基づき策定された「循環型社会形成推進基本

計画」が平成 30 年 6 月に第 4 次計画として改訂され、循環型社会の形成に関する施策が新たに定めら

れたほか、「廃棄物処理法」に基づき策定された「廃棄物処理施設整備計画書」においても平成 30 年 6
月に策定され、廃棄物処理施設整備事業の目標及び概要が定められています。北海道においても、平成

27 年 3 月に「北海道循環型社会形成推進基本計画」が改訂され、この基本計画の個別計画として位置

づけられている「北海道処理基本計画」も第 4 次計画として策定されています。 
また、平成 27 年 9 月には国連サミットにおいて、世界全体の経済、社会及び環境の三側面を不可分

なものとして調和される総合的な取組として「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され、

先進国を含むすべての国に適用される国際目標として「持続可能な開発目標（SDGS）」が示され、日本

においても平成 28 年 12 月に SDGSの実現に向け実施方針を決定しています。 
このように、様々な指針や目標が定められる中、循環型社会を形成するためには、私たちの日常生活

や事業活動を循環型のスタイルに転換するとともに、町民・事業者・行政の協働による“ごみを出さな

い環境づくり”を進めることが重要であることが言えます。 

本町の「枝幸町一般廃棄物処理基本計画」は、廃棄物を取り巻く情勢を鑑み、平成26年度に見直しを

行い、循環型社会の実現と良好な水環境の保全を目標として新たに策定いたしましたが、現在の計画は、

計画策定から既に5年が経過しており、この間、経済及び社会、環境を取り巻く情勢など変化している

ことから、5年目を迎えた本年、「一般廃棄物処理基本計画」の見直しを行い、枝幸町の持続可能な開発

目標SDGSにおける廃棄物を取り巻く循環社会の構築へ向けて、新たに計画を策定するものです。 

第１節 計画策定の趣旨 

第１章 計画策定の基本的事項 
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 本計画は、「廃棄物処理法」第 6 条第 1 項の規定に基づき策定されるもので、一般廃棄物の処理に関

する基本的な事項を定める長期的な計画です。 
 策定に際しては、循環型社会形成に係る関係法律を遵守し、町の長期総合計画「第 2 次枝幸町まちづ

くり計画」と北海道策定の「北海道ごみ処理広域化計画」、「北海道廃棄物処理基本計画」を上位計画と

し、これらの計画との整合性を図ります。 
 また、本計画と組合が策定した計画との間にずれが生じないよう相互調整を図ります。 
 なお、年度ごとの必要な事業について定める一般廃棄物処理実施計画及び廃棄物循環型社会基盤施設

整備事業計画は、本計画に基づき策定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．１．１ 計画の位置づけ 

＊1 資源有効利用促進法：資源の有効な利用の促進に関する法律 

＊2 各種リサイクル法：容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に関する法律（容器包装リサイクル法） 

特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法） 

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（食品リサイクル法） 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法） 

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（小型家電リサイクル法） 

＊3 グ リ ー ン 購 入 法：国等による環境物品等の調達等の推進に関する法律 

 

第２節 計画の位置づけ 

循環型社会形成推進基本法 

環境基本法 

廃棄物処理法 資源有効利用促進法＊1 

各種リサイクル法＊2 

北海道廃棄物処理基本計画 

北海道ごみ処理広域化計画 
グリーン購入法＊3 

一般廃棄物処理基本計画 

一般廃棄物処理実施計画 循環型社会形成推進地域計画 

第２次枝幸町まちづくり計画 

南宗谷衛生施設組合 
一般廃棄物処理基本計画 

北海道循環型社会形成推進基本計画 

枝幸町ふるさと創生総合戦略 
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【持続可能な開発目標（SDGｓ）】 

  国連で採択された持続可能な開発目標（SDGｓ）の 17 のゴールのうち、一般廃棄物処理計画に関

連する 3 つのゴールについて、施策と方向性を定め策定するものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本計画の対象区域は、枝幸町の全行政区域とします。 
 
 
 
 本計画では、生活系及び事業系のごみ、生活排水（し尿、生活雑排水）、浄化槽汚泥、公共下水道汚

泥（漁業集落排水処理施設汚泥を含む）について、収集・運搬から最終処分に至るまでの基本的方針と

施策を策定します。 
 
 
 

 本計画の期間は、令和 2 年度を初年度とし計画目標年度を令和 16 年度とする 15 年間とします。 

 また、中間目標年度を 5 年後の令和 6 年度と令和 11 年度に設定します。 
 なお、概ね 5 年ごと、もしくは、廃棄物に関する社会情勢等の諸条件に大きな変化があった場合は、

随時見直しを行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

計画期間：令和 2 年度 ～ 令和 16 年度（15 年間） 

中間目標年度：令和 6 年度 

中間目標年度：令和 11 年度 

計画目標年度：令和 16 年度 

図１．１．２ 持続可能な開発目標 

第４節 計画の範囲 

第３節 計画対象区域 

第５節 計画期間と目標年度 

令和元年度 令和2年度 3 4 5 令和6年度 7 8 9 10 令和11年度 12 13 14 15 令和16年度

見直し年度 計画期間（随時見直し）

計画策定 初年度 中間年度 目標年度中間年度

生活環境
環境負荷の低減に
寄与するまちづくり

自然環境
清らかな親しみある
水辺づくり

都市環境
快適で住みよい
まちづくり

基本施策 ＳＤＧｓのゴール個別施策

①３Ｒによる資源循環の推進

②ごみの減量化の推進

①水環境の保全
②健全な水循環の確保

①まちの潤いの創出

・水質汚濁の防止

・下水道の整備普及

・合併浄化槽の普及

・大気汚染防止

・環境負荷の少ない

ごみの適正処理・処
分の推進

・下水道、集落排水

施設の適正管理の

・廃棄物の発生抑制

・食品ロスの削減

・資源化への取組み
の徹底

図１．１．３ 計画期間と目標年度 
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１．位置・地勢 
  枝幸町は、北海道宗谷支庁管内の南部に位置し、

稚内市から約 130km、道都札幌市からは約 300 km
の距離にあります。 

  町域は、南北約 54km、東西約 43km、総面積は

1,115.67 ㎢で、東は約 58km の海岸線がオホーツク

海に面しています。北・西・南には、標高 300～
1,100m の北見山地が占め、西南にある屋根棟山、

函岳により日本海とオホーツク海の分水嶺が形成

されています。この分水嶺を源流とする北見幌別川

や徳志別川等大小数条の河川がオホーツク海に注

いでいます。 
  地形は、標高 1,129m の函岳を最高峰として全体に急峻で、国道 238 号が南北に縦貫しています。

町の西部（旧歌登町）は山岳が広がり、町面積の約 75％を山林が占めていますが、オホーツク海沿岸

の中南部との北見幌別川や徳志別川中流域には平野や盆地が広がり、酪農地帯を形成しています。 
 
２．歴史 
  枝幸町の歴史は古く、貞享年間（1680 年代）には、松前藩の直轄地として宗谷場所が開設され、

漁場開発や北方交易の場として栄えました。 
  枝幸の町名の由来は、アイヌ語の「エ・サ・ウシ」で、「頭を前に突き出している処（＝岬）」の意

味とされています。「エサシ」の名は、18 世紀後半以降、多くの古地図に散見し、寛政 3 年（1791
年）の「松前地図」、文化 3 年（1806 年）の「松前絵図」、同 5 年（1808 年）の「蝦夷カラフト図」

等で「ヱサシ」または「エサシ」と記載されています。 
  その後、明治 2 年（1869 年）に北見国枝幸郡が正式に置かれ、明治 11 年（1878 年）には枝幸郡

に枝幸、頓別、歌登、礼文の 4 ヵ村が置かれました。 
  明治 42 年（1909 年）、二級町村制施行により頓別、歌登、礼文を併合し、枝幸村となりましたが、

大正 5 年（1916 年）には頓別が分村（二級村）しています。 
  同 12 年（1923 年）、一級村に移行。 
  昭和に入り、昭和 14 年（1939 年）に歌登が枝幸村より分村、歌登村（一級村）が誕生しました。 
  同 18 年（1943 年）一級.・二級町村制が廃止されましたが、同 22 年（1947 年）には町制施行に

より枝幸町となりました。 
  同 37 年（1962 年）には歌登村が町制施行により歌登町となりましたが、平成 18 年（2006 年）3

月 20 日、枝幸町と歌登町が合併し、現在の新「枝幸町」が誕生しました。 
 

第１節 自然的概況 

第２章 枝幸町の概況 

図１．２．１ 位置及び地勢 

【位置】 

北緯： 44°56′12″ 

東経：142°35′07″ 

枝枝枝幸幸幸町町町    

稚稚稚内内内市市市    
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３．気象 
  オホーツク海沿岸の気候は、夏はオホーツク高気圧の停滞により海霧の発生が多く、低温の天候が

長期間にわたって続き最高気温が 30℃を超えることはほとんどありません。冬は流氷の接岸がある

ものの、最低気温が氷点下 20℃を下回ることが少なく厳寒ではありませんが、浜風の影響により体

感温度は低く感じられます。 
  内陸部は、道内各地の内陸部と同様に夏の最高気温が 30℃～35℃まで上昇することもある一方、

冬の最低気温は、しばしば氷点下 30℃を下回り、寒暖の差が激しくなっています。 
  積雪深は、海岸沿いの平野部で 1～2m、内陸の山間部では 3～4m に達します。 
  枝幸地区及び歌登地区の平成 30 年の気象概況は表 1.2.1、1.2.2 のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表１．２．１ 枝幸地区の気象概況（平成 30 年） （北見枝幸観測所） 

出典:「気象庁 気象統計情報」 

表１．２．２ 歌登地区の気象概況（平成 30 年） （歌登観測所） 

出典:「気象庁 気象統計情報」 

日照

一時間 平均 時間

最大 日平均 日最高 日最低 風速 風速 風向 （h）

1 120.5 14.0 3.5 -4.6 -2.1 -7.8 2.5 -13.9 3.8 14.7 北 45.6

2 50.5 8.0 2.5 -6.7 -3.7 -10.2 1.3 -14.5 3.8 14.1 北北東 99.1

3 98.0 31.0 3.5 -0.3 3.2 -4.2 16.2 -10.4 4.5 16.8 東 131.4

4 30.0 19.0 2.0 5.8 10.2 1.8 21.6 -2.6 4.6 13.4 西南西 211.0

5 105.0 43.0 5.0 9.2 13.7 5.8 26.7 1.2 3.4 12.5 東 151.7

6 238.0 63.0 27.0 12.3 16.0 9.2 28.1 2.9 4.0 14.5 西南西 110.1

7 140.0 54.5 16.5 16.4 19.8 13.4 34.1 8.4 3.4 12.1 西南西 131.3

8 174.0 33.5 15.0 18.0 21.2 15.3 29.0 12.6 4.0 12.2 北 138.3

9 71.5 16.5 12.5 16.7 21.4 12.6 27.1 7.9 3.6 15.7 南東 192.1

10 181.0 66.5 13.5 11.3 15.8 7.3 22.5 3.3 4.0 15.1 北北東 145.6

11 69.5 9.0 4.0 4.0 7.3 0.8 17.4 -7.6 3.3 13.7 西南西 83.3

12 76.5 12.5 3.5 -3.2 -0.7 -6.1 8.6 -12.1 3.5 12.1 西南西 51.6

月

気温（℃）

平均
最高 最低合計 日最大

降水量（mm） 風向・風速（m/s）

最大

日照

一時間 平均 時間

最大 日平均 日最高 日最低 風速 風速 風向 （h）

1 95.5 15.5 4.5 -6.4 -2.5 -11.6 2.1 -28.6 1.8 8.5 東南東 35.8

2 116.0 27.5 3.5 -9.6 -4.0 -16.9 1.1 -27.9 1.8 8.0 南西 68.5

3 89.5 34.0 4.0 -1.6 3.0 -8.0 15.2 -21.8 2.5 9.2 東北東 121.6

4 24.0 16.5 2.5 4.8 10.1 -1.2 21.8 -7.6 2.6 8.7 西南西 207.0

5 73.0 21.0 4.5 9.6 16.0 3.7 28.3 -1.4 2.2 6.7 東北東 159.7

6 262.5 64.0 17.5 13.1 18.6 8.2 30.0 1.1 2.3 7.9 西南西 107.6

7 146.0 63.0 15.0 17.6 22.9 13.4 34.7 7.9 2.3 7.1 南西 142.5

8 165.0 43.5 14.0 17.7 22.8 13.3 30.1 6.8 2.2 7.1 西南西 139.2

9 50.5 12.5 8.0 14.9 22.0 8.4 28.5 1.5 1.7 7.6 南南西 179.7

10 207.5 82.5 11.0 8.9 16.0 2.8 23.2 -3.2 1.7 8.0 東北東 137.7

11 73.0 9.0 3.0 2.6 6.6 -1.5 17.0 -8.7 1.6 7.6 南西 72.1

12 99.5 12.0 2.5 -4.7 -1.4 -8.9 7.6 -16.9 1.8 6.9 南西 37.0

月

降水量（mm） 気温（℃） 風向・風速（m/s）

合計 日最大
平均

最高 最低
最大
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１．人口 
  平成 27 年の国勢調査によると枝幸町の総人口（枝幸地区、歌登地区の合計）は 8,437 人で、宗谷

支庁全体（67,503 人）の約 13％を占めており、人口密度は、7.56 人／㎢となっています。 
  総人口は、顕著な減少傾向を示しており、平成 17 年の国勢調査では、10,000 人の大台を割り込み、

平成 30 年度の住民基本台帳による行政区域内人口では、1 月 1 日現在で 8,177 人となっています。 
一方、世帯数については、平成 12 年で 4,161 世帯まで増加しましたが、平成 17 年以降は減少傾向

で推移し平成 27 年度で 3,772 世帯となっています。また、一世帯当りの人員数は減少し続けており、

核家族化の進行や単独世帯の増加が伺われます。 
  年齢（3 区分）別人口構成では、老年人口の割合が増加する一方、年少人口の割合が減少しており、

本町においても少子・高齢化が顕著に進行しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．２．２ 枝幸地区・歌登地区の平均気温・降水量（平成 30 年） 

表１．２．３ 人口・世帯数の推移（国勢調査） 

出典：「宗谷支庁 宗谷の統計（統計書）」 

第２節 社会的概況 

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

350.0

400.0

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

〔℃〕〔mm〕
降水量(枝幸) 降水量(歌登)

平均気温(枝幸) 平均気温(歌登)

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

 総人口 〔人〕 11,144 10,509 9,815 9,125 8,437

 世帯数 〔世帯〕 4,097 4,161 4,021 3,952 3,772

 1世帯当りの人員 〔人/世帯〕 2.72 2.53 2.44 2.31 2.24

 総人口 〔人〕 8,428 7,973 7,534 9,125 8,437

 世帯数 〔世帯〕 3,021 3,089 3,012 3,952 3,772

 1世帯当りの人員 〔人/世帯〕 2.79 2.58 2.50 2.31 2.24

 総人口 〔人〕 2,716 2,536 2,281 － －

 世帯数 〔世帯〕 1,076 1,072 1,009 － －

 1世帯当りの人員 〔人/世帯〕 2.52 2.37 2.26 － －

区　　分

 枝幸町

 枝幸地区

 歌登地区
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図１．２．３ 人口・世帯数の推移（国勢調査） 

表１．２．４ 過去 10 年間の行政区域内人口の推移 

図１．２．４ 年齢（３区分）別人口の構成比率の推移（国勢調査） 

出典：住民基本台帳 1 月 1 日現在の人口及び世帯数 

11,819 
11,144 

10,509 
9,815 

8,437 

4,106 4,097 4,161 4,021 3,772 

2.88 
2.72 

2.53 
2.44 2.24 

0.00

1.00

2.00

3.00

0

5,000

10,000

15,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

〔人/世帯〕〔人、世帯〕 総人口 世帯数 1世帯当りの人員

17.0 14.8 14.0 12.9 11.7 

65.0 63.2 60.9 
58.9 56.1 

18.0 22.0 25.1 28.2 32.2 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

枝幸地区 歌登地区 枝幸地区 歌登地区

平成21年度 9,453             7,358                2,095             4,094             3,104             990                

平成22年度 9,315             7,259                2,056             4,077             3,087             990                

平成23年度 9,223             7,194                2,029             4,109             3,110             999                

平成24年度 9,082             7,099                1,983             4,086             3,100             986                

平成25年度 8,987             7,057                1,930             4,099             3,138             961                

平成26年度 8,891             6,993                1,898             4,122             3,172             950                

平成27年度 8,587             6,807                1,780             4,043             3,137             906                

平成28年度 8,473             6,734                1,739             4,018             3,123             895                

平成29年度 8,332             6,626                1,704             4,017             3,118             899                

平成30年度 8,177             6,542                1,635             3,980             3,102             878                

平成年度

人口実績〔人〕 世帯数実績〔世帯〕

枝幸町 枝幸町
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２．産業 
  本町は、枝幸港を中心とした漁業と南部の丘陵地帯や歌登地区での酪農業を基幹産業であり、水産

加工業や観光産業等も基幹産業との連携によって発展してきました。 
  ホタテ貝を中心とする栽培漁業やサケ・毛ガニ等の動力船漁業をはじめ、ウニ、昆布等の根付漁業

（採貝、採藻）など、安定的な漁獲量の確保と水産加工業への安定供給が図られ、水産業の活性化が

推進されています。 
  酪農業は、広大な耕地面積を背景とした大規模な草地型酪農が展開される道内有数の酪農地帯で、

北海道の生乳生産の重要な位置を占めています。耕地面積のうち、約 99％が牧草地であり、この比率

は全道一高いものとなっています。農家戸数は年々減少していますが、1 戸当たりの乳牛飼養頭数と

出荷乳量は着実に増加しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  生産年齢人口の減少を受けて就業者総数も年々減少していますが、産業分類別比率の推移をみると、

第一次産業の割合が年々低下し、第三次産業の割合が増加する傾向にあります。第一次産業の中核を

なす農業、漁業については、いずれも担い手の高齢化と後継者不足による戸数の減少が続いており、

生産性の高い経営基盤の確立、優れた技術と経営感覚を持つ担い手の確保と育成が重要な課題となっ

ています。 

表１．２．５ 産業別就業者数（平成 27 年国勢調査） 

出典：「宗谷支庁 宗谷の統計（統計書）」 

図１．２．５ 就業者数の産業別比率（平成 27 年国勢調査） 

農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業

人数〔人〕 4,565 1,141 364 84 693 1,162 5 418 739

構成比〔％〕 100.0 25.0 8.0 1.8 15.2 25.5 0.1 9.2 16.2

電気・ガス・

熱 供給 ・水

道業

運輸・通信
業

卸 売 ・ 小
売 ・ 飲 食・
宿泊業

金融・保険
業

不動産業
サービス

業
公務他

人数〔人〕 2,255 15 155 490 49 13 1,296 237 7

構成比〔％〕 49.4 0.3 3.4 10.7 1.1 0.3 28.4 5.2 0.2

分類不能

第二次産業

第三次産業

計

第一次産業

区　分 総合計

計

計

区　分

8.0 1.8 

0.1 

9.2 16.2 

0.3 

3.4 

10.7 

1.1 

0.3 

28.4 5.2 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成27年

農業・林業

漁業

鉱業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業

卸売・小売・飲食・宿泊業

金融・保険業

不動産業

サービス業

公務他

分類不能
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３．土地利用 
  管内の土地利用状況は、山林の占める割合が 75％以上、次いで主に飼料作物栽培の牧草地に利用さ

れている畑、原野であり、宅地は僅か 0.3％にすぎません。また、水田はありません。 
  なお、平成 31 年 1 月 1 日現在、都市計画区域の指定状況は、0.6％にあたる 7.02 ㎢の地域が都市

計画区域に指定されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 

表１．２．６ 産業分類別就業者数の推移（国勢調査） 

図１．２．６ 就業者数の産業分類別比率の推移（国勢調査） 

出典：北海道統計資料 

表１．２．７ 地目別面積 

出典：「宗谷支庁 宗谷の統計（統計書）」 

 

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

就業人員〔人〕 1,422 1,259 1,146 1,170 1,141

構成比〔％〕 23.2 21.9 22.6 24.0 25.0

就業人員〔人〕 1,813 1,717 1,360 1,250 1,162

構成比〔％〕 29.6 29.8 26.8 25.6 25.5

就業人員〔人〕 2,892 2,784 2,568 2,465 2,255

構成比〔％〕 47.2 48.3 50.6 50.4 49.4

就業人員〔人〕 3 2 5 3 7

構成比〔％〕 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

就業人員〔人〕 6,130 5,762 5,079 4,888 4,565

構成比〔％〕 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

分類不能

計

区　　分

第一次産業

第二次産業

第三次産業

畑 宅地 池沼 山林 牧場 原野 雑種地 その他

面積（㎢） 1,115.93   110.30    3.51       -        842.82    20.40     114.69    5.04       19.17     

構成比（%） 100.00      9.88       0.31       -        75.54     1.83       10.28     0.45       1.72       
枝幸町

地目別面積
 総面積
（H31.1.1

現在）
区　　分

1,422 1,259 1,146 1,170 1,141 

1,813 
1,717 

1,360 1,250 1,162 

2,892 
2,784 

2,568 2,465 
2,255 

0 
0 

3 2 
5 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

〔人〕 第一次産業 第二次産業 第三次産業 分類不能
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４．観光 
  四方を山陵で囲まれた歌登地区では、温泉付きホテルやコテージ、ゴルフ場などが整備された健康

回復村で大自然の中で心身のリフレッシュができ、毛ガニかご漁等の漁獲量日本一を誇る枝幸地区で

は、例年 7 月に「枝幸かにまつり」が開催され、道内外からの観光客で賑わいます。 
  近年、景気の冷え込み等により観光客の入込数に減少傾向がみられますが、観光のブランドづくり

や近隣地域との広域連携、体験型観光の推進、観光ホスピタリティ（おもてなし）の向上を図る取り

組みとともに、シーニックバイウェイ＊を軸とした地域づくりが進んでいます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

9.88%

0.31%

75.54%

1.83%

10.28%
0.45% 1.72%

畑

宅地

山林

牧場

原野

雑種地

その他

＊シーニックバイウェイ 
Scenic（景観の良い）、Byway（脇道、寄り道）といった意味の造語で、主に自動車の走行する道路からの視点で、

景観、自然、文化、レクリエーションといった要素によって観光や地域活性化等を目的として地域の魅力を具現化する

ための取り組み、またはそのためのルートのことをいいます。 

図１．２．８ 観光入込客数の推移 

表１．２．８ 観光入込客数の推移 

出典：北海道市町村観光入込客数 

総面積 
1115.93.㎢ 

図１．２．７ 地目別面積構成比率（H31.1.1 現在） 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

観光入込客数（人） 238,400         212,500         227,100         239,200         225,600         

構成比（%） 100.0             100.0             100.0             100.0             100.0             
枝幸町

区　分

238,400 
212,500 

227,100 
239,200 

225,600 

0

100,000

200,000

300,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

〔人〕
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 町のごみ処理フローは、平成 30 年度現在、図 2.1.1 のようになっています。焼却処理施設、粗大ごみ

処理施設、メタン発酵処理施設（汚泥再生処理センター）は組合が管理・運営を行っており、リサイク

ルセンター及び最終処分場については、町が独自に所有し、管理・運営を行っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※単位：ｔ／年  

 
 
  

図２．１．１ ごみ処理フロー（平成 30 年度） 

第１章 ごみ処理の現状と課題 

第１節 ごみ処理フロー 

総資源化量
910.82

堆肥 農地還元
ﾒﾀﾝ化処理 46.00 46

排出量 生ごみ 284.14 284.14
3,552.84 残渣

可燃ごみ 2,040.89 7.70

不燃ごみ 116.78
378.81 ※補正値

粗大ごみ 262.03 残渣 10.11
不適物（資源） 可燃 308.31

資源ごみ 849.00 47.06 200.96
破砕処理 不燃

破砕対象 362.85 89.89
378.81 有価物

72.00

鉄くず類 77.49
5.49

不適物（不燃）

10.47

不適物（資源）

71.98 21.58

729.96 資源化処理 資源残渣
729.96 21.58

びん無 31.77
びん茶 38.65
びん他 22.14
ペット 49.46
紙製容器 27.80
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器 58.77
発泡・白色トレイ 7.91 678.27
スチール缶 35.78
アルミ缶 23.43
紙パック 1.54
新聞・雑誌 169.49
段ボール 182.24
乾電池・蛍光管 4.64

小型家電 22.48 チップ化
繊維リサイクル 2.17
剪定枝 30.11

回収業者・指定法人等
755.76

有害鳥獣等減量化施設

30.11

集団回収・拠点回収

78.95

焼却処理
2,328.30

最終処分
480.65

メタン化施設

破砕処理施設

資源化施設

ごみ排出量

焼却施設

最終処分場
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可燃ごみは、生活系、事業系とも原則として焼却処理を行っています。 
 粗大ごみ及び不燃ごみは、粗大ごみ処理施設で破砕・選別処理を行い、減容化、資源化を図っていま

すが、一部は粗大ごみ処理施設に搬入せず直接埋立処分を行っています。 
 資源ごみは、町が事業主体となって、古紙類、ペットボトル、プラスチック製容器包装、缶類、ビン

類等について収集・運搬し、平成 26 年度からは紙製容器包装も追加し資源化を図っています。また「使

用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（以下「小型家電のリサイクル法」という。）が平

成 25 年 4 月 1 日に施行された事に合わせ、本町においても平成 25 年度よりモデル地域で回収を実施、

平成 26 年度からは対面回収による小型家電の回収と町内 14 箇所に回収ボックスを設置して、本格的に

小型家電の回収を行っております。また、剪定枝についても資源としての回収を始め、チップ化して有

害鳥獣等減量化施設などで副資材として活用しています。 
 生ごみは、汚泥再生処理センターでメタン発酵処理を行い、生成する堆肥は、町民に無償（1 世帯当

り 2 袋（20kg/袋）まで）で配布しています。 
 焼却残渣及び粗大ごみ処理残渣（不燃物）は、町の搬入量に応じた量を町の最終処分場で埋立処分し

ています。 
 
 
 
 ごみの処理主体は、表 2.1.1 のとおりです。 
 可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみの収集・運搬、資源ごみの資源化処理、処理残渣（組合の

施設から排出される処理残渣）の最終処分は、町が事業主体となって行っています。 
 生ごみの収集・運搬、可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ、生ごみの中間処理については組合事務となっ

ています。 
 また、町の廃棄物処理に係る運営管理体制は、表 2.1.2 のとおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．１．１ ごみの処理主体 

表２．１．２ 廃棄物処理の運営管理体制 

第２節 ごみの処理主体 

出典：枝幸町資料 

事務系 技術系 収集運搬 中間処理 最終処分 その他 収集運搬 中間処理 最終処分 収集運搬 中間処理 最終処分

ごみ 4 2 3 2 13 2 2

委託業 許可業区　分 一般職 技能職

委託・許可業者件数　〔件〕処理事業従事職員数　〔人〕

排出抑制 ごみの分別 収集・運搬 中間処理 最終処分

 缶類

 ビン類

 ペットボトル

 発泡・白色トレイ

 プラスチック製容器包装

 紙製容器包装

 古紙類

 小型家電リサイクル品

町（委託）

町（委託）
町（委託）

 生ごみ

ごみの分類

 可燃ごみ

 不燃ごみ

 粗大ごみ

 剪定枝

 繊維類
再商品化業者

組合（直営、一部委託） 町（委託）

-

 資源ごみ

排出者 排出者
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１．ごみ排出量の実績 
（１）ごみ総排出量の実績 
  過去 5 ヵ年のごみ総排出量の推移をみると、平成 28 年度までは減少傾向がみられましたが、平成

24 年度から増加に転じています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

用語の定義 

① 生活系ごみ ： 一般家庭から排出されるごみ（収集ごみの全量＋生活系の直接搬入ごみ） 

② 資源ごみ ： 一般家庭、事業所から排出される資源物 

③ 事業系ごみ ： 事業所から排出されるごみ（事業系の直接搬入ごみ） 

④ １人１日当りのごみ総排出量（総排出量原単位） ： （収集ごみ量＋直接搬入ごみ量＋集団回収量）÷計画収集人口 

÷365 日（366 日） 

⑤ １人１日当りの生活系ごみ排出量（生活系ごみ原単位） ： （生活系ごみ量＋集団回収量）÷計画収集人口÷365 日（366 日） 

⑥ １人１日当りの資源化ごみ排出量（資源ごみ原単位） ： （資源化量＋集団回収量）÷計画収集人口÷365 日（366 日） 

図２．１．２ ごみ総排出量の実績 

表２．１．３ ごみ総排出量の実績 

※1 全道、全国の排出量は、「環境省 一般廃棄物実態調査結果 処理状況」によります。 

第３節 ごみ処理の実績 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

4,315.33 4,006.69 3,618.24 3,692.99 3,631.79

3,446.37 3,320.11 3,013.42 3,039.32 3,042.89

868.96 686.58 604.82 653.67 588.90

 集団資源回収量〔t/年〕 79.98 100.67 89.77 61.04 78.95

 枝幸地区〔t/年〕 36.97 71.24 89.62 56.88 54.71

 歌登地区〔t/年〕 43.01 29.43 0.15 4.16 24.24

 ごみ排出量〔t/年〕 4,235.35 3,906.02 3,528.47 3,631.95 3,552.84

 枝幸地区〔t/年〕 3,409.40 3,248.87 2,923.80 2,982.44 2,988.18

 歌登地区〔t/年〕 825.95 657.15 604.67 649.51 564.66

1,330 1,278 1,170 1,211 1,217

990 986 970 961 ―

947 939 925 920 ―

 枝幸地区〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕

 1人1日当りの総排出量〔g/人・日〕

 ごみ総排出量〔t/年〕

項　　目

 全道1人1日当りの総排出量〔g/人・日〕

 全国1人1日当りの総排出量〔g/人・日〕

3,446 3,320 3,013 3,039 3,043 

869 
687 

605 654 589 

1,330 
1,278 

1,170 1,211 
1,217 

990 986 970 961 

947 939 925 920 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

〔g/人・日〕〔t/年〕

枝幸町歌登地区

枝幸町枝幸地区

1人1日当りの総

排出量

全道1人1日当り

の総排出量

全国1人1日当り

の総排出量
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  1 人 1 日当りの総排出量は、1,170g/人・日から 1,330g/人・日の間で推移しており、全道平均及び

全国平均より排出量であり、令和元年度における北海道の目標値 940ｇ/人・日（「北海道廃棄物処理

計画（第 4 次）」（以下「道の目標値」という。）を達成するためには、より一層の取り組みが必要と

される状況にあります。 
 
（２）生活系ごみ排出量 
  過去 5 ヵ年の生活系ごみ排出量は、減少傾向で推移しています。 
  1 人 1 日当りの排出量は、全道平均、全国平均を大きく超える水準となっており、令和元年度にお

ける道の目標値 590g/人・日の達成は極めて困難な状況にあります。 
  1 人 1 日当りの排出量がとくに多い要因として、町の施設や個人商店等の事業者から排出されるご

みの一部が生活系ごみとして収集対象となっていることが要因と考えられます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．１．３ 生活系ごみ排出量の実績 

表２．１．４ 生活系ごみ排出量の実績 

※1 全道、全国の排出量は、「環境省 一般廃棄物実態調査結果 処理状況」によります。 

 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

3,319.43 3,032.03 2,655.71 2,752.83 2,695.92

 枝幸地区〔t/年〕 2,614.99 2,476.46 2,167.74 2,211.71 2,233.93

 可燃ごみ〔t/年〕 1,440.14 1,300.56 1,219.67 1,276.99 1,299.16

 生ごみ〔t/年〕 163.44 155.59 117.34 118.13 117.94

 不燃ごみ〔t/年〕 117.28 105.78 88.17 87.05 82.42

 粗大ごみ〔t/年〕 157.13 212.53 127.56 152.54 167.41

 資源ごみ〔t/年〕 737.00 702.00 615.00 577.00 567.00

 歌登地区〔t/年〕 704.44 555.57 487.97 541.12 461.99

 可燃ごみ〔t/年〕 254.59 244.91 250.43 226.33 211.88

 生ごみ〔t/年〕 69.28 63.47 52.77 55.67 51.97

 不燃ごみ〔t/年〕 22.79 21.35 19.36 20.10 19.44

 粗大ごみ〔t/年〕 28.78 40.84 26.41 38.02 40.70

 資源ごみ〔t/年〕 329.00 185.00 139.00 201.00 138.00

1,023 967 856 905 903

612 609 596 598 ―

614 611 597 594 ―

項　　目

 枝幸町〔t/年〕

 1人1日当りの生活系ごみ排出量〔g/人・日〕

 全道1人1日当りの生活系ごみ排出量〔g/人・日〕

 全国1人1日当りの生活系ごみ排出量〔g/人・日〕

2,615 2,476 
2,168 2,212 2,234 

704 556 
488 541 462 

1,023 
967 

856 
905 903 

612 609 596 598 
614 

611 597 594 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

0

5,000

10,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

〔g/人・日〕〔t/年〕

枝幸町歌登地区

枝幸町枝幸地区

1人1日当りの家庭系

ごみ排出量

全道1人1日当りの家

庭系ごみ総排出量

全国1人1日当りの家

庭系ごみ排出量
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（３）事業系ごみ排出量 
  過去 5 ヵ年の事業系ごみ排出量の推移をみると、多少の変動はあるものの、顕著な減少傾向や増加

傾向はみられない状況にあります。 
  個人商店等の事業系ごみの一部が生活系ごみ（収集ごみ）に廻っていると考えられ、排出量そのも

のはごみ総排出量の 23％程度であり、全道的にみても多い水準（平成 29 年度における全道の事業系

ごみの総排出量に占める割合は平均で 33％となっています）ではありません。 
  また、資源ごみについては、町のリサイクルセンターに搬入され資源化されているほか、事業者が

独自のルートにて資源化を行っているものもあります。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．排出ごみの性状 
  組合が実施した過去 5 ヵ年の可燃ごみのごみ質調査結果を表 2.1.6 及び図 2.1.5、6 に示します。 
  生ごみを分別回収していますが、依然として 5～10％混入しており、また、資源ごみとして回収さ

れるべきものも混入しています。更なる分別マナーの徹底を指導する必要があります。 

図２．１．４ 事業系ごみ排出量の実績 

表２．１．５ 事業系ごみ排出量の実績 

794 772 756 771 754 

122 102 117 108 103 

0

500

1000

1500

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

〔t/年〕

枝幸町歌登地区

枝幸町枝幸地区

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

915.92 873.99 872.76 879.12 856.92

 枝幸地区〔t/年〕 794.41 772.41 756.06 770.73 754.25

 可燃ごみ〔t/年〕 383.20 408.60 435.75 445.93 446.76

 生ごみ〔t/年〕 100.76 102.06 125.54 127.29 103.69

 不燃ごみ〔t/年〕 12.21 16.84 14.73 14.22 14.66

 粗大ごみ〔t/年〕 60.42 48.91 35.04 54.29 53.14

 資源ごみ〔t/年〕 237.82 196.00 145.00 129.00 136.00

 歌登地区〔t/年〕 121.51 101.58 116.70 108.39 102.67

 可燃ごみ〔t/年〕 77.18 74.84 79.40 83.70 83.09

 生ごみ〔t/年〕 17.18 16.78 16.82 15.13 10.54

 不燃ごみ〔t/年〕 10.16 0.00 6.34 0.32 0.26

 粗大ごみ〔t/年〕 5.99 0.96 5.14 1.24 0.78

 資源ごみ〔t/年〕 11.00 9.00 9.00 8.00 8.00

項　　目

 枝幸町〔t/年〕
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  低位発熱量については、顕著な上昇も下降もみられませんが、平均で11,298 KJ/kgと設計値の9,660
～12,600 KJ/kg の範囲内での熱量となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．減量化・再生利用の実績 
（１）資源化量＊ 

  資源化の取り組みとしては、学校などが行う集団資源回収と組合が行う資源化と町が行う資源化が

あり、学校で取り組む集団資源回収は、現在町内の 3 中学校が実施しており、平成 30 年度において

年間 60ｔ/年の資源化実績があります。また、町が行う資源化は、分別収集による資源ごみ（容器包

装、古紙類、布類、乾電池・蛍光管）の回収のほか、小型家電の回収や剪定枝をチップ化し有害鳥獣

等減量化施設の副資材などに利用する資源化の取組みも実施しています。 
  一方、組合が行う資源化は、生ごみによる資源化（堆肥生産量）と粗大ごみ処理工程（破砕・選別

処理工程）からの有価物（アルミ、鉄類）の回収があり、集団回収と町、組合における資源化量の合

計は平成 30 年度で 848ｔ/年となっています。 
 
   
 

表２．１．６ 可燃ごみのごみ質調査結果 

図２．１．６ 可燃ごみの三成分分析結果 
（過去 5 ヵ年の平均） 

＊資源化量 
ごみ固形燃料、炭化物、バイオガス等のエネルギー利用を目的とした生成物を除く（「環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対

策部：市町村における循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針」）もので、環境省のホームページで公表され

ている資源化量とは定義が違うため、一致しません。 

図２．１．５ 可燃ごみの組成分析結果 
（過去 5 ヵ年の平均） 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

紙・布類 52.0 49.7 57.6 56.8 56.8 54.6

ビニール・合成樹脂
ゴム・皮革類

23.2 26.0 26.3 25.4 25.4 25.3

木・竹・わら類 13.1 10.1 4.1 3.8 3.8 7.0

厨芥類 6.6 6.6 6.0 7.4 7.4 6.8

不燃物類 2.1 2.0 2.5 2.3 2.3 2.2

その他 3.0 5.6 3.5 4.3 4.3 4.1

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

可燃分 65.0 64.8 59.5 67.0 67.0 64.7

水分 29.9 30.2 35.7 27.9 27.9 30.3

灰分 5.1 5.0 4.8 5.1 5.1 5.0

〔%〕 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

11,497 11,463 10,312 11,920 - 11,298

項　　目 平 均 値
測定値（平均値）

低位発熱量 〔kJ/kg〕

三
成
分

組
成
分
析

〔%〕

紙・布類

54.6%

ビニール・合

成樹脂・ゴム・

皮革類

25.3%

木・竹・わら類

7.0%

厨芥類

6.8%

不燃物類

2.2%
その他

4.1%
可燃分

64.7%水分

30.3%

灰分

5.0%
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過去 5 ヵ年の資源化量の推移を表 2.1.7 に示しますが、回収量は減少傾向で推移している状況であ

り、1 人 1 日当りの資源化量も減少をしていているものの全道、全国平均を上回る水準を維持してい

います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．１．７ 資源化量の実績 

図２．１．７ 資源化量の実績 

※1 全道、全国の資源化量は、「環境省 一般廃棄物実態調査結果 処理状況」によります。 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1,154.67 1,141.98 972.83 942.99 910.82

79.98 100.67 89.77 61.04 78.95

748.90 750.39 690.40 674.04 653.62

24.26 30.78 18.40 15.09 22.48

 繊維リサイクル〔ｔ/年〕 1.32 7.60 10.75 3.74 2.17

185.22 105.33 30.37 86.13 30.11

31.00 66.00 74.00 32.00 46.00

77.00 74.00 56.00 65.00 72.00

6.99 7.21 3.14 5.95 5.49

758.42 872.13 770.79 715.20 708.59

 集団資源回収〔t/年〕 36.97 71.24 89.62 56.88 54.71

 資源ごみ〔t/年〕 605.51 612.81 571.92 560.91 542.71

 小型家電リサイクル〔ｔ/年〕 12.17 14.66 14.25 11.10 11.68

 繊維リサイクル〔ｔ/年〕 1.32 7.60 10.75 3.74 2.17

 剪定枝回収量〔ｔ/年〕 12.46 76.61 16.11 5.62 14.83

 生ごみ資源化量（堆肥）〔t/年〕 18.00 18.00 17.00 17.00 16.00

 破砕有価物回収量〔t/年〕 65.00 64.00 48.00 54.00 61.00

 鉄くず等有価物回収量〔t/年〕 6.99 7.21 3.14 5.95 5.49

396.25 269.85 202.04 227.79 202.23

 集団資源回収〔t/年〕 43.01 29.43 0.15 4.16 24.24

 資源ごみ〔t/年〕 143.39 137.58 118.48 113.13 110.91

 小型家電リサイクル〔ｔ/年〕 12.09 16.12 4.15 3.99 10.80

 繊維リサイクル〔ｔ/年〕 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

 剪定枝回収量〔ｔ/年〕 172.76 28.72 14.26 80.51 15.28

 生ごみ資源化量（堆肥）〔t/年〕 13.00 48.00 57.00 15.00 30.00

 破砕有価物回収量〔t/年〕 12.00 10.00 8.00 11.00 11.00

 鉄くず等有価物回収量〔t/年〕 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

356 364 315 309 305

240 239 235 232 ―

195 193 188 186 ―

 集団資源回収〔t/年〕

 1人1日当りの資源化量〔g/人・日〕

 小型家電リサイクル〔ｔ/年〕

 剪定枝回収量〔ｔ/年〕

 鉄くず等有価物回収量〔t/年〕

項　　　目

 枝幸町〔t/年〕

 資源ごみ〔t/年〕

 生ごみ資源化量（堆肥）〔t/年〕

 全道1人1日当りの資源化量〔g/人・日〕

 全国1人1日当りの資源化量〔g/人・日〕

 破砕有価物回収量〔t/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕
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（２）資源回収率（リサイクル率）＊ 
  過去 5 ヵ年の資源回収率（リサイクル率）は、25％前後で推移しており、全道、全国平均を上回っ

ていますが、令和元年度における道の目標値 30％には届いていない状況であることから、現在の回収

率を維持することはもちろん、より高い目標を定めて取り組んで行くことが必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）減量化量 
  町では、ごみの排出抑制・減量化対策として、①ごみの有料化、②環境教育・啓発活動、③集団回

収、フリーマーケット等の地域活動への支援等を実施してきました。 
  1 人 1 日当りのごみの総排出量及び生活系ごみ排出量について、過去 5 年間の実績では減少傾向で

推移していますが、平成 28 年度から 3 年間は増加傾向で推移しています。 
  平成 28 年度までは、平成 26 年度と対比した場合の減量化は総排出量で 160g の減量、生活系ごみ

排出量で 164g の減量が図られています。 
しかし、平成 28 年度以降は増加に転じ、特に生活系ごみは、全道平均、全国平均を大きく上回る

高い水準にあり、更なる減量化の取り組みが必要であります。 
 
 
 

変動量 変動率 減量化量 減量化率

〔g/人・日〕 〔g/人・日〕 〔g/人・日〕 〔%〕 〔g/人・日〕 〔g/人・日〕 〔%〕

 1人1日当りの総排出量 1,330 1,170 -160 -12.03 1,217 -47 -3.5

 1人1日当りの生活系ごみ排出量 1,023 859 -164 -16.03 903 -44 -4.3

区　　分
平成26年度 平成28年度 平成30度

 
 
 
 
 

表２．１．８ 資源回収率の実績 

＊資源回収率（リサイクル率） 
  ごみの総排出量に対する資源化量の割合のことです。 

※1 全道、全国の排出量は、「環境省 一般廃棄物実態調査結果 処理状況」を基に算出しています。 

※減量化量＝平成 28 年度（平成 30 年度）- 平成 26 年度 

※減量化率＝減量化量÷平成 26 年度 

表２．１．９ 平成 28 年度と平成 30 年度における減量効果（対平成 26 年度） 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 枝幸町〔%〕 27.0 28.7 26.9 25.6 25.2

 枝幸地区〔%〕 22.0 26.3 25.6 23.5 23.3

 歌登地区〔%〕 48.0 41.1 33.4 35.1 35.8

 全道平均〔%〕 24.6 24.3 24.3 24.3 －

項　　目
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４．収集・運搬の実績 
（１）計画収集区域 
  計画収集区域は、町の全行政区域としています。 
 
（２）収集・運搬体制 
【収集エリア】 

 現在の収集エリアは枝幸地区 3 エリア（枝幸市街、目梨泊・問牧、下幌別以南）、歌登地区 2 エリア

（歌登西、歌登東）の 5 エリアに区分されています。 
 
【分別収集区分】 
  ごみの分別収集区分は、「環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課：市町村におけ

る循環型社会づくりに向けた一般廃棄物処理システムの指針（平成 19 年 6 月）」（以下「処理システ

ム指針」という）で示されている最高ランクの類型Ⅲに分類されるものです。尚、使用済小型家電（平

成 25 年度からモデル地域にて実施）や剪定枝の回収は、平成 26 年度より全地域で収集を開始してい

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【収集頻度】 
  ごみの収集・運搬は、生ごみは組合が実施していますが、他のごみについては町が実施しています。

収集頻度は、表 2.1.11 に示すとおりです。 
  なお、家電リサイクル法適用品や適正処理困難物及び危険物（具体的品目については町が独自に指

定している）、事業系ごみ、産業廃棄物については、収集対象としていません。 
 

【収集方式・収集形態】 

 ・収集方式 
  収集作業の効率性を考慮し、ステーション方式（集積方式）を基本としていますが、商店街の一部

ではステーションの設置スペースがなく個別収集を行っています。  

表２．１．10 ごみの分別収集区分 

類型Ⅲ  ①-1 アルミ缶・スチール缶

 ①-2 ガラスビン

 ①-3 ペットボトル

 ①-4 発泡・白色トレイ

 ①-5 プラスチック製容器包装

 ①-6 紙製容器包装

 ④使用済小型家電

 ⑤剪定枝

 ⑥繊維類

 ⑩危険ごみ（電池、蛍光管、カセットボンベ、スプレー缶等）

 ②資源回収する古紙類（新聞、雑誌等）

 ③資源回収する生ごみ

 ⑦可燃ごみ（容器包装以外の廃プラスチック類を含む）

分別収集区分

 ⑧不燃ごみ

 ①資源回収する容器包装 素材別に排出源で分別。

 ⑨粗大ごみ
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・収集形態 

  分別の徹底、収集作業の安全性・効率性、町の景観維持、事業系ごみの排除の観点から、指定袋制

を採用しています。 

 

【収集・運搬業者】 
  生ごみを除く生活系ごみの収集・運搬は、町内の許可業者への委託により行われています。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）収集・運搬量 
  過去 5 ヵ年の収集・運搬量の推移をみると、トータルの収集・運搬量は減少傾向を示しています。

これは、比率の高い可燃ごみの減少量が大きいことが影響しているためであり、生ごみ、不燃ごみ、

資源ごみについては、大きな変動はみられません。 
  地区別の収集・運搬量をみると、枝幸地区では顕著な減少傾向を示していますが、歌登地区では平

成 20 年度において減少傾向に歯止めがかかっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．１．11 収集・運搬体制 

表２．１．12 収集・運搬量の実績 
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

3,060.85 2,669.10 2,395.58 2,461.83 2,369.08

1,597.51 1,454.79 1,375.62 1,413.95 1,400.19

232.72 219.06 170.11 173.80 169.91

126.44 97.20 82.78 82.45 77.58

49.18 25.05 23.07 22.63 24.40

1,055.00 873.00 744.00 769.00 697.00

2,393.89 2,185.08 1,973.08 1,976.67 1,961.64

 可燃ごみ〔t/年〕 1,354.22 1,234.31 1,161.12 1,201.43 1,202.39

 生ごみ〔t/年〕 163.44 155.59 117.34 118.13 117.94

 不燃ごみ〔t/年〕 105.77 82.77 68.49 67.46 62.29

 粗大ごみ〔t/年〕 40.46 21.41 18.13 17.65 17.02

 資源ごみ〔t/年〕 730.00 691.00 608.00 572.00 562.00

666.96 484.02 422.50 485.16 407.44

 可燃ごみ〔t/年〕 243.29 220.48 214.50 212.52 197.80

 生ごみ〔t/年〕 69.28 63.47 52.77 55.67 51.97

 不燃ごみ〔t/年〕 20.67 14.43 14.29 14.99 15.29

 粗大ごみ〔t/年〕 8.72 3.64 4.94 4.98 7.38

 資源ごみ〔t/年〕 325.00 182.00 136.00 197.00 135.00

項　　目

 枝幸町〔t/年〕

 可燃ごみ〔t/年〕

 生ごみ〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕

 不燃ごみ〔t/年〕

 粗大ごみ〔t/年〕

 資源ごみ〔t/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

分類 収集頻度 収集方式 収集・運搬

 空缶・空びん

 ペットボトル

 発泡スチロール
 白色トレイ

 白地に黒字の指定袋、大型の発泡はひも縛り

 プラスチッック製

 容器包装

 紙製容器包装  黄緑色の指定袋

 紙パック  専用ボックス（ひも縛り）

 ダンボール  ひも縛り

 資源回収する古紙類 1回／週  委託

 資源回収する生ごみ 2回／週  委託（組合）

 使用済小型家電 2回／年・随時  特に指定無し。25ｃｍ×15ｃｍ以下の小型家電は回収BOXで随時回収  委託

 繊維類 2回／年・随時  特に指定無し。回収BOXでは随時回収  委託

 剪定枝 4回／年 　ひも縛り  委託

 可燃ごみ 1～2回／週  委託

 不燃ごみ 1回／週～2回／月  委託

 粗大ごみ 6回／年  委託

 危険ごみ 6回／年  委託

収集形態

 委託

 ひも縛り

 組合の指定袋

 黄色の指定袋

ステーション

 ピンク色の指定袋
 資源回収する容器包装 1～2回／週、1回／月

 青色の指定袋

 ごみシール貼り

 白地に赤字の指定袋

 リサイクルネット
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図２．１．８ ごみ種別収集・運搬量の実績 

図２．１．９ 地区別収集・運搬量の実績 
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５．中間処理の実績 
（１）中間処理施設の概要 
  中間処理システムは、組合が管理・運営する廃棄物処理施設（焼却処理、粗大ごみ処理（破砕・選

別処理））及び生ごみメタン発酵処理施設（汚泥再生処理センター）と町が管理・運営するリサイク

ルセンター（枝幸地区、歌登地区の 2 施設）及び有害鳥獣等減量化施設から構成されています。 
  施設概要を図 2.1.10～14 及び表 2.1.13～22 に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

No 施設名称 所在地

廃棄物処理施設（焼却処理施設） 浜頓別町智福2丁目13番地

廃棄物処理施設（粗大ごみ処理施設） 浜頓別町智福2丁目13番地（焼却処理施設と併設）

メタン発酵処理施設（汚泥再生処理センター） 浜頓別町智福2丁目13番地（廃棄物処理施設に隣接）

枝幸リサイクルセンター 枝幸町下幌別6072番地1

歌登リサイクルセンター 枝幸町歌登西歌登3957番地

有害鳥獣等減量化処理施設 枝幸町歌登西歌登342番地2

■ 焼却処理：生活系・事業系の可燃ごみ、生活系・事業系の可燃性粗大ごみ、生活系の不

燃性粗大ごみ中の可燃分 
■ 破砕・選別処理：生活系・事業系の不燃ごみ 
■ メタン発酵処理：生活系・事業系の生ごみ 
■ 資源化処理：生活系の資源ごみ（アルミ缶・スチール缶、ガラスビン、ペットボトル、

発泡スチロール・白色トレイ、プラスチック製容器包装、紙製容器包装、

紙パック、ダンボール、古紙類） 
■ 有害鳥獣等減量化処理：エゾシカなどの有害鳥獣の死体 

図２．１．10 中間処理施設の所在地と施設全景 
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図２．１．11 焼却処理フローシート 

図２．１．12 粗大ごみ処理（破砕・選別処理）フローシート 
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図２．１．13 メタン発酵処理フローシート 

スチール缶 

アルミ缶 不適物 

空き缶処理ライン 

ペットボトル・プラスチック
製容器包装処理ライン 

発泡スチロール処理ライン 

紙類処理ライン 

空きびん選別ライン 

不適物 

不適物 

受入貯留ヤード 洗浄 

選別作業台 

簡易磁選機 
（マグネットプーリ） 

コレクタ 

コレクタ 

コレクタ 

コレクタ 

スチール缶 
プレス機 

アルミ缶 
プレス機 

スチール缶 
プレス品 

アルミ缶 
プレス品 

不適物 

プレス品 

発泡スチロール 
減容品 

発泡スチロール 
減容機 

洗浄 

パレット 

パレット 

パレット 

選別作業台 

選別作業台 

圧縮梱包機 

供給コンベヤ 

受入貯留ヤード 

受入貯留ヤード 

受入貯留ヤード 

受入貯留ヤード 

フォークリフト 

フォークリフト 

フォークリフト 

フォークリフト 

フォークリフト 

ストックヤード 

ストックヤード 

ストックヤード 

ストックヤード 

ストックヤード 

フレコンバッグ 

紙類梱包機 
 

自動梱包機 
（紙製容器・新聞紙・雑誌・等） 

紙類 

選別びん 

無色 茶色 その他 リターナブル 
びん 

図２．１．14 資源化処理フローシート（枝幸リサイクルセンター） 
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表２．１．13 ごみ焼却処理施設の概要 

表２．１．14 粗大ごみ処理施設の概要 

表２．１．15 メタン発酵処理施設の概要 
内　容

 南宗谷クリーンセンター・汚泥再生処理センター

 枝幸郡浜頓別町智福２丁目１３番地（廃棄物処理施設に隣接）

 組合（直営、一部委託）

 平成１５年３月

 １０ｔ/日（生ごみ）

 家庭系・事業系の生ごみ

 処理方式  高温メタン発酵式（メビウスシステム）

 メタン発酵設備  ミックスセパレータ、ツインリアクター

 メタンガス利用設備  デュアルフューエル式発電機、蒸気ボイラー

 汚泥堆肥化設備  遠心脱水機、横型回転ドラム式乾燥機、熟成ヤード

項　目

 施設名称

 所在地

設
備
仕
様

 運転管理

 竣工年月

 公称能力

 処理対象物

内　容

 南宗谷クリーンセンター・廃棄物処理施設（焼却処理施設）

 枝幸郡浜頓別町智福２丁目１３番地

 組合（直営、一部委託）

 平成１４年１１月

 ２２ｔ/日（１１ｔ/１６hr×２炉）

 家庭系・事業系の可燃ごみ、家庭系・事業系の可燃性粗大ごみ、家庭
 系の不燃性粗大ごみ中の可燃分

 炉型式  准連続燃焼式

 燃焼方式  ストーカ式

 排ガス冷却設備  水噴射、熱交換式（間接空冷式）

 排ガス処理設備  消石灰・活性炭吹込み、バグフィルタ

 集じん灰処理設備  キレート処理

設
備
仕
様

 焼却対象物

 竣工年月

 公称能力

項　目

 施設名称

 所在地

 運転管理

内　容

 南宗谷クリーンセンター・廃棄物処理施設（粗大ごみ処理施設）

 枝幸郡浜頓別町智福２丁目１３番地（焼却処理施設と併設）

 組合（直営、一部委託）

 平成１４年１１月

 ７ｔ/日（７ｔ/５hr）

 家庭系・事業系の不燃ごみ、家庭系の不燃性粗大ごみ

 処理方式  破砕・選別方式

 破砕方式  乾式高速回転破砕機、二軸せん断式破砕機（前処理）

 選別設備  磁選機、粒度選別機（回転式選別機）、風力選別機、アルミ選別機

 集じん設備  サイクロン、バグフィルタ

設
備
仕
様

 竣工年月

 公称能力

 処理対象物

 所在地

 運転管理

項　目

 施設名称
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表２．１．16 リサイクルセンターの概要 

内　容

 有害鳥獣等減量化処理施設

 枝幸町歌登西歌登342番地2

 町（委託）

 平成２６年４月

 最大約36頭／2週間

 野生動物の死体

 処理方式  発酵減量法（好気性発酵方式）

 作業場  D型ハウス2棟（1棟97.2㎡）

 堆肥盤  １箇所　A=108㎡、H=2.0m

 竣工年月

 公称能力

 処理対象物

設
備
仕
様

項　目

 施設名称

 所在地

 運転管理

表２．１．17 有害鳥獣等減量化処理施設の概要 

内　容

 枝幸リサイクルセンター・歌登リサイクルセンター

 枝幸リサイクルセンター：枝幸郡枝幸町下幌別6072番地1

 歌登リサイクルセンター：枝幸郡枝幸町歌登西歌登3957番地

 町（委託）

 枝幸：平成１２年２月、歌登：平成１０年３月

 枝幸：５．４５ｔ/日、歌登：０．５４/日

 家庭系の資源ごみ

 処理方式  選別・圧縮・梱包方式

 手選別作業台（空き缶、空きびん、ペットボトル、プラスチック製容器

 包装、紙製容器包装）、簡易磁選機（空き缶）、ダンボール切断機

 圧縮減容設備  缶プレス機（空き缶）、加熱溶融固化機（発泡スチロール）

 圧縮梱包機（ペットボトル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装）、

 半自動梱包機（紙類）

 竣工年月

 公称能力

 処理対象物

設
備
仕
様

 梱包設備

 選別設備

項　目

 施設名称

 運転管理

 所在地
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（２）中間処理量 
  減量化・資源化目標達成後の焼却処理量、破砕・選別処理量、メタン発酵処理量（生ごみ処理量）

の実績を表 1.1.18～20 及び図 1.1.15～17 に示します。 
 
【焼却処理量】 
  焼却処理量は平成 28 年度までは減少傾向にありましたが、平成 29 年度から増加に転じてます。 
  焼却対象物の全量焼却を原則としているため、100％の焼却率を維持しており、全体排出量に対す

る焼却率は平成 30 年度で 71.8％と約 6 割を焼却処理しています。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．１．18 焼却処理量の実績 

図２．１．15 焼却処理量の実績 

※焼却処理量、焼却対象物量には汚泥再生センターからのし渣（し尿の前処理残渣）は含まれていません。 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2,501.63 2,353.94 2,248.02 2,325.13 2,328.30

2,155.11 2,028.92 1,987.25 2,032.95 2,040.89

 破砕処理後焼却量〔t/年〕 192.46 253.27 147.30 179.49 200.96

29.09 38.48 35.15 32.41 29.28

 資源ごみ（分別不適物）焼却量〔t/年〕 64.08 30.19 57.57 57.23 47.06

60.89 3.08 20.75 23.05 10.11

2,107.23 1,975.30 1,879.24 1,969.58 1,970.82

 直接焼却量〔t/年〕 1,823.34 1,709.17 1,657.42 1,722.92 1,745.92

 破砕処理後焼却量〔t/年〕 159.27 216.83 118.77 149.45 166.88

 生ごみ及び資源化処理後焼却量〔t/年〕 25.69 35.10 32.42 29.83 27.60

 資源ごみ（分別不適物）焼却量〔t/年〕 57.27 21.37 54.05 49.30 43.34

 実績補正値〔t/年〕 41.66 -7.17 16.58 18.08 -12.92

394.40 378.64 368.78 355.55 357.48

 直接焼却量〔t/年〕 331.77 319.75 329.83 310.03 294.97

 破砕処理後焼却量〔t/年〕 33.19 36.44 28.53 30.04 34.08

 生ごみ及び資源化処理後焼却量〔t/年〕 3.40 3.38 2.73 2.58 1.68

 資源ごみ（分別不適物）焼却量〔t/年〕 6.81 8.82 3.52 7.93 3.72

 実績補正値〔t/年〕 19.23 10.25 4.17 4.97 23.03

4,235.35 3,906.03 3,530.47 3,631.95 3,552.84

59.1 60.3 63.7 64.0 65.5

 焼却残渣量〔t/年〕 320.87 307.65 253.74 316.54 308.31

 焼却残渣率 12.83% 13.07% 11.29% 13.61% 13.24%

項　　目

 枝幸町〔t/年〕

 直接焼却量〔t/年〕

 生ごみ及び資源化処理後焼却量〔t/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

 実績補正値〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕

 ごみ総排出量〔t/年〕

 ごみ総排出量に対する焼却処理率〔%〕

2,155 2,029 1,987 2,033 2,041 

286 
322 240 269 277 

59 60 
64 64 66 

0

20

40

60

80

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

〔%〕〔t/年〕

中間処理後

焼却量

直接焼却量

焼却処理率
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【破砕・選別処理量】 
  組合の粗大ごみ処理施設では、不燃ごみと不燃性粗大ごみの減容化と有価物の回収を目的に破砕・

選別処理を行っていますが、本町においては、不燃ごみ、不燃性粗大ごみのうち処理不適物等につい

ては処理施設に搬入せず、直接埋立処分しています。 
  過去 5 年間の破砕・選別処理量は、減少傾向で推移しています。 

また、地区別でみると、枝幸地区がほとんどを占める一方、歌登地区では極めて少ない処理量とな

っています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．１．19 破砕・選別処理量の実績 

図２．１．16 破砕・選別処理量の実績 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

355.25 428.05 310.56 347.16 362.85

355.25 428.05 310.56 347.16 362.85

295.67 367.31 254.75 288.89 302.93

 破砕処理量〔t/年〕 295.67 367.31 254.75 288.89 302.93

59.58 60.74 55.81 58.27 59.92

 破砕処理量〔t/年〕 59.58 60.74 55.81 58.27 59.92

 不燃・粗大ごみ排出量 414.76 447.21 322.75 367.78 378.81

 不燃・粗大ごみに対する破砕・選別処理率 85.7 95.7 96.2 94.4 95.8

4,235.35 3,906.03 3,530.47 3,631.95 3,552.84

8.4 11.0 8.8 9.6 10.2

 破砕処理後量〔ｔ/年〕 355.25 428.05 310.56 347.16 362.85

 破砕不燃物残渣（埋立） 85.79 100.78 107.26 102.67 89.89

 破砕可燃物（焼却） 192.46 253.27 147.30 179.49 200.96

 破砕有価物（資源） 77.00 74.00 56.00 65.00 72.00

項　　目

 枝幸町〔t/年〕

 ごみ総排出量に対する破砕処理率〔%〕

 ごみ総排出量〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕

 破砕処理量〔t/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

296 
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289 303 
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処理量
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【メタン発酵処理量（生ごみ処理量）】 
  生活系及び事業系の生ごみの全量を汚泥再生処理センターでメタン発酵処理しています。メタン発

酵により回収されるバイオガス（メタンガス）は、発電機及びボイラーの燃料として利用しています。 
  また、処理生成物の消化汚泥についても、し尿処理汚泥や公共下水道汚泥等と併せて堆肥化し、肥

料として町民に配布しています。メタン発酵処理量（生ごみ処理量）は、枝幸地区、歌登地区とも大

きな変動がなく推移しています。 
一般的に生ごみの占める割合は、環境省が実施している「容器包装廃棄物の使用・排出実態調査」

を見ると、ごみ総排出量に対して 30％程度であることがわかります。 
本町における生ごみ回収率（ごみの総排出量に対する生ごみ回収量（生ごみ処理量）の割合）は、

10％以下で推移している状況であり、一般的な生ごみの占める割合から判断すると、生ごみの分別が

十分でない状況であると言えます。 
今後は、資源回収率（リサイクル率）の向上を図っていくためにも、生ごみの分別マナーの徹底を

図っていく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．１．17 メタン発酵処理量（生ごみ処理量）の実績 

表２．１．20 メタン発酵処理量（生ごみ処理量）の実績 

※生ごみ回収率とは、ごみの総排出量に対する生ごみ処理量（回収量）の割合をいいます。 

264 258 243 245 222 

86 80 
70 71 

63 

8.3 

8.7 8.9 8.7 
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0.0
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6.0

8.0

10.0

0
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平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

〔%〕〔t/年〕

枝幸町歌登地区

枝幸町枝幸地区

生ごみ回収率〔%〕

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

350.66 337.90 312.47 316.22 284.14

 枝幸地区〔t/年〕 264.20 257.65 242.88 245.42 221.63

 歌登地区〔t/年〕 86.46 80.25 69.59 70.80 62.51

8.3 8.7 8.9 8.7 8.0

 メタン発酵処理後量〔ｔ/年〕 350.66 337.90 312.47 316.22 284.14

 堆肥化量〔ｔ/年〕 31.00 66.00 74.00 32.00 46.00

 残渣処理量〔ｔ/年〕 13.70 14.30 12.20 11.50 7.70

 減容化量〔ｔ/年〕 305.96 257.60 226.27 272.72 230.44

項　　目

 枝幸町〔t/年〕

 生ごみ回収率〔%〕
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【資源化処理量】 
  資源化処理は、分別収集で集められた資源ごみを、枝幸リサイクルセンターと歌登リサイクルセン

ターに運び、選別・保管・圧縮が行われた後、再商品化業者や指定法人に引き取られリサイクルして

います。過去 5 年間の資源化処理量は、いずれの地区も減少傾向で推移しています。 
   
 表２．１．21 資源化処理量の実績 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

資源ごみ〔ｔ/年〕 無色ガラス容器 36.51 38.67 34.50 34.08 31.77

茶色ガラス容器 47.29 50.82 40.84 39.82 38.65

その他ガラス容器 25.85 25.59 22.47 22.58 22.14

ペットボトル 49.33 47.21 48.42 48.88 49.46

紙製容器包装 6.90 39.54 32.57 30.57 27.80

プラスチック製容器包装 69.26 69.48 64.29 61.52 58.77

発泡・白色トレイ 7.69 10.37 3.79 6.20 7.91

スチール製容器包装 46.78 39.45 37.85 37.22 35.78

アルミニウム製容器包装 27.69 27.21 24.66 24.48 23.43

紙パック 1.87 1.54 0.62 1.63 1.54

段ボール 194.48 188.28 186.26 178.32 182.24

新聞紙 133.72 113.73 102.94 104.76 93.13

雑誌 90.98 93.01 87.02 79.32 76.36

その他（乾電池・蛍光管　） 10.55 5.49 4.17 4.66 4.64

計 748.90 750.39 690.40 674.04 653.62

 ごみ総排出量〔t/年〕 4,235 3,906 3,528 3,632 3,553

 ごみ総排出量に対する資源化率〔%〕 17.7 19.2 19.6 18.6 18.4

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

資源ごみ〔ｔ/年〕 無色ガラス容器 28.45 31.20 27.47 27.46 25.37

茶色ガラス容器 36.12 40.94 31.57 30.99 30.31

その他ガラス容器 20.73 20.48 17.54 17.88 17.38

ペットボトル 41.09 39.27 40.66 40.98 41.29

紙製容器包装 5.52 32.69 26.64 25.10 23.30

プラスチック製容器包装 56.41 56.97 53.95 52.19 49.88

発泡・白色トレイ 4.32 4.15 2.95 5.33 5.86

スチール製容器包装 39.77 33.83 33.81 33.55 32.15

アルミニウム製容器包装 21.53 18.44 18.23 18.07 17.31

紙パック 1.70 1.37 0.62 1.47 1.34

段ボール 169.76 166.44 165.82 158.60 162.03

新聞紙 98.47 87.60 79.72 81.26 72.39

雑誌 75.04 75.33 69.18 63.76 60.22

その他（乾電池・蛍光管　） 6.60 4.10 3.76 4.27 3.88

計 605.51 612.81 571.92 560.91 542.71

 ごみ総排出量〔t/年〕 3,409 3,249 2,924 2,982 2,988

 ごみ総排出量に対する資源化率〔%〕 17.8 18.9 19.6 18.8 18.2

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

資源ごみ〔ｔ/年〕 無色ガラス容器 8.06 7.47 7.03 6.62 6.40

茶色ガラス容器 11.17 9.88 9.27 8.83 8.34

その他ガラス容器 5.12 5.11 4.93 4.70 4.76

ペットボトル 8.24 7.94 7.76 7.90 8.17

紙製容器包装 1.38 6.85 5.93 5.47 4.50

プラスチック製容器包装 12.85 12.51 10.34 9.33 8.89

発泡・白色トレイ 3.37 6.22 0.84 0.87 2.05

スチール製容器包装 7.01 5.62 4.04 3.67 3.63

アルミニウム製容器包装 6.16 8.77 6.43 6.41 6.12

紙パック 0.17 0.17 0.00 0.16 0.20

段ボール 24.72 21.84 20.44 19.72 20.21

新聞紙 35.25 26.13 23.22 23.50 20.74

雑誌 15.94 17.68 17.84 15.56 16.14

その他（乾電池・蛍光管　） 3.95 1.39 0.41 0.39 0.76

計 143.39 137.58 118.48 113.13 110.91

 ごみ総排出量〔t/年〕 826 657 605 650 565

 ごみ総排出量に対する資源化率〔%〕 17.4 20.9 19.6 17.4 19.6

枝幸町合計

枝幸地区

歌登地区
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６．最終処分の実績 
（１）最終処分場の概要 
  最終処分場については、組合構成町村がそれぞれ事業主体となって独自に所有し、管理・運営を行

っており、組合としては最終処分場を所有していません。このため、焼却残渣や破砕・選別残渣につ

いては、各町村の搬入比率に応じた量を各町村の最終処分場で処分しています。 
  本町では、現在、枝幸地区と歌登地区の 2 ヵ所の最終処分場を所有していますが、これらの概要に

ついて以下に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．１．18 最終処分場の所在地と施設全景 

■ 焼却残渣（焼却灰、集じん灰） 
■ 破砕・選別処理残渣 
■ 粗大ごみ処理施設等に搬入されない処理不適物等（直接埋立物） 
■ 併せ産業廃棄物 

埋立対象物 

歌登一般廃棄物埋立処分地施設 

枝幸一般廃棄物埋立処分地施設 

2 

 

1 

 

歌登山 

2 

 

1 

 

1 

 2 

 

No 施設名称 所在地

枝幸一般廃棄物埋立処分地施設 枝幸町下幌別6121番地3

歌登一般廃棄物埋立処分地施設 枝幸町歌登西歌登3952番地
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（２）最終処分量の実績 
  平成 26 年度から平成 30 年度にかけて最終処分量は減少傾向にあります。 

最終処分率＊は、全道平均を下回る水準で推移しており、北海道の令和元年度における目標値 16.1％
（「廃棄物処理計画」に基づく目標値）は既に達成している状況です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．１．22 各町村の最終処分場の概要 

表２．１．23 最終処分量の実績 

＊最終処分率 
最終的に埋立処分される埋立量のごみの総排出量に対する割合のことです。 

※1 直接埋立とは、粗大ごみ処理施設等へ搬入できない処理困難物等です。 

※2 枝幸地区及び歌登地区の埋立量は、各最終処分場に搬入された量であります。 

※3 全道、全国の処分率は、「環境省 一般廃棄物実態調査結果 処理状況」によります。 

枝幸地区 歌登地区

枝幸一般廃棄物埋立処分地施設 歌登一般廃棄物埋立処分地施設

枝幸町下幌別6121番地3 枝幸町歌登西歌登

委託 委託

山間 山間

準好気性埋立構造 準好気性埋立構造

平成15年度 平成10年度

5,000 6,335

13,000 23,000

5,850 12,406

令和5年度 令和24年度

 処理方式  接触酸化法＋凝集分離法＋砂ろ過法  回転円板法＋凝集分離法

 処理能力 20 m3/日  　20m3/日

 放流水質 BOD＜20mg/L、SS＜10mg/L BOD＜20mg/L、SS＜70mg/L

項　　目
内　　容

 施設名称

 所在地

 運転管理

 埋立場所

 埋立構造

 埋立開始年度

浸
出
水

 埋立面積（m2）

 全体容積（m3）

 残余容量（m3）

 埋立終了年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

734.83 563.91 447.61 491.74 480.65

52.52 11.95 9.05 14.67 10.47

うち危険ごみ〔ｔ/年〕 8.67 9.30 7.99 7.21 7.97

320.87 307.65 253.74 316.54 308.31

85.79 100.78 107.26 102.67 89.89

 資源不適物〔ｔ/年〕 275.65 143.53 77.56 57.86 71.98

718.97 541.22 346.36 429.49 458.60

 直接埋立量〔t/年〕 44.38 9.54 7.61 13.26 9.21

うち危険ごみ〔ｔ/年〕 5.29 6.89 6.55 5.80 6.71

 焼却残渣量〔t/年〕 320.87 307.58 210.63 316.54 308.31

 破砕・選別処理残渣量〔t/年〕 83.02 83.33 58.15 45.27 74.39

 資源不適物〔ｔ/年〕 270.70 140.77 69.97 54.42 66.69

 歌登地区〔t/年〕 15.86 22.69 101.25 62.25 22.05

 直接埋立量〔t/年〕 8.14 2.41 1.44 1.41 1.26

うち危険ごみ〔ｔ/年〕 3.38 2.41 1.44 1.41 1.26

 焼却残渣量〔t/年〕 0.00 0.07 43.11 0.00 0.00

 破砕・選別処理残渣量〔t/年〕 2.77 17.45 49.11 57.40 15.50

 資源不適物〔ｔ/年〕 4.95 2.76 7.59 3.44 5.29

17.3 14.4 12.7 13.5 13.5

18.3 18.0 19.7 18.1 ―

9.7 9.5 9.7 9.5 ―

項　　目

 枝幸町〔t/年〕

 直接埋立量〔t/年〕

 焼却残渣量〔t/年〕

 破砕・選別処理残渣量〔t/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

 最終処分率〔%〕

 全道平均最終処分率〔%〕

 全国平均最終処分率〔%〕
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（３）残余年数＊ 
  埋立目標（終了予定）年度は、枝幸地区で令和 4 年度、歌登地区で令和 24 年度となっていますが

（表 2.1.21）、過去 5 年間の平均において、最終覆土を見込んだ残余年数は、枝幸地区と歌登地区の 2
箇所の最終処分場を合わせ約 27 年（枝幸地区終了後に歌登地区の最終処分場で埋立を行うことを条

件とした場合。）となり令和 27 年度まで埋立が可能と思われます。 
  尚、正確な残余容量の把握を行うために、今後は現地にて測量調査を実施します。 
 
 
 
 

図２．１．20 地区別最終処分量の実績 

図２．１．19 最終処分量の実績 

＊残余年数 
残余年数＝（当該年度末残余容量-最終覆土）／（平均最終処分量／埋立ごみ比重 1.1（即日覆土 10％含む）） 
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７．中間処理におけるエネルギー回収の実績 
  可燃ごみの焼却処理及び生ごみのメタン発酵処理（汚泥再生処理センター）におけるエネルギー回

収量（熱量換算、枝幸町関与分）の実績について表 2.1.24 に示します（試算の詳細は巻末資料参照）。 
  なお、エネルギー回収の内容は以下のとおりですが、正味のエネルギー回収＊とします。 
 

【焼却処理施設】 
・余熱回収（所内の暖房・給湯、所外のロードヒーティング） 

【生ごみメタン発酵施設（汚泥再生処理センター）】 
・メタンガス回収による発電及び熱回収 

 
 
 
 
 
 
 
  汚泥再生処理センターではメタンガス回収が有効なエネルギー回収となっているのに対し、焼却処

理施設では施設規模の制約から発電設備等の有効な熱利用設備が設置できず、エネルギー収支はマイ

ナスとなっています。 
 
８．温室効果ガス排出量の実績 
  ごみの収集運搬から中間処理、最終処分までごみ処理の全過程における温室効果ガス排出量（CO2

換算量）の実績について表 2.1.25 に示します（試算の詳細は巻末資料参照）。 
  なお、温室効果ガス排出量は、組合が行っている中間処理のうちの町関与分に、町が独自で行って

いる収集運搬、中間処理（リサイクルセンター）、最終処分を加えたごみ処理システム全体で試算し

ています。試算方法は、「処理システムの指針」のほか、「環境省、経済産業省：温室効果ガス排出量

算定・報告マニュアル」に準拠しています。 
  試算結果をみると、各年度とも温室効果ガス排出量の約 90％が中間処理過程から排出されている結

果となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．１．24 エネルギー回収（正味）の実績 

表２．１．25 温室効果ガス排出量（CO2 換算量）の実績 

＊エネルギー回収量（正味） 

回収したエネルギー（熱量換算）から当該施設稼動のために投入したエネルギー（熱量換算）を差し引いたもの。 

項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均

 収集運搬過程 （㎏-CO2 /年） 71,179.07 78,350.54 80,466.99 79,864.09 79,367.15 77,845.57

 中間処理過程 （㎏-CO2 /年） 2,149,720.73 2,076,497.06 2,020,168.73 1,853,149.01 1,968,403.29 2,013,587.76

 最終処分過程 （㎏-CO2 /年） 142,008.75 138,490.05 139,484.01 131,378.69 127,065.39 135,685.38

合計 （㎏-CO2 /年） 2,362,908.55 2,293,337.65 2,240,119.73 2,064,391.79 2,174,835.83 2,227,118.71

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均 設計値

 エネルギー回収量（MJ/年） -3,085,754.5 -2,703,797.4 -2,558,611.5 -2,249,651.7 -2,495,811.6 -2,618,725.3 -10,290,881.7

 廃棄物総処理量（ｔ/年） 2,926.0 2,789.0 2,619.0 2,494.0 2,452.0 2,656.0 10,030.0

 廃棄物からのエネルギー回収量
 （総処理量1㌧当り、MJ/ｔ）

 評価指数 （－） 97.2 105.5 104.8 112.1 100.8 104.1 100.0

-1,026.0-984.2-1,054.6 -969.5 -976.9 -902.0 -1,017.9
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９．ごみ処理経費の実績 
  ごみ処理経費の過去の状況を表 2.1.26 及び図 2.1.21 に示します。 
  処理経費は、ごみ処理に要した経費とするため、組合分担金を含んでおり、また、経常経費で評価

するため、建設・改良費は除いて算出しています。なお、汚泥再生処理センターにおける生ごみのメ

タン発酵に係る経費を加算しています。 
  ごみ処理経費の総額は、車両購入時や組合の廃棄物施設の修繕などに伴う負担金の増額、収集運搬

に係る費用の増額によって変動はあるものの、それ以外は、ほぼ一定の費用で推移しています。 
ただし、1 人当りの年間ごみ処理経費では、全道、全国平均を超える極めて高い水準にあります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．１．26 ごみ処理経費の実績 

図２．１．21 ごみ処理経費の実績 

出典：環境省 一般廃棄物実態調査結果 処理状況 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

328,511 347,987 294,824 297,365 302,726

32,245 32,389 10,105 11,414 10,683

84,571 86,575 40,925 51,109 50,966

 収集運搬費〔千円/年〕 2,054 2,301 3,034 1,741 2,240

 中間処理費〔千円/年〕 63,974 62,794 9,074 11,067 8,057

 最終処分費〔千円/年〕 18,543 21,480 28,817 38,301 40,669

0 12,137 13,040 0 0

113,556 119,647 125,800 133,775 134,390

 収集運搬費〔千円/年〕 68,364 73,278 73,278 78,754 78,754

 中間処理費〔千円/年〕 25,426 26,222 26,884 29,670 29,959

 最終処分費〔千円/年〕 19,766 20,147 25,638 25,351 25,677

 その他〔千円/年〕 0 0 0 0 0

98,139 97,239 104,954 101,067 106,200

0 0 0 0 487
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１．循環型社会形成推進基本計画 
  循環型社会形成推進基本計画は、循環型社会形成推進基本法に基づき、循環型社会の形成に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るために定めるものです。 

同法の中で、本計画は概ね 5 年ごとに見直しを行うものとされていることから、環境省では、平成

25 年 5 月に策定された現行計画の見直しを行い、「第 4 次循環型社会形成推進基本計画」が平成 30
年 6 月に策定されました。 

 
    

 内  容 
計画の取組み 【持続可能な社会づくりとの統合的取組】 

 〇誰もが、持続可能な形で資源を利用でき、環境への負荷が地球の環境容量
内に抑制され、健康で安全な生活と豊かな生態系が確保された世界 

〇環境的側面、経済的側面、社会的側面を総合的に向上 
【多種多様な地域循環共生圏形成による地域活性化】 
〇循環資源、再生可能資源、ストック資源を活用し、地域の資源生産性の向
上、生物多様性の確保、低炭素化、地域の活性化等を図る 

〇災害に強い地域でのコンパクトで強靭なまちづくり 
【ライフサイクル全体での徹底的な資源循環】 
 〇第 4 次産業革命により「必要なモノ・サービスを、必要な人に、必要な時

に、必要なだけ提供する」ことで、ライフサイクル全体で徹底的な資源循
環を行う。 

【適正処理のさらなる推進と環境再生】 
 〇廃棄物の適正処理のシステム、体制、技術が適切に整備された社会 
 〇海洋ごみ問題が解決に向かい、不法投棄等の支障除去が着実に進められ、

空き家等の適正な解体、撤去等により地域環境の再生が図られる社会 
 〇東日本大震災の被災地の環境を再生し、未来志向の復興創生 
【万全な災害廃棄物処理体制の構築】 
 〇自治体レベル、地域ブロックレベル、全国レベルで重層的に、平時から廃

棄物処理システムの強靭化を図り、災害時に災害廃棄物等を適正かつ迅速
に処理できる社会 

【適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進】 
 〇適正な国際資源循環体制の構築、我が国の循環産業の国際展開により、資

源効率性が高く、健康で安全な生活と豊かな生態系が確保された世界 

物質フロー指標と

数値目標 

資源生産性    2025 年度目標：約 49 万円/トン（2000年度の約 2倍） 
入口側循環利用率 2025 年度目標：約 18％（2000 年度の約 1.8 倍） 
出口側循環利用率 2025 年度目標：約 47％（2000 年度の約 1.3 倍） 
最終処分場    2025 年度目標：約 13 百万トン（2000 年度から約 77％減） 
食品ロス量    2030 年度目標：家庭系食品ロスは 2000年度の半減 
1 人 1 日当りごみ排出量     2025 年度目標：約 850ｇ/人/日 
1 人 1 日当りの家庭系ごみ排出量 2025 年度目標：約 440ｇ/人/日 
事業系ごみ排出量         2025 年度目標：約 1100万トン 

取組指標 循環型社会ビジネス    2025年度目標：2000 年度の 2倍 
災害廃棄物処理計画の策定 2025年度目標：都道府県 100％、市町村 60％ 
電子マニフェストの普及率 2022年度目標：70％ 
廃棄物の減量化や循環利用、グリーン購入の意識 
             2025年度目標：約 90％ 
具体的な３Ｒ行動の実施率 2025年度目標：2012 年度から約 20％上昇 

 
 

表２．１．27 第 4 次循環型社会形成推進基本計画 

第４節 ごみ処理行政等の動向 



38 

２．廃棄物処理法に基づく基本方針 
  廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 5 条の 2 第 1 項の規定で定められている「廃棄物の減量その

他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的方針」（平成 13 年 5 月

環境省告示第 34 号「以下（国の基本方針）という。」）について、平成 28 年度に変更され、新たに令

和 2 年度の廃棄物の減量化目標が定められました。 
 
    

 内  容 
基本的な方向 【廃棄物の適正処理の基本的な方向】 

 〇循環型社会のさらなる推進及び低炭素社会、自然共生社会との統合にも配
慮した取組の推進 

〇災害廃棄物の分別、選別、再生利用等による減量を図った上で、円滑かつ
迅速な処理の確保 

廃棄物の適正な処

理に関する目標 

一般廃棄物の減量化の目標 2012年度（平成 24 年度）比 
排出量   2020 年度（令和 2 年度）目標：約 12％削減 
再生利用率 2020 年度（令和 2 年度）目標：約 21％から約 27％に増加 
最終処分量 2020 年度（令和 2 年度）目標：約 14％削減 
1 人 1 日当りの家庭系ごみ排出量 令和 2 年度目標：約 500ｇ/人/日 

施策を推進するた

めの基本的事項 

【国民、事業者、地方公共団体及び国の役割】 
〇国民の役割 
・容器包装廃棄物の排出の少ない商品、繰り返し使用できる商品、耐久性に優

れた商品の選択 
・食品ロスの削減に資する購買行動 
・商品の使用に当たって故障時の修理励行等による長期間の使用や、食品の食

べ切り、使い切り、生ごみの水切り等による⼀般廃棄物の排出抑制への取組 
・外食における適量な注文、食べ残しの削減等による事業ごみの排出抑制への

協力 
・市町村による適正な循環的利用に対する取組への協力 
・廃家電、廃自動⾞、使用済み小型家電の各リサイクル法に基づく事業者の措

置への協力等 
〇事業者の役割 
・製造から流通、販売に至るサプライチェーン全体における廃棄物の排出抑制、

再生利用等による減量化の推進 
・物の製造,加工,販売等において、消費実態に合わせた容量の適正化、容器包

装の減量・簡素化、繰り返し使用できる商品、耐久性に優れた商品、再生利
用が容易な商品、適正処理が困難とならない商品、廃棄物を原料とした商品
等の製造・販売、必要な情報提供 等 

〇地方公共団体の役割 
・排出抑制に関する適切な普及啓発、情報提供、環境教育 
・他市町村及び都道府県との連携等による広域的な取組の推進 
・廃棄物処理施設と他のインフラとの連携等の推進 
・一般廃棄物処理事業に係る PFI の活用 
・食品循環資源の再生利用のための民間事業者の活用・育成、市町村自らが行

う再生利用等を⼀般廃棄物処理基本計画に位置付け等 
〇国の役割 
・各種法制度の整備及び適切な運用 
・国民及び事業者の自主的な取組を促進、地方公共団体による取組の支援、関

係主体の連携・協働の促進 
・先進的な事例の情報提供及び普及啓発 
・市町村及び都道府県への技術的及び財政的な支援及び広域的な見地からの調

整 

 
 
 

表２．１．28 廃棄物処理法に基づく国の基本方針 
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 【廃棄物の適正な処理を確保するための必要な体制の確保】 

・収集運搬に関して、環境負荷のより少ない自動車の導入、バイオ燃料の利用
を進める。 

・機物の直接埋立は原則として行わない 
・廃プラスチック類は、排出抑制、再生利用を図った上で、一定以上の熱回収

率を確保しつつ熱回収 
・廃棄物系バイオマスは、地域の特性に応じ、適切な再生利用等を推進 

処理施設整備に関

する基本的な事項 

【一般廃棄物の適正な処理に必要な処理施設の整備】 
・食品廃棄物の再生利用に係る施設については、必要な処理能力を確保できる

よう他市町村、民間廃棄物処理業者とも連携 
・発電施設等の熱回収が可能な焼却施設の導入や高効率化を優先 
・地域ごとに必要となる最終処分場を継続的に確保 
・効率的な廃棄物系バイオマスの利活用 
・焼却施設で回収したエネルギーの地域還元への取組促進 
・ストックマネジメント手法の導入による施設の長寿命化・延命化、循環型社

会のさらなる推進及び低炭素社会、自然共生社会との統合にも配慮した取組
の推進 

非常災害時におけ

る処理、施設整備に

関し必要な事項 

・災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理に必要な施設の整備、人材育成 
・非常災害時における災害廃棄物処理に係る知見、教訓を踏まえた施策 
・大規模災害時には被災しなかった地域を含め、全国一丸となった処理の推進 
・災害対応拠点の視点からの施設整備、関係機関・関係団体との連携体制構築 
・非常災害時にも対応できる強靭な廃棄物処理体制の整備 
・非常災害時に備えた災害廃棄物処理計画の策定 
・地域ブロック単位での廃棄物処理施設の余力等の情報共有、仮置場の確保、
災害廃棄物処理が可能な産業廃棄物処理業者の情報把握 

その他廃棄物の処

理に関し必要な事

項 

・再生品の利用を促進するための技術開発 
・レアメタル回収技術に関する研究 
・エネルギー回収の高効率化、廃棄物系バイオマスの利活用推進のための研究 
・PCB、石綿の無害化、ダイオキシン類等非意図的に発生する化学物質の処理
技術の研究 

・マイバック、マイボトルの持参、適量な購買・注文、食品の食べ切り、使い
切りの呼び掛け、食品の賞味期限等への正しい理解の普及 

・国民、事業者、地方公共団体が自ら行う環境教育、環境学習の推進 
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３．廃棄物処理施設整備計画 
  廃棄物処理施設整備計画は、廃棄物処理施設整備事業の計画的な実施を図るため、廃棄物の処理及

び清掃に関する法律第 5 条の 3 に基づき、5 年ごとに策定されるもので、新たに 2018 年（平成 30
年）度から 2022 年度の 5 ヶ年の廃棄物処理施設整備計画が定められました。 

 
 

 内  容 
基本的理念 （１）基本原則に基づいた３Ｒの推進 

（２）気候変動や災害に対して強靭かつ安全な一般廃棄物処理システムの確保 
（３）地域の自主性及び創意工夫を活かした一般廃棄物処理施設の整備 

廃棄物処理施設整

備事業の実施に関

する重点目標 

・ごみのリサイクル率 ： 21％→27％ 
・一般廃棄物最終処分場の残余年数：2017 年度（平成 29年度）の水準（20 年

分）を維持 
・新規に整備されたごみ焼却施設の発電効率の平均値：19％→ 21％ 
・廃棄物エネルギーを外部に供給している施設の割合：40％→ 46％ 
・省エネ浄化槽の導入による温室効果ガス削減量 ：5万 t-CO2→12万 t-CO2 

廃棄物処理施設整

備及び運営の重点

的、効果的かつ効率

的な実施 

（１）市町村の一般廃棄物処理システムを通じた３Ｒの推進 
・食品ロス削減を含めた２Ｒに関する普及啓発、情報提供及び環境教育・環

境学習等により住民及び関連する事業者の自主的な取組を促進する。 
・分別収集の推進及び一般廃棄物の適正な循環的利用に努めた上で、適正な

中間処理及び最終処分を行う体制を確保する。 
（２）持続可能な適正処理の確保に向けた安定的・効率的な施設整備及び運営 
・廃棄物の広域的な処理や廃棄物処理施設の集約化を図る等、必要な廃棄物

処理施設整備を計画的に進めていく。 
・地方公共団体及び民間事業者との連携による施設能力の有効活用や施設間

の連携、他のインフラとの連携など、地域全体で安定化・効率化を図って
いく。 

（３）廃棄物処理システムにおける気候変動対策の推進 
・よりエネルギー効率の高い施設への更新、小規模の廃棄物処理施設におけ

る効果的なエネルギー回収技術の導入、地域のエネルギーセンターとして
周辺の需要施設や廃棄物収集運搬車両等への廃棄物エネルギーの供給等
に取り組み、地域の低炭素化に努める。 

・施設整備等のできるだけ早い段階から、様々な関係者が連携して、地域に
おける廃棄物エネルギーの利活用に関する計画を策定する。 

（４）廃棄物系バイオマスの利活用の推進 
・民間事業者や他の社会インフラ施設等との連携、他の未利用バイオマスと

の混合処理、メタンを高効率に回収する施設と廃棄物焼却施設との組合せ
によるエネルギー回収等、効率的な廃棄物系バイオマスの利活用を進め
る。 

（５）災害対策の強化 
・災害廃棄物対策計画の策定、災害協定の締結等を含めた関係機関及び関係

団体との連携体制の構築、燃料や資機材等の備蓄、災害時における廃棄物
処理に係る訓練等を通じて、災害時の円滑な廃棄物処理体制を確保する。 

（６）地域に新たな価値を創出する廃棄物処理施設の整備 
・地域の課題解決や地域活性化に貢献するため、廃棄物処理施設で回収した

エネルギーの活用による地域産業の振興、廃棄物発電施設等のネットワー
ク化による廃棄物エネルギーの安定供給及び高付加価値化、災害時の防災
拠点としての活用、循環資源に関わる民間事業者等との連携、環境教育・
環境学習機会の提供等を行う。 

（７）地域住民等の理解と協力の確保 
（８）廃棄物処理施設整備に係る工事の入札及び契約の適正化 

 
 

表２．１．29 廃棄物処理施設整備計画 
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４．北海道循環型社会形成推進基本計画 
  北海道循環型社会形成推進基本計画は、「北海道循環型社会形成の推進に関する条例」に基づき、

北海道が目指す循環型社会の具体的な指針として、平成 22 年 4 月に「北海道循環型社会形成推進基

本計画」を策定し、「3Ｒの推進」、「廃棄物の適正処理の推進」、「バイオマスの利活用の推進」、「リサ

イクル関連産業を中心とした循環型社会ビジネスの振興」を柱とし、北海道が講ずべき施策や、道民、

ＮＰＯ、事業者等に期待される役割等を示しています。平成 26 年度の中間見直しにおいて、令和元

年度を目標年度とした計画として、平成 27 年 3 月に策定されました。 
 
 

 内  容 
計画の目標 〇人々が、できるだけごみを出さない、ものを修理して大切に使うといった環境

に配慮した生活を実践している社会。 
〇企業が、自らの事業活動における廃棄物等の発生を極力抑えるとともに、発生
した廃棄物等については、循環資源として有効に利用され、又は適正に処理さ
れるなど、3R（スリーアール）や適正処理が定着している社会。 

〇家畜ふん尿、生ごみや林地残材などバイオマスの利活用が進むとともに、既存
産業技術基盤の活用などにより、リサイクル関連産業が発展し、循環型社会ビ
ジネス市場が拡大している社会。 

基本的方針 〇廃棄物等の処理に由来する環境負荷をできる限り低減するため、第１に発生抑
制（リデュース）、第 2に再使用（リユース）、第 3 に再生利用（マテリアルリ
サイクル、ケミカルリサイクル）、第 4 に熱回収（サーマルリサイクル）、最後
に適正処分という最優先順位を踏まえること。 

〇循環的な利用（再仕様、再生利用及び熱回収）及び処分に当たっては、環境の
保全上支障が生じないように適正に行うこと。 

〇道民、NPO・NGO 等、事業者、行政の各主体が役割を分担し、それぞれが自主
的に又は互いに連携、協働して取り組みが進められていること。 

指標及び数値目標 【物質フロー指標】 
 2012年度（平成 24年度） 2019年度（令和元年度） 

循環利用率 14.5％ 16％ 

最終処分量 112万トン 86万ﾄﾝ以下約 23％減 

【取組指標及び目標】 
道民 ごみ減量化、再使用、

再利用のための具体

的行動 

2014年度（平成 26年度） 

意識度 94.9％ 

実践度 35.5～78.8％ 

2019年度（令和元年度） 

意識度 95％以上 

実践度 60～80％以上 

事業者 環境管理システムの

認証取得事業所数 

2013年度（平成 25年度） 

651件 

2017年度（平成 29年度）  

780件 

市町村 グリーン購入の全庁

的実施市町村 

2014年度（平成 26年度）  

145市町村 

2019年度（令和元年度） 

すべての市町村が全庁

で実施 

【廃棄物の適正処理の推進】 
 2012年度（平成 24年度） 2019年度（令和元年度） 

一般廃棄物の排出量 201万ﾄﾝ 180万ﾄﾝ 

約 10％削減 

一般廃棄物の1人1日当り排出量 1004ｇ/人・日 940ｇ/人・日 

約 6％削減 

産業廃棄物の排出量 3,875万ﾄﾝ 3,900万ﾄﾝ以下 

一般廃棄物のリサイクル率 23.6％ 30％以上 

産業廃棄物の再生利用率 55.9％ 57％以上 

一般廃棄物の最終処分量 40万ﾄﾝ 29万ﾄﾝ以下 

28％削減 

産業廃棄物の最終処分量 72万ﾄﾝ 57万ﾄﾝ以下 

21％削減 
 

 

表２．１．30 北海道循環型社会形成推進基本計画 
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５．北海道廃棄物処理計画 
  北海道廃棄物処理計画は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、「北海道廃棄物処理計

画」を策定し、廃棄物の排出抑制、適正な循環的利用、適正処分の確保等の取組を進めています。 
2017 年（平成 27 年）3 月には「北海道廃棄物処理計画（第４次）」（以下「道の計画」という。）と

して策定され、廃棄物系バイオマスの地域特性に応じた適切な再生利用や、地球温暖化防止・省エネ

ルギー等にも配慮した廃棄物処理施設の整備に向けた取組等を推進することとしています。 
 
 

 内  容 
適正処理に関する

目標 

【排出抑制】 
 2012年度（平成 24年度） 2019年度（令和元年度） 

一般廃棄物の排出量 2,013千ｔ 1,800千ｔ以下 

約 11％削減 

1人 1日当りのごみ排出量 1,004ｇ/人・日 940ｇ/人・日以下 

1 人 1 日当りの家庭から排出

されるごみの量 

622ｇ/人・日 590ｇ/人・日以下 

産業廃棄物の排出量 38,752千ｔ 39,000千ｔ以下 

【適正な循環的利用】 

 2012年度（平成 24年度） 2019年度（令和元年度） 

一般廃棄物のリサイクル率 23.6％ 30％以上 

産業廃棄物の再生利用率 55.9％ 36％ 

【適正処分の確保】 

 2012年度平成 24年度） 2019年度（令和元年度） 

一般廃棄物の最終処分場 402千ｔ 290千ｔ以下 

約 28％削減 

産業廃棄物の最終処分場 721千ｔ 570千ｔ以下 

約 21％削減 

【バイオマスの利活用】 

 2012年度（平成 24年度） 2019年度（令和元年度） 

廃棄物系バイオマス利活用

率（排出量ベース） 

86％ 88％以上 

 
 

施策展開の基本的

な考え方 

（１）適正な管理 
廃棄物を処理する施設における適正な維持管理等の確保、排出事業者にお
ける廃棄物の排出抑制、適正な循環的利用及び適正処分の確保に向けた取
組の推進により、廃棄物処理に伴う環境負荷を低減させます。 

（２）協働による取組 
道民、事業者及び行政が協働で廃棄物に関する諸問題に取り組み、地域で
相互に連携して的確に行動することにより、廃棄物の排出抑制、適正な循
環的利用や適正処分の確保を図ります。 

（３）透明性の確保 
廃棄物処理に関する様々な情報を提供又は公表するとともに、道民、事業
者及び行政の相互の対話を促進することにより、情報の的確な伝達とそれ
に基づく適正な判断と行動を促し、廃棄物処理に関する透明性、信頼性を
確保します。 

処理に関する方針 【一般廃棄物】 
・ごみの排出抑制、適正な循環的利用、適正処分の確保 
・ごみの広域的な処理 
・効率的なごみ処理事業の運営 
・災害廃棄物対策 
・生活排水対策 
 

 

表２．１．31 北海道廃棄物処理計画 
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１．収集運搬技術 
  収集運搬車両としては、「環境負荷の少ない自動車の導入やバイオマス燃料の利用等を進める（国

の基本方針）。」とあるように、近年では低公害車の導入や、バイオマス燃料を利用した収集運搬車を

導入する自治体もあります。 

   

 

 

 内  容 
低公害車 〇ハイブリット車 

ディーゼル燃料のエンジンと電気モーターを組み合わせたハイブリット車で、
窒素酸化物や粒子状物質の排ガスが従来のディーゼル車に比べ大幅に削減さ
れ、さらに温室効果ガスの発生も削減された車両である。 

〇ＣＮＧ（圧縮天然ガス）車 
圧縮した天然ガスを燃料として使用する車両で、ディーゼル車に比べて排ガス
や温室効果ガスの発生量が少ない車両であり、ランニングコストも安価である
が、車両費は割高となるほか、燃料補給場所の確保が必要である。 
稚内市ではＣＮＧの代替燃料として、バイオマスエネルギー施設にて生ごみや
下水道汚泥から生成したメタンガスを圧縮した燃料を、ＣＮＧ収集運搬車に利
用している。 

〇電動塵芥車 
走行中の車両エンジン発電ユニットで発電し、塵芥作業用の電力を蓄電する方
法であり、エンジンを停止したままで積込、排出作業ができる。 
作業中の排ガスや温室効果ガスの発生量はゼロで騒音・振動も低い。 
ハイブリット車両との組み合わせも可能であるが、車両費は割高である。 

バイオディーゼル

燃料車 

〇バイオディーゼル燃料車 
使用済みのてんぷら油やサラダ油などの食用の植物性油を原料とする燃料で
す。バイオディーゼル燃料は使用される際に二酸化炭素を排出しますが、元と
なる植物が二酸化炭素を吸収するため、新たな二酸化炭素が発生しない（カー
ボン・ニュートラルとよばれています）とされている。 
札幌市や旭川市、北見市では回収した使用済食用油を民間業者へ委託して、バ
イオディーゼル燃料として収集運搬車などで利用している。 

 
 

第５節 ごみ処理技術の動向 

表２．１．32 収集運搬技術 
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２．中間処理技術 
  中間処理技術には、無害化や減容化を目的とした焼却処理、資源化を目的としたリサイクル施設等

があり、地域内で発生するごみを処理するためには、いくつかの中間処理技術を組み合わせて処理方

法を検討する必要があります。  

中間処理技術の目的別分類を表 3.38 に、対象とするごみの種類別分類を表 3.39 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源化 減容化 無害化
熱回収 1.焼却 ◎ ◎

2.ガス化溶融 〇 ◎ ◎
3.焼却+灰溶融 〇 ◎ ◎

リサイクル4.炭化 ◎ 〇
5.固形燃料化 ◎ 〇
6.堆肥化 ◎
7.飼料化 ◎
8.メタン発酵 ◎

破砕選別 〇 ◎
資源選別 ◎

施設区分

9.リサイクル

表２．１．33 中間処理技術の目的別区分 

※◎は主要な目的に該当よるもの。 
※〇は副次的な目的に該当するもの。 
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で

燃
料

費
が

か
さ

む
。

ご
み

の
み

で
溶

融
を

行
う

た
め

、
コ

ー
ク

ス
ベ

ッ
ド

式
に

く
ら

べ
燃

料
費

は
少

な
い

。
ス

ラ
グ

は
資

源
化

可
能

。
安

定
燃

焼
が

容
易

で
な

く
運

転
管

理
が

難
し

い
。

流
動

床
式

焼
却

か
ら

発
展

し
た

技
術

で
あ

り
、

安
定

し
た

ガ
ス

化
が

可
能

。
ス

ラ
グ

は
資

源
化

可
能

。
ガ

ス
化

の
過

程
で

熱
量

を
消

費
す

る
た

め
発

熱
量

の
少

な
い

ご
み

に
は

不
向

き
。

炭
化

炉
の

構
造

が
複

雑
で

、
ト

ラ
ブ

ル
が

多
い

。
ス

ラ
グ

は
資

源
化

可
能

。
こ

こ
数

年
で

メ
ー

カ
ー

が
撤

退
し

て
お

り
新

規
の

納
入

は
難

し
い

。
電

気
抵

抗
に

よ
り

加
熱

し
ス

ラ
グ

を
生

成
す

る
。

ス
ラ

グ
は

資
源

化
可

能
。

灰
溶

融
に

係
る

電
気

料
金

が
高

額
と

な
る

。
プ

ラ
ズ

マ
放

電
に

よ
り

加
熱

し
ス

ラ
グ

を
生

成
す

る
。

ス
ラ

グ
は

資
源

化
可

能
。

灰
溶

融
に

係
る

電
気

料
金

が
高

額
と

な
る

。

②
バ

ー
ナ

ー
式

焼
却

灰
を

バ
ー

ナ
ー

で
加

熱
し

溶
融

す
る

方
式

。
電

気
溶

融
の

よ
う

に
ス

ラ
グ

溜
ま

り
を

持
た

な
い

た
め

、
ス

ラ
グ

の
品

質
が

落
ち

る
。

資
源

化
は

可
能

。

③
テ

ル
ミ

ッ
ト

式
焼

却
灰

に
ア

ル
ミ

粉
を

混
合

し
、

ア
ル

ミ
の

酸
化

加
熱

を
用

い
て

溶
融

す
る

方
式

。
反

応
助

剤
（

酸
化

鉄
、

ア
ル

ミ
粉

）
を

使
用

す
る

必
要

が
あ

る
。

ま
た

、
酸

化
反

応
維

持
の

た
め

バ
ー

ナ
ー

を
使

用
す

る
必

要
が

あ
る

。
設

備
構

造
が

複
雑

か
つ

、
炭

素
分

の
粉

塵
爆

発
に

留
意

す
る

必
要

が
あ

る
。

炭
の

再
利

用
先

確
保

が
容

易
で

は
な

い
。

設
備

構
造

が
複

雑
か

つ
、

炭
素

分
の

粉
塵

爆
発

に
留

意
す

る
必

要
が

あ
る

。
残

渣
の

処
理

は
別

途
必

要
。

炭
の

再
利

用
先

確
保

が
容

易
で

は
な

い
。

①
J-

カ
ト

レ
ル

式
ご

み
に

生
石

灰
を

添
加

し
て

加
熱

脱
水

し
圧

縮
す

る
こ

と
で

成
形

・
固

形
燃

料
化

す
る

方
式

。
過

去
に

爆
発

事
故

を
起

こ
し

て
お

り
、

保
管

サ
イ

ロ
の

発
火

や
可

燃
性

ガ
ス

の
発

生
に

特
に

留
意

す
る

必
要

が
あ

る
。

②
R

M
J 

式
ご

み
を

乾
燥

さ
せ

た
後

に
消

石
灰

を
添

加
し

成
形

・
固

形
燃

料
化

す
る

方
式

。
事

業
を

推
進

し
て

い
た

都
道

府
県

が
相

次
い

で
撤

退
し

て
い

る
。

R
D
F
 製

造
の

高
コ

ス
ト

と
利

用
先

に
課

題
あ

り
。

コ
ン

ク
リ

ー
ト

製
の

ヤ
ー

ド
を

設
置

す
れ

ば
よ

く
、

整
備

コ
ス

ト
は

安
価

。
臭

気
対

策
の

徹
底

が
必

要
で

酸
性

ガ
ス

の
腐

食
対

策
が

必
須

。
撹

拌
等

を
機

械
で

管
理

す
る

こ
と

で
、

安
定

か
つ

効
率

的
な

運
転

が
可

能
。

臭
気

対
策

の
徹

底
が

必
要

で
酸

性
ガ

ス
の

腐
食

対
策

が
必

須
。

飼
料

と
な

り
得

る
生

ご
み

の
品

質
確

保
が

難
し

い
。

主
に

事
業

系
の

ご
み

が
主

体
で

あ
り

、
大

都
市

の
ご

み
処

理
に

は
対

応
困

難
。

下
水

処
理

場
と

の
連

携
等

に
よ

り
効

率
的

な
運

営
が

可
能

。
処

理
対

象
物

は
、

厨
芥

類
に

限
ら

れ
大

都
市

の
ご

み
処

理
に

は
対

応
困

難
。

ご
み

の
選

別
装

置
に

よ
り

、
分

別
区

分
を

大
き

く
変

え
ず

に
導

入
可

能
。

大
都

市
で

の
全

量
対

応
は

困
難

で
、

焼
却

施
設

を
別

途
整

備
す

る
必

要
が

あ
る

。
破

砕
後

に
鉄

・
ｱ
ﾙ

ﾐ・
可

燃
物

・
不

燃
物

に
選

別
し

、
鉄

・
ｱ
ﾙ

ﾐは
資

源
化

可
能

。
粗

大
ご

み
を

処
理

す
る

場
合

、
前

処
理

の
破

砕
設

備
が

必
要

。
受

入
か

ら
保

管
ま

で
行

う
た

め
、

あ
る

程
度

の
建

設
面

積
が

必
要

。
選

別
過

程
で

不
適

物
が

発
生

す
る

た
め

、
可

燃
性

は
焼

却
、

不
燃

性
は

埋
立

で
の

処
分

が
必

要
。

②
乾

式

①
選

別
破

砕

②
資

源
選

別

1
.焼

却

2
.ガ

ス
化

溶
融

3
. 
焼

却
+
灰

溶
融

5
.炭

化

6
.固

形
燃

料
化

7
.堆

肥
化

8
.飼

料
化

①
間

接
加

熱
式

②
直

接
加

熱
式

①
ヤ

ー
ド

式

②
機

械
式

飼
料

化

①
湿

式

①
ス

ト
ー

カ
式

②
流

動
床

式

①
シ

ャ
フ

ト
式

ガ
ス

化
溶

融

②
流

動
床

式
ガ

ス
化

溶
融

③
キ

ル
ン

式
ガ

ス
化

溶
融

①
 電

気
溶

融
式

容
器

包
装

ご
み

や
資

源
ご

み
を

選
別

・
圧

縮
・

梱
包

・
保

管
等

を
行

う
方

式
。

不
燃

ご
み

や
粗

大
ご

み
を

対
象

と
し

破
砕

選
別

す
る

方
式

。

ご
み

を
選

別
後

、
キ

ル
ン

式
の

発
酵

装
置

に
投

入
し

メ
タ

ン
発

酵
さ

せ
メ

タ
ン

を
生

成
す

る
方

式
。

ご
み

を
破

砕
後

に
加

水
し

メ
タ

ン
発

酵
さ

せ
メ

タ
ン

を
生

成
す

る
方

式
。

生
ご

み
等

を
乾

燥
若

し
く

は
発

酵
さ

せ
、

飼
料

化
す

る
も

の
。

キ
ル

ン
式

の
炭

化
炉

で
ご

み
を

炭
化

し
、

炭
化

物
と

ガ
ス

を
後

段
の

溶
融

炉
で

燃
焼

・
溶

融
す

る
方

式
。

低
酸

素
濃

度
下

の
流

動
床

炉
で

ご
み

を
炭

化
さ

せ
、

発
生

し
た

炭
化

物
と

ガ
ス

を
後

段
の

溶
融

炉
に

お
い

て
高

温
で

燃
焼

・
溶

融
す

る
方

式
。

縦
型

炉
に

ご
み

を
充

填
し

下
部

か
ら

純
酸

素
を

吹
き

込
み

高
温

燃
焼

・
溶

融
す

る
方

式
。

加
熱

し
た

コ
ー

ク
ス

を
充

填
し

た
縦

型
炉

に
ご

み
を

投
入

し
・

焼
却

・
溶

融
す

る
方

式
。

攪
拌

装
置

を
備

え
た

容
器

や
プ

ー
ル

等
に

ご
み

を
投

入
し

、
堆

肥
化

す
る

方
式

。

可
燃

ご
み

粗
大

ご
み

△
〇

〇

△
〇

〇

△

ヤ
ー

ド
に

ご
み

を
堆

積
さ

せ
、

送
気

な
ら

び
に

重
機

撹
拌

に
よ

り
堆

肥
化

す
る

方
式

。

ご
み

を
低

酸
素

濃
度

で
燃

焼
さ

せ
る

こ
と

に
よ

り
炭

化
す

る
方

式
。

バ
ー

ナ
ー

等
で

加
熱

し
た

低
酸

素
濃

度
の

空
気

を
送

る
こ

と
に

よ
り

炭
化

す
る

方
式

。

焼
却

灰
を

プ
ラ

ズ
マ

放
電

に
よ

り
加

熱
、

溶
融

す
る

方
式

。

焼
却

灰
を

電
気

抵
抗

の
加

熱
で

溶
融

す
る

方
式

。

加
熱

し
た

砂
に

ご
み

を
投

入
し

焼
却

す
る

方
式

。

ご
み

を
火

格
子

上
で

焼
却

す
る

方
式

。

〇 〇〇
〇〇

〇

〇

〇
〇

〇

〇

プ
ロ

セ
ス

△△
〇

〇

9
.メ

タ
ン

発
酵

1
0
.リ

サ
イ

ク
ル

コ
ー

ク
ス

ベ
ッ

ド
式

酸
素

式

抵
抗

式

プ
ラ

ズ
マ

式

概
要

特
徴

と
課

題
方

式
不

燃
ご

み
資

源
ご

み
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３．最終処分技術 
  最終処分場の種類は、一般廃棄物最終処分場と産業廃棄物最終処分場に分類され、産業廃棄物最終

処分場は、安定した物質を埋め立てる安定型最終処分場、焼却灰・汚泥等を埋め立てる管理型最終処

分場、有害物を埋め立てる遮断型最終処分場の 3 つのタイプに分かれます。一般廃棄物最終処分場

は管理型最終処分場と同一機能を有する施設です。 

  最終処分場の機能としては、①保管・貯留機能、②環境保全機能、③地域還元機能の 3 つがあり、

近年の環境保全の観点や最終処分場の予定地確保の困難性から、環境保全機能と地域還元機能が重要

視されています。 

   

 

   

 処分場の機能

処分場の施設

地下水
汚染防止

公共水
域汚染防止

その他
（大気汚染防止生
活環境保全等）

貯 留 構 造 物 ◎ 〇

地 下 水 集 排 水 施 設 〇

遮 水 工 〇 ◎

雨 水 集 排 水 施 設 〇

浸 出 水 集 排 水 施 設 〇 ◎ ◎

浸 出 水 処 理 施 設 〇 ◎ ◎

埋 立 ガ ス 処 理 施 設 〇 〇

被 覆 施 設 〇 〇 〇 ◎

搬 入 管 理 施 設 ◎ ◎

監視（ﾓﾆﾀﾘﾝｸ ﾞ）施設 ◎ ◎ ◎

管 理 棟 〇

管 理 道 路 〇 〇

そ の 他 （ 洗 車 施 設 ） 〇 〇

埋 立 前 処 理 施 設 〇

搬 入 道 路 〇

飛 散 防 止 施 設 〇

立札、門扉、囲障設備 〇

防 火 設 備 〇

防 災 設 備 ◎

跡 地 利 用
集会場、周辺緑地など

地域還元
機能

◎

保管・
処理機能

環境保全機能

地
域
還
元

施
設

関
連
施
設

管
理
施
設

主
要
施
設

表２．１．35 最終処分場の機能 

※◎は関係が極めて大きいもの。 
※〇は関係があるもの。 
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１．ごみ排出量の評価 
  評価指標（項目）は 1 人 1 日当りのごみ総排出量と 1 人 1 日当りのご生活系ごみ排出量とし、評価

基準は「市町村一般廃棄物処理システム評価支援ツール（以下「評価支援ツール」という。）」の北海

道の類似市町村（産業構造、人口構造類似市町村）における数値とします。評価は、評価基準を 100
とした評価指数で評価します。 

  ごみ総排出量の評価指数は、平均で 75.1 ポイント、生活系のごみ排出量に対する評価指数は、平

均で 74.2 ポイントに留まっており、評価基準を下回る水準となっています。 
今後は、より高い目標に向けて、ごみの削減への取り組みを進めていく必要があります。 

 
 

項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均 評価基準＊

 1人1日当りのごみ総
 排出量（kg/人・日）

 評価指数（－） 66.2 71.4 82.3 78.2 77.6 75.1 100.0

 1人1日当りの生活系
 ごみ排出量（kg/人・日）

 評価指数（－） 61.8 69.3 83.9 78.0 78.0 74.2 100.0

0.7400.931

0.994

1.023 0.967 0.859 0.903 0.903

1.330 1.278 1.217 1.2411.170 1.211

 
 
２．再生利用の評価 
  評価指標は資源回収率（リサイクル率）とし、評価支援ツールの類似市町村の値とします。評価は、

評価基準を 100 とした評価指数で評価します。 
  評価指数は、平均で 110.7 ポイントと評価基準を上回る水準になっています。 
  今後も現在実施している資源ごみの分別収集の徹底に努めるとともに、生ごみの分別による資源化

にも努め、より高い目標へ向け資源化への取り組みを進める必要があります。 
 
 

項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均 評価基準＊

 資源回収率（ｔ/ｔ） 0.270 0.287 0.269 0.256 0.252 0.267 0.241

 評価指数（－） 112.1 119.1 111.6 106.1 104.8 110.7 100.0  
 
３．最終処分の評価 
  評価指標は最終処分率とし、評価基準は評価支援ツールの類似市町村の値とします。評価は、評価

基準を 100 とした評価指数で評価します。 
  評価指数は、平均で 138.3 ポイントと評価基準を大きく上回り、北海道の目標値は既に達成してい

る状況にあります。 
  今後も現在実施しているごみの減量化及び資源化への取り組みに努めるとともに、より高い目標へ

向けて、ごみの減量化対策の推進や資源回収率の向上に向けての取り組みを進めていく必要がありま

す。 

表２．１．36 ごみ排出量の評価 

表２．１．37 資源回収率（リサイクル率）の評価 

第６節 ごみ処理の評価 

＊計画支援ツールの類似市町村の数値 

＊計画支援ツールの類似市町村の数値 
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４．中間処理におけるエネルギー回収の評価 
  評価は、廃棄物（可燃物）からのエネルギー回収量により行いますが、評価指標は可燃ごみ総処理

量 1 トン当りのエネルギー回収量とします。評価基準は、比較対象とすべき基準（類似町村の状況等）

が現時点で得られないため、ここではエネルギー回収に関する施設設計当初の数値とします。評価は、

評価基準を 100 とした評価指数で評価します。 
  過去 5 年間の評価指数は平成 26 年度以降は 100 ポイントを超えており、当初の設計値よりは大幅

に改善されていることがわかります。 
  さらに、ごみ焼却施設でのエネルギー回収の改善を図り、正味のエネルギー回収量をプラスとした

いところですが、施設規模の制約から発電の導入は事実上不可能なことや、熱利用についても冬期に

は暖房、融雪等があるものの年間を通じての有効な利用方法が見出せない現状では、現状以上のエネ

ルギー回収は難しいといわざるをえません。このため、現状レベルのエネルギー回収量（－800MJ/t
程度）の維持を今後の目標とし、可能なかぎりのエネルギー回収を図っていくのが現実的な選択とい

えます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．温室効果ガス排出量の評価 
  評価指標は 1 人 1 日当りの排出量とし、評価基準は令和 2 年度（2020 年度）における国の目標値

（平成 27 年（2015 年）パリ協定に基づく目標値）とします。評価は、評価基準を 100 とした評価指

数で評価します。 
  評価指数は、平成 30 年度時点で-39.3 ポイントと評価基準を大幅に下回っております。 
  温室効果ガス排出量が多い要因としては、高度な中間処理技術の採用により商用電力と化石燃料

（灯油、重油、軽油）の使用量が多くなっていること、中間処理量が多いこと（ごみ排出量が多いこ

とによる）、焼却処理過程においてごみ発電等の有効なエネルギー回収ができないこと等が考えられ

ます。また、容器包装以外の廃プラスチック類を資源化せず焼却対象としていることも影響している

と考えられます。 
   
 

表２．１．39 エネルギー回収の評価 

表２．１．38 最終処分率の評価 

＊計画支援ツールの類似市町村の数値 

区分 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均 設計値

 エネルギー回収量（MJ/年） -3,085,754.5 -2,703,797.4 -2,558,611.5 -2,249,651.7 -2,495,811.6 -2,618,725.3 -10,290,881.7

 廃棄物総処理量（ｔ/年） 2,926.0 2,789.0 2,619.0 2,494.0 2,452.0 2,656.0 10,030.0

 廃棄物からのエネルギー回収量
 （総処理量1㌧当り、MJ/ｔ）

 評価指数 （－） 97.2 105.5 104.8 112.1 100.8 104.1 100.0

-1,026.0-984.2-1,054.6 -969.5 -976.9 -902.0 -1,017.9

項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均 評価基準＊

 最終処分率（ｔ/ｔ） 0.173 0.144 0.127 0.135 0.135 0.143 0.232

 評価指数（－） 125.2 137.8 145.3 141.6 141.7 138.3 100.0
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今後、ごみの減量化や資源化の推進により中間処理量の削減に努めるとともに、中間処理施設の省

エネルギー運転にも可能な限り取り組んでいく必要があります。また、廃プラスチック類のリサイク

ルについても検討していく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．ごみ処理経費の評価 
  評価指標は 1 人当りの年間処理経費とし、評価基準は評価支援ツールの類似市町村の値とします。

評価は、評価基準を 100 とした評価指数で評価します。 
  評価指数は、平均で 13.0 ポイントと低く評価基準値の約 2 倍の費用を負担している状況が伺えま

す。この要因としては、廃棄物処理施設や汚泥再生処理センターでは高度な最新技術が採用され、維

持管理費が高額にならざるをえないことに加え、リサイクルセンターや最終処分場を 2 ヵ所運営して

いることで処理経費の縮減が図りにくい状況にあることがあげられます。 
  したがって、今後とも収集運搬から中間処理、最終処分に至る全ての過程で処理・処分の効率化を

図ることは勿論ですが、将来的には、リサイクルセンターの集約化や最終処分場の集約化等について

も検討していく必要があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７．評価の取りまとめ 
  ここでは、町におけるごみ処理システムの評価結果を「一般廃棄物処理システム比較分析表」とし

てまとめます。 
  「一般廃棄物処理システム比較分析表」は、評価項目と評価指数をレーダーチャートで示し、各評

価項目について評価基準と比較評価した結果を分析欄に記述する形式のもので、「処理システムの指

針」に示されているものです。 
 
 

＊パリ協定目標達成計画のうち 2020 年度目標排出量を 2020 年度の総人口推計値で除したもの。 

表２．１．40 温室効果ガス排出量の評価 

表２．１．41 ごみ処理経費の評価 

＊計画支援ツールの類似市町村の数値 

項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均 評価基準＊

 温室効果ガス排出量 （㎏-CO2 /年） 2,362,908.55 2,293,337.65 2,240,119.73 2,064,391.79 2,174,835.83 2,227,118.71 －

 組合総人口 （人） 8,891 8,587 8,473 8,332 8,177 - －

 1人1日当りの温室効果ガス排出量

 （㎏-CO2 /人・日）

 評価指数 （－） -42.7 -44.0 -40.7 -26.3 -43.0 -38.5 100.0

0.3000.728 0.732 0.722 0.7290.679 0.716

項目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平均 評価基準＊

 1人当りの年間ごみ処
 理経費（円/人・年）

 評価指数（－） 13.3 -3.8 23.7 18.7 12.1 13.0 100.0

38,263 39,655 39,47743,014 21,10939,409 37,221
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【一般廃棄物処理システム比較分析表】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人口：8,293人（平成 31 年 3月末日） 総面積：1,115.93㎢ 

本町構造  都市形態：町村、人口区分：Ⅱ、産業構造 0 Ⅱ次・Ⅲ次人口比率 76.0％、Ⅲ次人口比率 50.5％ 
類似市町村 都市形態：町村、人口区分 町村、産業構造 0 Ⅱ次・Ⅲ次人口比率 80％未満 
      類似市町村数：北海道内 144 町村 

北海道枝幸郡枝幸町 

最終処分率【評価結果】 

〔t/t〕 

生活系ごみ 
排出量 

温室効果 
ガス排出量 

エネルギー 
回収量 

ごみ総排出量 

ごみ処理経費 

資源回収率 

最終処分率 

ごみの総排出量【評価結果】 

〔kg/人・日〕 〔円/人・年〕 

ごみ処理経費【評価結果】 

エネルギー回収量【評価結果】 

〔MJ/ｔ〕 

〔kg/人・日〕 

生活系ごみの排出量【評価結果】 

〔t/t〕 

資源回収率【評価結果】 

図２．１．22 一般廃棄物処理システム比較分析 

〔kg-CO2/人・日〕 

温室効果ガス排出量【評価結果】 
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平均 0.994 0.740 0.241 0.232 -1026.000 0.300 21,109
最大 3.786 2.615 0.807 0.895 - - 48,767
最小 0.403 0.347 0.000 0.020 - - 0
標準偏差 0.421 0.246 0.138 0.175 - - 8,189
枝幸町実績 1.217 0.903 0.252 0.135 -1017.900 0.729 39,655
指数値 77.6 78.0 104.8 141.7 100.8 -43.0 12.1
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 平成 25 年度に策定した「一般廃棄物処理基本計画（以下「現計画」という）」において定めた、ごみ

排出量とリサイクル率、最終処分率の目標値に対し、平成 30 年度の実績値の達成状況について検証を

行った結果、いずれも達成できていない状況にあります。 
このため、目標に対する実績状況を踏まえ、既に記述したごみ処理の実績及び評価を基に「循環型社

会」の構築に向けて今後取り組むべき課題について整理します。 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
１．排出抑制・資源化に係る課題 
（１）排出抑制に係る課題 
  1 人 1 日当りのごみ総排出量は、全道平均に比べ若干高い値で推移していますが、1 人 1 日当りの

生活系ごみ排出量では、全道平均を大きく上回る水準にありますが、平成 30 年度における現計画の

計画値に近い値まで減少していることがわかりますが、国や北海道の実績値には至っていいない状況

が続いています。 
  一方、事業系ごみについては、事業者自らごみの減量化を推進するような事業活動を自主的かつ積

極的に行っていくことが望まれます。 
  このため、組合とも連携し、町民・事業者に対して、ごみの排出抑制について周知徹底していくこ

とが必要となります。 
 
（２）資源化に係る課題 

  リサイクル率は、平成 30 年度における現計画の目標値にはいたっておらず、目標の早期達成のた

めにも、今後とも生ごみの資源化を推進していく必要があります。 
  一方、容器包装等の資源ごみの資源化については、町が事業主体となり地域の特性を踏まえて独自

に取り組んでいるところであり、今後もこの体制を維持していくものとします。 
  ペットボトル以外のプラスチック製容器包装についても比較的早い時期から回収するなど、地域に

おいて先進的な取り組みを行ってきましたが、今も燃やせるごみに多く混入していると思われるプラ

スチック製容器包装ごみなど、資源ごみの分別収集の徹底に努めることが必要となります。 
また、小型家電リサイクルや剪定枝回収の取り組みや紙製容器包装ごみへの取り組みについて、町

民や事業者に対しての周知徹底を図り、さらなる回収を目指す必要があります。 

第７節 ごみ処理の課題の抽出 

表２．１．42 ごみ処理に対する検証 
現計画における

平成30年度計画値

一般廃棄物の排出量 ｔ/年 3,584 3,632

１人１日当りごみ排出量 ｇ/人・日 1,214 1,217

１人１日当り生活系ごみ排出量 ｇ/人・日 888 903

事業系ごみ排出量 ｔ/年 932 857

一般廃棄物のリサイクル率 ％ 35.4 25.2

一般廃棄物の最終処分率 ％ 12.4 13.5

単位 平成30年度実績値区　　分
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２．収集・運搬に係る課題 
  現在、生ごみの収集・運搬は組合が行い、その他のごみについては町が行っていますが、可燃ごみ

に生ごみが混入する状況が見られます。 
この要因のひとつとして考えられるのが、現在使用している生ごみ袋が生分解性の袋であるため、

排出前に分解が進んでしまうこともあり、生ごみを保管することができず、やむを得ず可燃ごみとし

て排出している状況があります。このため、ごみ出しルールの周知徹底に今後とも努めていくととも

に、生ごみ袋の改善についても検討する必要があります。 
 
３．中間処理に係る課題 
（１）焼却処理施設、粗大ごみ処理施設、生ごみ処理施設（メタン発酵処理施設）に係る課題 
  焼却処理施設、粗大ごみ処理施設及び生ごみのメタン発酵処理施設は、資源・エネルギー回収の有

利性や公害防止対策の容易性、建設コスト・維持管理コストにおけるスケールメリット等の面から、

今後とも広域処理体制を維持していく必要があります。 
  現在のところ、各施設とも平成 15 年度から供用開始した施設であり、処理上の支障は生じていま

せんが、今後とも適正な維持管理・補修に努め、施設の延命化と省エネルギー運転に努めていく必要

があります。 
  また、旧焼却施設や旧し尿処理施設などの廃止施設については、安全対策上早期に解体撤去を進め

るため調査検討を行うとともに、解体時期について検討を進める必要があります。 
 
（２）焼却処理におけるエネルギー回収に係る課題 
  ごみ焼却施設でのエネルギー回収の改善を図りたいところですが、施設規模の制約や年間を通じて

の有効な熱利用方法が見出せない状況下では、現状以上のエネルギー回収は難しいといわざるをえま

せん。このため、現状レベルのエネルギー回収量の維持が現実的な選択肢といわざるをえません。 
  ただし、今後、ごみの減量化が進むと処理量 1 トン当りの投入エネルギーは上昇し（スケールメリ

ットの低下）、エネルギー回収量の低下が考えられるので、より効率的な運転方法を検討し、投入エ

ネルギー量を極力抑制していく必要があります。 
 
（３）リサイクルセンターに係る課題 
  現在、リサイクルセンターは、枝幸地区と歌登地区の 2 箇所のリサイクルセンターにて資源化を行

っていますが、「缶・びん・ペットボトル」以外の資源物の集約化は進めてきましたが、全ての資源

物については、施設が老朽化の状況や収集・運搬に係る事項、環境教育の拠点としての役割など、総

合的に判断し、集約化について検討していく必要があります。 
  なお、地域コミュニテイの育成という観点から、今後も町のリサイクル施設における資源化を継続

するものとしていますが、広域化についても将来に向けた課題として、組合構成町村間で協議を進め

ていくことが必要です。 
 
４．最終処分に係る課題 
  最終処分率は、全道平均を上回る水準にありますが、国の平均値や目標値には至っておりません。 
  今後は、国の目標値達成へ向け、さらなるごみ減量化の推進、資源回収率の向上、直接埋立量の削

減等の取り組みを進める必要があります。 
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５．温室効果ガス排出量に係る課題 
  1 人 1 日当りの温室効果ガス排出量は、令和 2 年度における国の目標を大きく上回る低い水準にあ

ります。 
  今後、国の目標に向けて検討すべき課題を以下に整理します。 

① 収集運搬過程では、収集方式、収集頻度、収集ルート等の収集運搬体制の見直しにより効率

化を図り、総トリップ数の削減に取り組む必要があります。 
また、低公害型の収集車両の導入についても引き続き推進していくことが必要です。 

② 中間処理過程では、温室効果ガス発生の大きな要因を占めるプラスチック類の焼却について、

プラスチック製容器包装の資源化の徹底を図るとともに、廃プラスチック類の資源化につい

ても検討する必要があります。また、中間処理施設では、効率的な運転管理に努め、省エネ

ルギー運転を実践していくことも必要です。 
③ 最終処分過程では、生ごみ、木くず、紙くず等の地球温暖化ガスを発生するごみの直接埋立

を今後も行わないことが必要です。 
 
６．ごみ処理経費に係る課題 
  現在、全道平均に比べ極めて高い水準にあります。収集運搬から中間処理、最終処分に至る全ての

過程で処理・処分の効率化を図り、現状以上に経費が高騰しないよう努める必要があります。 

  また、現在一部の資源物について集約化を進めているリサイクル施設に関しては、将来的に在 2 ヵ

所あるリサイクルセンターを１ヶ所にするなどの検討を行う必要があります。 

 
７．事業系一般廃棄物に係る課題 
 ①事業系一般廃棄物の分別に係る課題 
  事業系の一般廃棄物は、行政施設から排出されているごみや一部の事業所から排出されているごみ

が、生活系ごみと合わせて排出されている状況が見られています。 
このため、行政施設や事業者に対して事業系ごみと生活系ごみの区分を徹底するよう指導強化を図

っていく必要があります。 
 ②漁網付着物等に係る課題 

ホタテ漁から排出されるヒトデや魚網付着物残渣は、過去 5 年間平均で 569ｔ/年が排出されてお

り、現在は他市町の民間施設へ運搬して処理を行っています。 

しかし、ヒトデや魚網付着物残渣は、事業系一般廃棄物に区分されることから、管内処理を目指す

ことが望ましく、今後は、有害鳥獣等減量化施設における処理についても検討を行う必要があります。 
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 「第２次 枝幸町まちづくり計画」で示された環境保全に係る基本目標である“豊かな自然と共生す

るまち”を創造していくためには、「循環型社会形成推進基本法」の基本理念である「天然資源の消費

を抑制し、環境への負荷が可能なかぎり低減される循環型社会の実現」に努めなければなりません。 
 そのためには、町民、事業者、町の 3 者がそれぞれの責任と役割を十分に認識し、相互に連携したう

えで、それぞれの立場で環境に配慮した具体的な行動を起こすことが最も重要です。 
 以上を踏まえ、本計画の基本理念を次のように定めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 「第２次 枝幸町まちづくり計画」の環境施策の大綱として、“循環型社会への転換をめざした「3R
の推進や食品ロスの削減」と「ごみの適正な処理処分の推進」”を掲げているほか、持続可能な開発目

標 SDGｓのゴール目標として、「３R による資源循環の推進」や「ごみの減量化の推進」などを掲げて

います。この大綱を踏まえ、本計画の基本方針を定めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊３Ｒ（スリー・アール） 

循環型社会を形成するために必要な取り組みであるリデュース（Reduce、ごみの発生抑制）、リユース（Reuse、
再使用）、リサイクル（Recycle、再資源化）の三つの頭文字「Ｒ」から名付けられた名称。 

【基本理念】 

“豊かな自然と共生するまち”を創造するため、町民、事業者、行政が協働・連携し

て「持続可能な循環型社会」の実現をめざします。 

基本方針２：町民・事業者・行政の協働・連携を構築します。 

 ３Ｒの活動をさらに推進し、環境保全と経済活動が調和した持続可能な循環型社会の実

現を目指すとともに、排出される食品ロスの割合の調査実施や削減に向けて、関係機関と

の協議を進め、食品ロスの削減を目指します。また、現在実施している有料化体制につい

ても排出抑制の意識継続を図るため、現状の体制及び金額を維持します。 

 町民・事業者・行政それぞれの役割と責任を明確にし、互いに協働・連携して行動でき

る仕組みをつくり、わかりやすい目標のもと、ごみの減量化・資源化を積極的に推進しま

す。 

第２節 基本方針 

第２章 ごみ処理基本計画 

第１節 基本理念 

基本方針１：３Ｒ＊のより一層の推進、食費ロスの削減を図るとともに、排出抑制の意

識継続を図るため現状の有料化体制を維持します。 



55 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以上の基本方針を踏まえ、各項目ごとの方針を以下のように設定します。 
 
１．収集・運搬計画 

  収集・運搬に関する基本方針を以下のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針３：広域処理体制を基本とし、環境負荷の少ない適正な処理・処分を推進します。 

 現在の３町１村の広域処理体制を基本として、ごみの適正な処理・処分を推進し、環境

負荷の低減に取り組みます。 

 また、ごみの減量化や資源化の推進により中間処理量の削減に努めるとともに、中間処

理過程での省エネルギー運転を進め、処理に係るエネルギー消費を抑制します。 

基本方針４：美化運動・不法投棄対策を進め、安全できれいなまちづくりを推進します。 

 不法投棄、不法焼却に対する監視・連絡体制を強化し、未然防止、早期対応に努めると

ともに、意識啓発により不法投棄等を許さない環境づくりに努めます。 

基本方針５：循環型社会が実現できるよう環境教育・環境学習の充実を図ります。 

 全ての町民・事業者が環境問題に関する情報を共有し、環境にやさしいライフスタイル

や事業スタイルを実践できるよう、環境教育・環境学習の場と機会を積極的に提供します。 

 また、小中学校における環境教育・環境学習を支援し、次世代の循環型社会の担い手を

育みます。 

基本方針１：排出されたごみを迅速、かつ衛生的に収集・運搬し、清潔な生活環境の

保全に努めます。 

基本方針２：ごみ出しルールの周知徹底に努め、不適正排出者への取組みを強化しま

す。  

 

基本方針３：収集容器（収集袋）の組合統一化を目指し、組合及び各構成町村ととも

に検討を進めます。 

基本方針６：非常災害時は、町の災害廃棄物処理計画に沿った適正処理を行います。 

 非常災害時における廃棄物については、町の災害廃棄物処理計画に準拠した適正処理を

進めるものとします。 
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２．中間処理計画 

  中間処理に関する基本方針を以下のように設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．最終処分計画 

  最終処分に関する基本方針を以下のように設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．目標値の設定 

  現在の基本計画で定めた目標値に対し、平成 30 年度の実績から判断し、今後達成することが難し

い状況であることから、基本方針を踏まえ本計画における目標値を以下のとおり定めるものとします。 

  尚、一般廃棄物の排出量の目標値は、人口の将来予測を見込んだ目標値とします。 
 
 
 

基本方針３：資源化の推進と適正な中間処理により最終処分量の減容化・減量化に努

め、最終処分場の延命化を図ります。 

基本方針２：組合構成町が各々運営・管理する現在の最終処分体制を継続します。 

基本方針１：最終処分率の目標を計画目標年次において 13％以下とします。 

表２．２．１ 本計画における目標値の設定 

基本方針１：資源ごみを除くごみの中間処理は、現状の広域処理体制を維持します。 

基本方針３：今なおごみとして排出されている資源ごみの回収を進めるため、住民・

事業者への周知徹底を図るとともに、紙製容器包装に雑紙を分別区分に

加えて資源化率の向上に努めます。 

基本方針４：周辺環境の保全と安全性・安定性を確保した中間処理を継続するととも

に、効率的・経済的な運営管理体制の整備を図ります。 

基本方針２：資源化できない可燃ごみの全量焼却処理体制を維持します。また、破砕・

選別処理率を上げ、有価物の回収を推進します。 

基本方針５：現在の中間処理施設は計画的な保守・点検と補修整備を励行し、延命化

に努めます。 

一般廃棄物の排出量

１人１日当り生活系ごみ排出量

事業系ごみ排出量

一般廃棄物のリサイクル率

一般廃棄物の最終処分率

平成30年度の実績に対し計画目標年次で10％削減

計画目標年次において30％以上

計画目標年次において排出量に対し13％以下

項　　　目 本計画における目標値

平成30年度の実績に対し20％以上削減

平成30年度の実績に対し計画目標年次で10％削減



57 

 
 
 
 ごみの処理主体は、現状の形態に資源回収する雑紙類と金属類を加えて行うものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．人口の将来予測 

将来人口の推計は、枝幸町の諸計画にも採用している枝幸町人口ビジョンの将来展望結果を採用す

るものとします。 
尚、計画収集人口は、現状どおり、全行政区域内人口とします。 

 
 
 
 
 
 
２．ごみ排出量の将来予測 
  生活系ごみの 1人 1日平均排出量と事業系ごみ排出量の将来予測は、基本方針で定めた目標に順じ、

平成 30 年度の実績に対し計画目標年次で、生活系ごみ及び事業系ごみともに排出量の 10％を削減す

るものとし、合計のごみ排出量で 20％以上の削減を目指します。 
  尚、集団資源回収量は、過去 5 年間の実績より 30ｇ/人・日を見込むものとします。 
   

第４節 ごみの排出量及び処理量の見込み 

第３節 ごみの処理主体 

表２．２．２ ごみの処理主体 

人口の将来予測 
中間目標年次 令和 6 年度 7,487 人 

中間目標年次 令和 11 年度 7,149 人 

計画目標年次 令和 16 年度 6,802 人 

排出抑制 ごみの分別 収集・運搬 中間処理 最終処分

 缶類

 ビン類

 ペットボトル

 発泡・白色トレイ

 プラスチック製容器包装

 紙製容器包装

 古紙類

 雑紙類

 金属類

 小型家電リサイクル品

町（委託）

町（委託）
 不燃ごみ

 粗大ごみ

 資源ごみ

町（委託）

-

 繊維類

ごみの分類

 可燃ごみ

排出者 排出者

組合（直営、一部委託）

 剪定枝

 生ごみ

再商品化業者

町（委託）
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表２．２．３ 人口及びごみ排出量の予測結果 

図２．２．１ 人口及びごみ排出量の予測結果 

※年間排出量〔t/年〕＝1 人 1 日当りの排出量〔g/人・日〕×計画収集人口〔人〕×365 日 

 

生活系ごみ排出量

の将来予測 

中間目標年次 令和 6 年度 2,375ｔ/年 

中間目標年次 令和 11 年度 2,194ｔ/年 

計画目標年次 令和 16 年度 2,018ｔ/年 

事業系ごみ排出量

の将来予測 

中間目標年次 令和 6 年度 825ｔ/年 

中間目標年次 令和 11 年度 798ｔ/年 

計画目標年次 令和 16 年度 771ｔ/年 

行政区域内人口 事業系ごみ 集団資源 ごみ排出量

人口①
1人1日当りの

排出量の目標値②
年間排出量③ 年間排出量④ 回収量⑤ ⑥＝③+④+⑤

平成30年度実績 平成30年度実績

903ｇ/人・日 857ｔ/年

〔人〕 〔g/人・日〕 〔t/年〕 〔t/年〕 〔t/年〕 〔t/年〕 〔％〕

令和元年度 8,027                  897                              2,628               852                              88             3,568                 98.24

令和2年度 7,735                  892                              2,518               846                              85             3,449                 94.97

令和3年度 7,673                  886                              2,481               841                              84             3,406                 93.78

令和4年度 7,611                  881                              2,447               835                              83             3,365                 92.65

令和5年度 7,549                  875                              2,411               830                              83             3,324                 91.53

令和6年度 7,487                  869                              2,375               825                              82             3,282                 90.37

令和7年度 7,425                  864                              2,342               819                              81             3,242                 89.27

令和8年度 7,356                  858                              2,304               814                              81             3,199                 88.08

令和9年度 7,287                  852                              2,266               809                              80             3,155                 86.87

令和10年度 7,218                  847                              2,231               803                              79             3,113                 85.72

令和11年度 7,149                  841                              2,194               798                              78             3,070                 84.53

令和12年度 7,082                  836                              2,161               792                              78             3,031                 83.46

令和13年度 7,012                  830                              2,124               787                              77             2,988                 82.27

令和14年度 6,942                  824                              2,088               782                              76             2,946                 81.12

令和15年度 6,872                  819                              2,054               776                              75             2,905                 79.99

令和16年度 6,802                  813                              2,018               771                              74             2,863                 78.83

平成30年度に対す
る削減率

（H30　3613ｔ/年）
年度

生活系ごみ

852 825 798 771 

2,628 2,375 
2,194 2,018 

88 
82 

78 
74 

8,027 

7,487 
7,149 

6,802 

,

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

0

2,000

4,000

6,000

令和元年度 令和6年度 令和11年度 令和16年度

〔人〕〔t/年〕

集団資源回

収量

生活系ごみ

事業系ごみ

行政区域内

人口
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３．資源化の目標と資源化量・資源回収率（リサイクル率） 
  資源ごみ分別の周知徹底、生ごみの資源化処理、プラスチック製容器包装の資源化の完全実施、破

砕・選別処理による有価物回収の推進により、過去 5 年平均で 25％となっています。 
資源ごみの分別収集については、今なお可燃ごみや不燃ごみの中に多くの資源ごみが混入している

状況が見られることから、更なる分別収集への周知徹底、収集作業における指導強化により、資源物

の回収を目指すものとします。 
  資源ごみの分別収集以外の取組みとしては、使用済小型家電のリサイクル「使用済小型電子機器等

の再資源化の促進に関する法律（以下「小型家電リサイクル法」という）」の実施し、現在回収ボッ

クスを町内数箇所（役場庁舎、歌登総合支社、各小中学校）に設置しているほか、年 3 回対面収集に

より回収を行うものとしています。また繊維リサイクルの取組みについても回収ボックスを町内２箇

所（役場庁舎、歌登総合支社）に設置しているほか、年 3 回対面収集により回収を行うものとして今

後も継続して行う計画とします。 
可燃ごみとして取り扱われていた剪定枝についても有害鳥獣等減量化施設の副資材等に利用する

など、平成 26 年度から資源化への取組みを行っており、今後も剪定枝の資源化を進めていきます。 
なお、不燃ごみとして取り扱われていた鉄くず類の回収については、令和 2 年度より分別区分を資

源ごみの扱いとして、引き続き資源回収を行っていきます。 
このように、今後においても様々な資源化への取り組みを進めるものとし、本計画における資源化

目標としては、基本方針で定めた計画目標年次において 30％以上を目指すものとします。 
   
 
 
 
 
（１）現在行っている資源化量の予測 
 

【集団資源回収の資源化量】 
  集団資源回収は、各自治体へのさらなる協力と周知徹底によって、過去 5 年間のうち最も 1 人 1 日

当り集団回収量が多い実績値である 30ｇ/人・日の回収は可能であると判断し、この数値を用いて将

来予測を行います。 
 

集団回収量＝30ｇ/人・日×行政区域内人口×365 日 
 

【資源ごみ分別収集の資源化量】 
  分別収集で回収した資源ごみに対する資源化率は、過去 5 年間平均で 97％の回収率で推移してい

ます。 
  今後の資源化量の予測としては、今後も分別収集に対する周知徹底、収集作業における指導強化な

どによって現状と同じ 97％で推移することが予想されるため、今後もこの資源化率を維持すること

を目標として定めます。 
 

資源化量＝資源ごみ分別収集量×97％ 

資源化目標値 
資源回収率（リサイクル率）を計画目標年次で 30％以上

の目標とします。 
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【廃棄物処理施設 粗大ごみ破砕金属回収】 
  不燃ごみと粗大ごみは、組合の廃棄物処理施設である粗大ごみ処理施設にて破砕・選別処理を行っ

ています。 
粗大ごみ処理施設へ搬入さるごみ量は、直接埋立ごみと鉄くず回収量を除く不燃ごみと粗大ごみで

あり、今後も同様の搬入形態を維持する計画であるため、不燃ごみと粗大ごみ排出量に対し過去 5 年

間平均値の 94％を処理率として見込むものとします。 
破砕処理後の金属回収の見込み量は、今後も破砕後の選別処理によって回収を進めるため、破砕処

理量に対し過去 5 年間平均値の 19％を今後も見込むものとします。 
  

 

 
【鉄くず回収】 

  不燃ごみから直接回収している鉄くずの回収量は、過去 5 年間の実績より、不燃ごみ量に対して 5％
を見込むものとします。 

  なお、令和 2 年度からは分別区分を資源ごみとして扱うものとします。 
 

 
 
【汚泥再生処理センター 生ごみ堆肥化量】 

  組合の汚泥再生処理センターにおいて生ごみのメタン発酵処理を行う過程で排出される消化汚泥

を堆肥として利用しており、過去 5 年間平均値の生ごみ搬入量に対する資源化率は 16.0％となってい

ます。 
今後も堆肥化として利用していくものとしていますので、生ごみ搬入量に対し 16.0％を見込むもの

とします。 
  

 

 
【小型家電リサイクル量】 

  小型家電リサイクルについては、平成 26 年度から実施しています。 
この小型家電のリサイクル量については、過去 5 年間の平均値より求めた 1 人 1 日当たり排出量を

用いて将来予測を行います。 
 

小型家電回収量＝7.15ｇ/人・日×行政区域内人口×365 日 

 

【剪定枝のリサイクル量】 
  剪定枝のリサイクルについては、平成 26 年度から実施されています。 

この剪定枝のリサイクル量については、過去 4 年間（開始年度は多量排出があり除外した）の平均

値を用いるものとします。 
 

剪定枝回収量＝63ｔ/年（枝幸地区 28ｔ/年、歌登地区 35ｔ/年） 

破砕選別回収量＝（不燃ごみ＋粗大ごみ）×処理率 94％×回収率 19.0％ 

堆肥化量＝生ごみ×16.0％ 

鉄くず回収量＝不燃ごみ×回収率 5.0％ 



61 

（２）新たに進める資源化量の予測 
資源化の新たな取り組みとしては、紙製容器包装廃棄物に雑紙類を加え、資源ごみとして分別収集

品目に追加し回収を目指します。 
 

【紙製容器包装に雑紙類を追加】 
  資源ごみには今なお多くの不適物が含まれている状況であるほか、可燃ごみや不燃ごみにも多くの

資源ごみが含まれている状況が見られます。 
このため、分別収集に対する周知徹底、収集作業における指導強化などにより、更なる資源物の回

収を目指します。 
また、現在可燃ごみとして扱われている雑紙については、紙製容器包装ごみとして分別区分を変

更する方針であるため、雑紙類の資源回収を進めるものとします。 
  なお、追加する雑紙類の回収量は、令和元年度に本町で実施したごみ質調査における雑紙混入率を

目標回収率として定めるものとします。 
   

 
雑紙の回収量＝収集可燃ごみ量×0.86％ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                   
 

表２．２．４ ごみ質調査結果一覧表 

識 別 表 示 重量（ｋｇ） 割合（%）

11.29 0.86

9.10 0.69

10.24 0.78

1.86 0.14

9.88 0.75

18.51 1.41

40.40 3.08

50.34 3.84

燃やせるごみ 1155.94 88.22

燃やせないごみ 2.72 0.21

1310.28 100.00

再商品化義務
対象外の

紙製容器包装

段ボール［マイクロフルートを含む］

紙パック（アルミのないもの）［牛乳・ジュース等］

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

雑がみ

雑がみ

雑がみ（今現在：雑誌・新聞・紙製等に分別されているもの）

その他

                       合　　　　　                       　　計

古紙類

新聞

雑誌

容器包装

紙製

プラ
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（３）合計資源化量の予測 
現在行っている資源化の取り組みによって、資源回収率は 30.0％になる見込みです。各項目別の資

源化量を以下に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．２．５ 資源化目標に基づく資源化量の推計 

図２．２．２ 資源化目標に基づく資源化量の推計 
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 集団資源回収量〔t/年〕 66 62 59 56

 資源ごみ〔t/年〕 560 548 539 527

 小型家電リサイクル〔ｔ/年〕 12 12 11 10

 繊維リサイクル〔ｔ/年〕 5 5 4 4

 剪定枝回収量〔ｔ/年〕 28 28 28 28

 生ごみ資源化量（堆肥）〔t/年〕 36 34 32 30

 破砕有価物回収量〔t/年〕 50 45 42 39

 鉄くず等有価物回収量〔t/年〕 4 4 4 4

198 193 189 182

 集団資源回収量〔t/年〕 22 20 19 18
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 剪定枝回収量〔ｔ/年〕 35 35 35 35

 生ごみ資源化量（堆肥）〔t/年〕 11 10 10 9

 破砕有価物回収量〔t/年〕 13 12 11 10

 鉄くず等有価物回収量〔t/年〕 1 1 1 1
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 生ごみ資源化量（堆肥）〔t/年〕

 破砕有価物回収量〔t/年〕
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 集団資源回収量〔t/年〕

 剪定枝回収量〔ｔ/年〕

 鉄くず等有価物回収量〔t/年〕
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４．減量化・資源化の目標達成後のごみ処理量 
減量化・資源化の目標を達成した場合の可燃ごみ、生ごみ、不燃ごみ、粗大ごみ処理量を生活系ご

みと事業系ごみごとに予測します。 
  予測手法としては、排出量の減量目標値から資源化目標に基づく資源ごみと生ごみの処理量を差引

いた量を可燃ごみ、不燃ごみ、粗大ごみの構成比率より算出します。 
   
 
 
 

表２．２．６ ごみ処理量の推計 

2,628 2,375 2,194 2,018

1,404 1,257 1,161 1,069

173 156 145 133

104 89 82 75

178 162 150 138

769 711 656 603

2,128 1,922 1,776 1,633

 可燃ごみ〔t/年〕 1,187 1,064 983 904

 生ごみ〔t/年〕 120 108 100 92

 不燃ごみ〔t/年〕 86 73 67 62

 粗大ごみ〔t/年〕 147 133 123 113

 資源ごみ〔t/年〕 588 544 503 462

500 453 418 385

 可燃ごみ〔t/年〕 217 193 178 165

 生ごみ〔t/年〕 53 48 45 41

 不燃ごみ〔t/年〕 18 16 15 13

 粗大ごみ〔t/年〕 31 29 27 25

 資源ごみ〔t/年〕 181 167 153 141
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122 119 115 111

17 17 16 16

51 49 48 46

175 169 163 158

746 722 698 675

 可燃ごみ〔t/年〕 410 397 384 371

 生ごみ〔t/年〕 108 105 101 98

 不燃ごみ〔t/年〕 14 14 13 13

 粗大ごみ〔t/年〕 48 46 45 43

 資源ごみ〔t/年〕 166 160 155 150

106 103 100 96

 可燃ごみ〔t/年〕 77 74 72 69

 生ごみ〔t/年〕 14 14 14 13

 不燃ごみ〔t/年〕 3 3 3 3

 粗大ごみ〔t/年〕 3 3 3 3

 資源ごみ〔t/年〕 9 9 8 8

令和
11年度

令和
16年度

令和
元年度

令和
6年度

項　　目

 生活系ごみ量〔t/年〕

 可燃ごみ〔t/年〕

 生ごみ〔t/年〕

 不燃ごみ〔t/年〕

 粗大ごみ〔t/年〕

 資源ごみ〔t/年〕
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 歌登地区〔t/年〕

 事業系ごみ量〔t/年〕

 可燃ごみ〔t/年〕

 生ごみ〔t/年〕

 不燃ごみ〔t/年〕
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 資源ごみ〔t/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕
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 ごみ処理に伴う 1 人 1 日当りの温室効果ガス（CO2換算）排出量は、平成 30 年度実績で 0.729kg-CO2/
人・日であり、2030 年度（令和 12 年度）における国の目標値である 0.300kg-CO2/人・日を大きく超

える高い水準にあります。 
 本計画では、ごみ減量化・資源化の徹底により中間処理量の削減を図ることで温室効果ガス排出量の

削減に努めますが、減量目標としては実現可能なものとして「現状より 25％削減」とします。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

第５節 温室効果ガス削減目標 

温室効果ガス 
削減目標値 

計画目標年次における温室効果ガス（CO2）排出量を 0.729kg-CO2/

人・日（平成 30 年度実績より 25％削減）とします。 

図２．２．３ 温室効果ガスの削減目標 
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0.547 
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0.200

0.400
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 「循環型社会形成推進基本法」では、廃棄物処理やリサイクルの取り組みの優先順位を①排出抑制、

②再使用、③再生利用、④熱回収、⑤適正処分と定めており、ごみの排出抑制は最優先に位置づけられ

ています。 
 ごみの排出を抑制するためには、町民・事業者・行政がそれぞれの役割と責任を認識し、互いに協働

して積極的に取り組んでいく必要があります。 

 以下、町民、事業者、行政（町、組合）のそれぞれが果すべき役割を整理します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．ライフスタイルの転換 
  商品の選択から購入、消費、廃棄に至るまでごみを発生させない、出さないライフスタイルを実践

します。 
① 簡易包装品やリターナブル容器を選択し、過剰包装を求めないよう自粛します。また、買物

袋持参運動（マイバック運動）を実践し、レジ袋や紙袋の使用削減に取り組みます。 
② 可能なかぎり使い捨て商品の購入を避け、リサイクル品やエコマーク認定商品等の環境にや

さしい製品を選択するグリーン購入に努めます。 
③ 料理を工夫し調理くず、食べ残しを削減するエコクッキングの実践や水切りの徹底による生

ごみの減量化に取り組みます。 
④ 物を大切にし、故障や破損した場合は修理して使用するなど、安易に物を廃棄しない生活ス

タイルを心がけます。 
 
２．リサイクル活動への積極的参加 
   行政や各種団体が実施するフリーマーケット、集団回収、不要品交換会等のリサイクル活動に積極

的に参加し、再利用、再資源化に努めます。また、販売店による店頭回収や資源回収に協力します。 

町民の役割 

第６節 ごみの排出の抑制のための方策に関する事項 

図２．２．４ 排出抑制のための町民・事業者・行政の役割分担 

町 
組合 

◆ごみ減量化・資源化の実践 

◆環境学習、環境活動への参加 
◆行政の施策への協力 

◆排出者責任・拡大生産者責任

に基づく事業活動 
◆環境活動への参加、従業員教

育の実施 
◆行政の施策への協力 

◆計画、目標の設定 
◆排出抑制・資源化の仕組みづくり 
◆環境教育・啓発活動の強化 
◆適正処理・処分の推進 

連連連携携携・・・協協協働働働    
体体体制制制ののの構構構築築築    

【事業者の役割】 【町民の役割】 

【町・組合の役割】 

町民 事業者 
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３．行政の施策への協力 

ごみ出しルールの遵守、資源ごみの分別排出の徹底等、行政が実施する減量化・資源化施策に積極

的に協力します。 
  また、行政が主催する環境教育・環境学習の場へ積極的に参加します。 
 
 
 
 
１．製品の製造業者における排出抑制 

① 材料、製造プロセス等を見直し、生産・製造過程で排出される廃棄物の減量化・資源化を図

るとともに、自ら積極的にリサイクル品の利用拡大に努めます。 
② 繰り返し使用できる製品や長寿命製品、詰め替え製品等、廃棄する割合の少ない商品を製造、

販売します。 
③ 拡大生産者責任＊の考え方に則して、製品の回収処理や再資源化に積極的に取り組みます。 

 
２．製品の流通・販売業者における排出抑制 

① 使い捨て製品の販売や過剰包装を自粛し、簡易包装やマイバック運動を推奨します。 

② 店舗におけるリサイクル品の品揃えや展示方法を工夫して、リサイクル品の流通拡大に努め

ます。 

③ 修理可能な製品については修理サービス体制の充実に努めます。 

④ 店頭回収に積極的に取り組み、回収ルートの確保に努めます。 

 

３．事業活動全般での排出抑制 
① 「事業活動に伴って排出されるごみは、事業者自らが処理責任を負う」ということを常に認

識し、行動します。 
② 多量にごみを排出する事業者は、減量化計画を策定し、排出抑制及びリサイクルに努めます。 
③ OA 用紙の資源回収活動に取り組むとともに、IT 化によるペーパーレス化を推進します。 
④ 使い捨て製品の使用を抑制し、再生品の使用等環境への負荷の少ないグリーン製品・サービ

スを選択します。 
⑤ 地域における環境活動に参加するとともに、従業員に対する環境教育を行います。 

 
４．食品廃棄物の排出抑制 

① 食品小売業においては、消費期限前に商品を撤去・廃棄する等の商慣行を見直し、売れ残り

を減らす仕入れの工夫や消費期限が近づいている商品の値引き販売等、食品が廃棄物となら

ないよう販売方法を工夫します。 

 

 

 

 

事業者の役割 

＊拡大生産者責任（Extend Producer Responsibility） 
生産者が、その生産した製品が使用され、廃棄されたあとにおいても、当該製品の適正なリサイクルや処分につい

て一定の責任を負うという考え方。 
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② 外食産業においては、メニュー、盛付けの工夫や食べ残しがなかった場合にメリットを付与

するなどのサービスを通じて、食べ残しの削減に積極的に取り組みます。 

③ 食品小売業や外食産業においては、自らの取り組みを適切に情報提供することにより消費者

の理解の促進に努めます。 

 

 

 

 

１．組合構成町村の施策への協力 

 組合構成町村に対し、ごみの搬入量・ごみ性状、分別状況、ごみ処理施設の管理運営状況等の情報

を提供するとともに、組合構成町村からの施設見学者に対してはごみ減量等の意識啓発を行うなど、

町村の教育・啓発活動に積極的に協力します。 

また、現在各町村毎に定めているごみ袋について、組合での統一化を目指すため、各構成町と協力

して、組合に対し検討会の設置等を要求していきます。 

 

２．ごみの適正処理と処理による資源・エネルギー回収の推進 

  搬入されたごみについて、環境負荷を最小限にした迅速で適正な処理を実施するとともに、焼却の

余熱利用、粗大ごみ処理による金属類の回収、生ごみのメタン発酵によるメタンガスの回収等資源・

エネルギーの回収を推進していきます。 

 

３．廃棄物処理施設の適正な管理・運営 

  南宗谷地域の一般廃棄物処理施設として、廃棄物の受入れ・処理を適正に行うとともに、効率的な

運営と維持管理に努めます。 

 

４．ごみ処理に関する積極的な情報公開 

  組合のホームページを開設し、ごみ処理技術に関する様々な話題を広く発信するとともに、処理経

費や排ガス測定値等の情報公開を行い、地域住民の安全・安心を確保するよう努めます。 

 

 

 

１．ごみ減量化・資源化目標の設定と発信 

  町民、事業者、行政が共通の目標を共有してごみの減量化・資源化に取り組んでいけるよう、わか

りやすい目標を設定し、町民、事業者へ発信します。目標の達成度は、定期的に町民、事業者に公表

します。 

 

２．教育・啓発活動の充実 

① イオス放送やホームページ及び広報誌を活用しての情報掲載、啓発パンフレット等の発行・

配布を通じてごみ処理の現状や３Ｒに関する情報提供・普及活動を積極的に行います。 

② ビデオ教材や副読本等を利用した教育啓発活動、町民出前講座や施設見学会・体験学習等の

イベントの開催等、各種ＰＲ活動を通じて環境学習の充実を図ります。 

町の役割 

組合の役割 



68 

③ 事業系ごみの減量化・資源化を推進するため、事業系ごみ処理ガイドブックの作成・配布を

行います。 

 

３．多量排出事業者への減量化指導の徹底 

  多量排出事業所に対し、排出者責任・拡大排出者責任を明確に示し、自己処理責任の周知徹底を図

るとともに、減量化計画の策定指導を行うなど、計画的な事業系ごみの排出抑制対策を講じます。 

 

４．レジ袋の追放・包装の簡素化の推進 

  レジ袋の使用を抑制するため、買物袋持参運動（マイバック運動）の普及を推進し、町民の意識改

革を図ります。また、事業者と連携し、レジ袋の追放や簡易包装等の取り組みを推進していきます。 
 

５．行政における率先的取組み 

  町も自ら排出抑制とリサイクルに積極的に取り組むとともに、環境への負荷の少ないグリーン製

品・サービスを選択するなど、循環型社会の形成に向けた行動を率先して実行します。 

 

６．フリーマーケット等の情報提供 

  地域におけるリサイクル運動の普及をより一層図るため、フリーマーケット、リサイクルショップ、

修理店、環境配慮型製品等の情報提供を各種広報媒体を使用して行います。 

 

７・ごみ処理有料化の適正化 

  ごみの有料化は排出量に応じた負担の公平化や町民・事業者の意識改革をすすめ、ごみの排出抑制

やリサイクル推進に効果があることから、現在、多くの市町村で導入しているところです。 

  今後とも、町民・事業者の意向、ごみ処理量・ごみ性状の変化、ごみ処理施設の整備や管理運営状

況、社会情勢、周辺自治体の動向等に十分配慮し、適正な料金体系となるよう 5 年毎に検討し、見直

しをしてきます。 

 

８．廃棄物減量化等推進審議会の継続 

  ごみの減量化やリサイクルに対する立場別の課題について理解を深め、課題の解決に向けた連携を

図るため、町民、事業者、学識経験者、行政機関等から構成される「廃棄物減量化等推進審議会」を

継続します。 

   

９．不適正排出者や不適正処理・不法投棄対策の強化 

  野焼きや排ガス処理設備が不十分な小型焼却炉による不適正処理及び不法投棄については監視パ

トロールを行い、地域住民とともに監視・指導体制の強化を図ります。 

 

10．海洋プラスチックごみ対策の強化 

  漁師や釣り客によるごみの海洋投棄や海岸線の道路からのポイ捨てを禁止するため、関係機関への

指導啓発を進めるとともに、地域住民とともに監視・指導体制の強化を図ります。 
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 現状の分別区分は「第３節 ごみ処理の実績」で述べたとおり、本町は「処理システムの指針」の類

型Ⅲを基本としており、引き続き類型Ⅲを維持するものとします（表 2.2.7）。 

 ただし、容器包装以外の廃プラスチック類については、リサイクル率の向上と温室効果ガスの削減の

ため、資源化の実施を検討していきます。 

 なお、直接搬入される事業系ごみについても適正処理の観点から、本分別区分に準じて搬入されるよ

う周知徹底を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．収集・運搬計画 

（１）収集・運搬体制 

【収集エリア】 

  現在の収集エリアは枝幸地区 3 エリア（枝幸市街、目梨泊・問牧、下幌別以南）、歌登地区 2 エリ

ア（歌登西、歌登東）の 5 エリアに区分されています。各エリアでは古くから地域コミュニティが形

成され、様々な活動を行ってきた背景があり、エリア区分の変更は町民の理解が得られにくいと思わ

れます。したがって、今後とも現在のエリア区分を維持しますが、今後の世帯数や収集量の状況によ

っては見直しも検討していきます。 

 

 

表２．２．７ 分別収集区分 

第７節 分別して収集するものとしたごみの種類及び分別の区分 

第８節 ごみの適正な処理及びこれを実施する者に関する基本的事項 

類型Ⅲ  ①-1 アルミ缶・スチール缶

 ①-2 ガラスビン

 ①-3 ペットボトル

 ①-4 発泡・白色トレイ

 ①-5 プラスチック製容器包装

 ①-6 紙製容器包装

 ⑥使用済小型家電

 ⑦剪定枝

 ⑧繊維類

 ⑨可燃ごみ（容器包装以外の廃プラスチック類を含む）

 ⑩不燃ごみ

 ⑪粗大ごみ

 ⑫危険ごみ（電池、蛍光管、カセットボンベ、スプレー缶等）

 ③資源回収する雑紙類

 ⑤資源回収する金属ごみ

分別収集区分

 ①資源回収する容器包装 素材別に排出源で分別。

 ②資源回収する古紙類（新聞、雑誌等）

 ④資源回収する生ごみ
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【収集頻度】 

  収集・運搬は現状どおり、生ごみの収集・運搬は組合が行い、他のごみについては町が行います（表

2.2.8）。 

  収集頻度については、現行水準の維持を基本とし、今後の収集量の推移、周辺町村の動向、町民の

ニーズ等諸条件の変化をみながら随時見直していきます。 

 

【収集方式・収集形態】 

 ・収集方式 

   収集作業の効率性を考慮し、現状どおりステーション方式（集積方式）を基本としますが、ステ

ーションの配置については、今後の世帯数や収集量の推移をみながら見直していきます。 

 

 ・ステーション管理 

   ごみの散乱防止や分別ルールの徹底を図るため、啓発活動やパトロールを強化するとともに、地

域の自治会・町内会とも連携し、ステーションの管理を行っていきます。 

   また、ごみ出しモラルが悪い共同住宅等については、専用ステーションの設置を義務付け、その

管理責任をオーナー、管理者に負わせ、違反者への対応をオーナー、管理者と協議していきます。 

 

 ・収集形態 

   分別の徹底、収集作業の安全性・効率性、町の景観維持、事業系ごみの排除の観点から今後も指

定袋制を継続していきます。 

 

 ・高齢者対策 

   ごみ出しが困難な高齢者や障害者に対しては、大型ごみについて個別収集（ふれあい収集）の導

入を実施しており、今後も継続していきます。 

 

【収集・運搬業者】 

  収集・運搬事業は町が事業主体となる必要性は少なく、民間委託によりコスト縮減が図れます。 

  現在、生ごみを除く生活系ごみの収集・運搬は、町内の許可業者（2 社）への長期継続委託を行っ

ており、収集・運搬業務の他、大型ごみに対応した自主事業も進めていることから、効率的且つ事業

コストに見合う効果が上がっています。 

  許可業者の変更や業者数の増加等、現行体制からの変更は、収集・運搬事業の質の低下やコスト増

を招く恐れがあります。したがって、収集・運搬業者については、分別区分や収集頻度の変更等が必

要となった場合に見直しを行います。 

 

【歌登地区のディスポーザーについて】 

  生ごみディスポーザーの普及は、ごみ収集量・回数の減少による収集・運搬コストの削減や冬期間

のごみ出し労力・収集作業の軽減につながる反面、下水道管渠内での堆積による流下阻害、下水道汚

泥の増加・性状変化による汚泥処理費の増加等の問題も抱えています。 

 したがって、ディスポーザーの普及については、下水道部局と十分に協議・連携して進めていきま

す。 
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（２）収集・運搬量 

  減量化・資源化目標達成後の収集・運搬量の見通しを表 2.2.9 及び図 2.2.5 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２．２．８ 収集・運搬体制 

表２．２．９ ごみ種別収集・運搬量の推計 

令和
元年度

令和
6年度

令和
11年度

令和
16年度

2,355 2,128 1,966 1,808

1,316 1,178 1,088 1,001

173 156 145 133

83 70 64 59

24 22 21 19

759 702 648 596

1,906 1,722 1,591 1,463

 可燃ごみ〔t/年〕 1,117 1,001 925 850

 生ごみ〔t/年〕 120 108 100 92

 不燃ごみ〔t/年〕 69 58 53 49

 粗大ごみ〔t/年〕 19 17 16 15

 資源ごみ〔t/年〕 581 538 497 457

449 406 375 345

 可燃ごみ〔t/年〕 199 177 163 151

 生ごみ〔t/年〕 53 48 45 41

 不燃ごみ〔t/年〕 14 12 11 10

 粗大ごみ〔t/年〕 5 5 5 4

 資源ごみ〔t/年〕 178 164 151 139

 資源ごみ〔t/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕

 可燃ごみ〔t/年〕

 生ごみ〔t/年〕

 不燃ごみ〔t/年〕

 粗大ごみ〔t/年〕

項　　目

 枝幸町〔t/年〕

分類 収集頻度 収集方式 収集・運搬

 空缶・空びん

 ペットボトル

 発泡スチロール
 白色トレイ

 白地に黒字の指定袋、大型の発泡はひも縛り

 プラスチッック製

 容器包装

 紙製容器包装  黄緑色の指定袋

 紙パック  専用ボックス（ひも縛り）

 ダンボール  ひも縛り

 資源回収する古紙類 1回／週

 資源回収する雑紙類 1回／週

 資源回収する生ごみ 2回／週  委託（組合）

 資源回収する金属類 3回／年・随時  特に指定無し。回収BOXでは随時回収

 使用済小型家電 3回／年・随時  特に指定無し。25ｃｍ×15ｃｍ以下の小型家電は回収BOXで随時回収

 繊維類 3回／年・随時  特に指定無し。回収BOXでは随時回収

 剪定枝 4回／年 　ひも縛り

 可燃ごみ 1～2回／週

 不燃ごみ 1回／週～2回／月

 粗大ごみ 6回／年

 危険ごみ 6回／年

 ごみシール貼り

 白地に赤字の指定袋

 紙製容器包装と同じ袋

 委託

 委託

収集形態

 資源回収する容器包装 1～2回／週、1回／月

ステーション

 リサイクルネット

 ピンク色の指定袋

 ひも縛り

 組合の指定袋

 黄色の指定袋

 青色の指定袋
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図２．２．５ ごみ種別収集・運搬量の推計 
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（３）特別管理一般廃棄物の取扱い 

  「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法、廃棄物処理法）」では、爆発性、毒性、感染性及

びその他の人の健康、または生活環境に悪影響を及ぼす恐れがある廃棄物として、以下のものが特別

管理一般廃棄物に指定されています。 
 

■ 廃家電製品に含まれるＰＣＢを使用した部品 
■ 廃棄物焼却炉の集じん灰 
■ 感染性一般廃棄物 

 
  このうち、集じん灰と感染性一般廃棄物については、組合の焼却処理システムでの対応が可能なた

め、組合の処理施設で処理することにしますが、PCB 使用部品については、組合の処理システムでは

技術的に対応が不可能なため、従来どおり、排出事業者と製造業者が回収・処理をすることとし、広

報誌、パンフレット等の広報媒体を通じて周知徹底を図ります。 
 
（４）適正処理困難物 
  町及び組合では処理ができない適正処理困難物（表 2.2.10）については、製造業者、販売店、専門

の処理業者・リサイクル業者の引き取りを依頼するよう指導し、収集・運搬対象から除外します。 
  また、廃家電＊（ブラウン管テレビ、液晶・プラズマテレビ、エアコン、洗濯機、冷蔵庫・冷凍庫、

衣類乾燥機）及びパソコン用 CRT モニターについては、それぞれ関係リサイクル法に基づくリサイ

クルルートの活用を指導します。 
  なお、町及び組合が処理できない適正処理困難物や廃家電類がごみステーションに排出されないよ

う、排出ルールの周知徹底を図っていきます。 
 
 
 
 

 

 

 

表２．２．10 適正処理困難物 

廃自動車・自動車部品、バイク、ガスボンベ、薬剤（農薬、除草剤が残っているもの）、液体

類（オイル、ガソリン、灯油、軽油等）、劇薬、火薬、廃タイヤ、バッテリー、漁網、農業用資

材、ドラム缶、農業用機械類、漁業用機械類、ピアノ、廃船（アルミ製、木製、ＦＲＰ製）、流

木、塗料（塗料及び塗料が残っているもの缶）、その他収集運搬上支障があるもの

適正処理困難物
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２．中間処理計画 

（１）中間処理の方法 
  組合が行う焼却処理、破砕・選別、メタン発酵処理と町が行う資源ごみの資源化処理から構成され

る現状の中間処理システムを継続し、ごみの適正処理を推進します。 
  また、平成 25 年度からエゾシカなどの有害鳥獣を対象とした減量化処理施設も本格稼動し、地域

で発生する有害鳥獣の処理を開始しています。 
  ごみの分別区分ごとの処理・処分システムについて、「処理システムの指針」に示されている「適

正な循環的利用及び適正処分の方法」としてまとめます（表 2.2.11）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 焼却処理：生活系・事業系の可燃ごみ、生活系・事業系の可燃性粗大ごみ、生活系の不

燃性粗大ごみ中の可燃分、中間処理残渣 
■ 破砕・選別処理：生活系・事業系の不燃ごみ、生活系の不燃性粗大ごみ 
■ メタン発酵処理：生活系・事業系の生ごみ 
■ 資源化処理：生活系の資源ごみ（アルミ缶・スチール缶、ガラスビン、ペットボトル、

発泡スチロール・白色トレイ、プラスチック製容器包装、紙製容器包装、

古紙類、雑紙類、金属類） 
■ 有害鳥獣等減量化施設：エゾシカなどの有害鳥獣 

中間処理対象物 
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表２．２．11 適正な循環的利用及び適正処分の方法 

①-1

ー

①-2

ガラスビン

①-3

ペットボトル

①-4

発泡・白色トレイ

①-5

①-6

○除去した異物は町の最終処分場で適正処分

○除去した異物は町の最終処分場で適正処分

・組合が運営

 生ごみ

○再生した堆肥の適正利用

○除去した異物は町の最終処分場で適正処分

○上記以外の危険ごみは、町の最終処分場で
適正処分

⑧剪定枝

・町が運営 ○チップ化し有害鳥獣等減量化施設で副資材と
して利用

・排出源で分別し年4回の収集により集める。

⑦繊維類

・町が運営 ○資源化業者にて引取りしほぼ全量を再生利
用・排出源で分別し、町内の回収BOXにて回収または、年2

回の収集により集める。

分別収集区分 適正な循環的利用・適正処分の方法

①資源回収
する容 器包
装

・町が運営
○アルミ・スチール缶の回収業者への売却によ
る再生利用ア ル ミ 缶 ・ ス

チール缶
・素材別に排出源で分別するか、一部の区分について混合
収集し、収集後に選別する。

・リサイクルセンターにおいて異物の除去、種類別の選別を
行い、種類に応じて圧縮または梱包を行う。

○容器包装リサイクル協会の引き取りによる再
商品化

○除去した異物は焼却又は町の最終処分場で
適正処分プラス チッ ク製

容器包装

紙製容器包装

②資源回収する古紙類の資源
ごみ

・町が運営
○回収業者への売却による再生利用

・排出源で分別し、行政回収により集め、異物除去及び必
要に応じて梱包し、売却する。

④資源回収する生ごみ

・排出源で分別する

・メタンガスの回収と堆肥製造を
目的としたメタン発酵処理方式
（バイオガス化）

○回収したメタンガスによる発電・燃料としての
利用

○除去した異物は組合の焼却処理施設で適正
処理

⑥使用済小型家電

・町が運営 ○資源化業者にて引取りしほぼ全量を再生利
用・排出源で分別し、町内の回収BOXにて回収または、年2

回の収集により集める。

⑨可燃ごみ（容器包装以外の
廃プラスチック類含む）

・排出源で分別する
焼却灰

・ 町の 最終 処分 場で
適正処分

○熱エネルギー利用（余熱回収）を基本とする。
エネルギー利用は温水による熱供給とする。

・組合が運営

・ストーカ式による従来型
の焼却方式

ばいじん
・薬剤により安定化処
理 し、 町の 最終 処分
場で処分

⑩不燃ごみ

・排出源で分別する

・破砕処理後の金属類の回収、
可燃性残渣の選別、かさばるも
のの減容処理

⑪粗大ごみ

・排出源で分別する

・破砕処理後の金属類の回収、
可燃性残渣の選別、かさばるも
のの減容処理

○破砕シュレッターの金属類は、回収業者への
売却による再生利用・組合が運営

⑫危険ごみ

・町が運営

○破砕シュレッターの金属類は、回収業者への
売却による再生利用・組合が運営

・破砕・選別方式
○処理残渣は、焼却処理施設または町の最終
処分場で適正処分

○金属等の回収業者への売却による再生利用
・排出源で分別し、行政回収により集め、金属類を回収し、
売却する。

・破砕・選別方式
○処理残渣は、焼却処理施設または町の最終
処分場で適正処分

⑫その他有害鳥獣
○減量処理物は、焼却処理施設または町の最
終処分場で適正処分

・好気性発酵処理による減量化
を行う。

・町が運営

・枝幸式発酵減量法

○インゴットは回収業者へ売却による再生利用

・付着した汚れの洗浄が困難なものについて、容器包装に
係る分別収集の対象からの適切な除去を図る。

○電池及び蛍光管は、資源化業者にて引渡し
による再利用

・排出源で分別し、年6回の収集により集める。

③資源回収する雑紙類の資源
ごみ

・町が運営
○回収業者への売却による再生利用

・排出源で分別し、行政回収により集め、異物除去及び必
要に応じて梱包し、売却する。

⑤資源回収する金属類の資源
ごみ

・町が運営
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（２）中間処理量 
  減量化・資源化目標達成後の焼却処理量、破砕・選別処理量、メタン発酵処理量（生ごみ処理量）、

資源化量の見通しを表 2.2.12～2.2.14 及び図 2.2.6～2.2.8 に示します。 
 
【焼却処理量】 
 焼却対象ごみ（可燃ごみ、可燃性粗大ごみ、破砕・選別処理から回収される可燃分、中間処理残渣）

の全量焼却体制を維持する計画とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※焼却処理量には汚泥再生センターからのし渣（し尿の前処理残渣）は含まれていません。 

表２．２．12 焼却処理量の推計 

図２．２．６ 焼却処理量の推計 

令和
元年度

令和
6年度

令和
11年度

令和
16年度

 枝幸町〔t/年〕 2,164 1,961 1,819 1,684

1,891 1,728 1,617 1,509

177 161 150 140

11 10 10 9

20 19 17 16

 資源ごみ（分別不適物）焼却量〔t/年〕 65 43 25 10

1,818 1,652 1,536 1,424

 直接焼却量〔t/年〕 1,597 1,461 1,367 1,275

 破砕選別後焼却量〔t/年〕 149 135 126 118

 生ごみ処理後焼却量〔t/年〕 9 8 8 7

 資源化処理後焼却量〔t/年〕 20 19 17 16

 資源ごみ（分別不適物）焼却量〔t/年〕 43 29 18 8

346 309 283 260

 直接焼却量〔t/年〕 294 267 250 234

 破砕選別後焼却量〔t/年〕 28 26 24 22

 生ごみ処理後焼却量〔t/年〕 2 2 2 2

 資源化処理後焼却量〔t/年〕 0 0 0 0

 資源ごみ（分別不適物）焼却量〔t/年〕 22 14 7 2

 焼却残渣量〔t/年〕 277 251 233 216

項　　目

 直接焼却量〔t/年〕

 資源化処理後焼却量〔t/年〕

 生ごみ処理後焼却量〔t/年〕

 破砕選別後焼却量〔t/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕
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【破砕・選別処理量】 
  不燃ごみ、不燃性粗大ごみの破砕・選別処理を継続し、鉄類・アルミ等の有価物を回収します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．２．７ 破砕・選別処理量、処理率の推計 

表２．２．13 破砕・選別処理量の推計 

令和
元年度

令和
6年度

令和
11年度

令和
16年度

350 317 296 275

121 106 98 91

229 211 198 184

295 266 248 231

 不燃ごみ排出量〔t/年〕 100 87 80 75

 粗大ごみ排出量〔t/年〕 195 179 168 156

55 51 48 44

 不燃ごみ排出量〔t/年〕 21 19 18 16

 粗大ごみ排出量〔t/年〕 34 32 30 28

 破砕処理後量〔ｔ/年〕 329 298 278 259

 破砕不燃物残渣（埋立） 89 80 75 70

 破砕可燃物（焼却） 177 161 150 140

 破砕有価物（資源） 63 57 53 49

 枝幸地区〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕

 枝幸町〔t/年〕

 不燃ごみ排出量〔t/年〕

 粗大ごみ排出量〔t/年〕

項　　目
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【メタン発酵処理量（生ごみ処理量）】 
  生ごみ分別の周知徹底を図り、生ごみ回収率（総排出量に対する生ごみ回収量の割合）を上げてい

く計画とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表２．２．14 メタン発酵処理量（生ごみ処理量）の推計 

図２．２．８ メタン発酵処理量（生ごみ処理量）の推計 

令和
元年度

令和
6年度

令和
11年度

令和
16年度

295 275 260 244

 枝幸地区〔t/年〕 228 213 201 190

 歌登地区〔t/年〕 67 62 59 54

8.5 8.6 8.7 8.7

 メタン発酵処理後量〔ｔ/年〕 295 275 260 244

 堆肥化量〔ｔ/年〕 47 44 42 39

 残渣処理量〔ｔ/年〕 11 10 10 9

 減容化量〔ｔ/年〕 237 221 208 196

 生ごみ回収率〔%〕

 枝幸町〔t/年〕
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【資源化処理量】 
  資源化施設へ搬入される量を表 2.2.15 に示します。 

尚、分別収集の周知徹底を図り、資源物や容器包装廃棄物の回収率を上げていく計画とします。 
 
 

 

 

表２．２．15 資源化施設搬入量の推計 

令和
元年度

令和
6年度

令和
11年度

令和
16年度

枝幸地区 無色ガラス容器 27 26 26 25

資源ごみ〔ｔ/年〕 茶色ガラス容器 33 32 31 30

その他ガラス容器 18 17 17 17

ペットボトル 40 38 38 37

紙製容器包装 26 34 33 32

プラスチック製容器包装 52 50 49 48

発泡・白色トレイ 4 4 4 4

スチール製容器包装 33 31 31 30

アルミニウム製容器包装 18 17 17 16

紙パック 2 2 2 2

段ボール 159 154 151 148

新聞紙 78 76 74 73

雑誌 66 63 62 61

その他（乾電池・蛍光管　） 4 4 4 4

計 560 548 539 527

歌登地区 無色ガラス容器 6 6 6 6

資源ごみ〔ｔ/年〕 茶色ガラス容器 8 8 8 7

その他ガラス容器 4 4 4 4

ペットボトル 7 7 7 7

紙製容器包装 5 7 6 6

プラスチック製容器包装 9 9 9 8

発泡・白色トレイ 2 2 2 2

スチール製容器包装 4 4 4 3

アルミニウム製容器包装 6 6 6 6

紙パック 1 1 1 1

段ボール 18 18 17 17

新聞紙 21 20 20 19

雑誌 15 14 14 14

その他（乾電池・蛍光管　） 1 1 1 1

計 107 107 105 101

合計 無色ガラス容器 33 32 32 31

資源ごみ〔ｔ/年〕 茶色ガラス容器 41 40 39 37

その他ガラス容器 22 21 21 21

ペットボトル 47 45 45 44

紙製容器包装 31 41 39 38

プラスチック製容器包装 61 59 58 56

発泡・白色トレイ 6 6 6 6

スチール製容器包装 37 35 35 33

アルミニウム製容器包装 24 23 23 22

紙パック 3 3 3 3

段ボール 177 172 168 165

新聞紙 99 96 94 92

雑誌 81 77 76 75

その他（乾電池・蛍光管　） 5 5 5 5

計 667 655 644 628
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３．最終処分計画 

（１）最終処分の方法 
  最終処分の方法は、現状どおり町の 2 ヵ所の最終処分場で埋立処分とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）最終処分量 
  最終処分量の見通しを表 2.2.16 及び図 2.2.9 に示します。 
  減量化・資源化が目標達成されると、計画目標年次の最終処分率は、本計画の目標値の 15％以下を

達成し、11.3％となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表２．２．16 最終処分量の推計 

■ 焼却残渣（焼却灰、集じん灰） 
■ 破砕・選別処理残渣 
■ 粗大ごみ処理施設等に搬入されない処理困難物等（直接埋立物） 
■ 併せ産業廃棄物 

埋立対象物 

令和
元年度

令和
6年度

令和
11年度

令和
16年度

485 420 368 319

16 19 18 16

うち危険ごみ〔ｔ/年〕 (8) (9) (9) (8) 

277 251 233 216

89 80 75 70

103 70 42 17

408 353 312 270

 直接埋立量〔t/年〕 14 16 15 13

うち危険ごみ〔ｔ/年〕 (6) (6) (6) (5) 

 焼却残渣量〔t/年〕 233 211 197 183

 破砕・選別残渣量〔t/年〕 75 67 63 59

 資源不適物〔ｔ/年〕 86 59 37 15

77 67 56 49

 直接埋立量〔t/年〕 2 3 3 3

うち危険ごみ〔ｔ/年〕 (2) (3) (3) (3) 

 焼却残渣量〔t/年〕 44 40 36 33

 破砕・選別残渣量〔t/年〕 14 13 12 11

 資源不適物〔ｔ/年〕 17 11 5 2

13.9 13.1 12.3 11.4

項　　目

 枝幸町〔t/年〕

 直接埋立量〔t/年〕

 焼却残渣量〔t/年〕

 破砕・選別処理残渣量〔t/年〕

 資源不適物〔ｔ/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕

 最終処分率〔%〕
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図２．２．９ 最終処分量の推計 
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 計画目標年次におけるごみ処理フロー図を図 2.2.10 に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※単位：ｔ／年  

 
 
 
 
 

図２．２．10 計画目標年次におけるごみ処理フロー 

第９節 計画目標年次におけるごみ処理フロー 
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表２．２．17 ごみ処理量の実績と見通し表（枝幸町） 

 平成26年度  平成27年度  平成28年度  平成29年度  平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

行政区域内人口 8,891 8,587 8,473 8,332 8,177 8,027 7,735 7,673 7,611 7,549 7,487 7,425 7,356 7,287 7,218 7,149 7,082 7,012 6,942 6,872 6,802

集団回収量〔ｔ/年〕 79.98 100.67 89.77 61.04 78.95 88 85 84 83 83 82 81 81 80 79 78 78 77 76 75 74

 合計1人1日当りの排出量〔g/人・日〕 1,305 1,246 1,138 1,194 1,190 1,188 1,192 1,186 1,181 1,176 1,171 1,166 1,161 1,156 1,152 1,147 1,142 1,137 1,132 1,127 1,122

 生活系1人1日当りの排出量〔g/人・日〕 1,023 967 856 905 903 897 892 886 881 875 869 864 858 852 847 841 836 830 824 819 813

 排出量合計〔t/年〕 4,235.35 3,906.02 3,528.47 3,631.95 3,552.84 3,480 3,364 3,322 3,282 3,241 3,200 3,161 3,118 3,075 3,034 2,992 2,953 2,911 2,870 2,830 2,789

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 2,155.11 2,028.91 1,985.25 2,032.95 2,040.89 1,891 1,819 1,794 1,772 1,752 1,728 1,706 1,684 1,664 1,641 1,617 1,598 1,575 1,553 1,531 1,509

生ごみ 〔ｔ/年〕 350.66 337.90 312.47 316.22 284.14 295 287 284 282 278 275 273 269 267 263 260 256 253 249 247 244

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 162.44 143.97 128.60 121.69 116.78 121 112 111 109 108 106 105 104 101 99 98 97 96 95 92 91

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 252.32 303.24 194.15 246.09 262.03 229 220 219 216 212 211 209 206 202 201 198 194 190 189 187 184

資源ごみ 〔ｔ/年〕 1,314.82 1,092.00 908.00 915.00 849.00 944 926 914 903 891 880 868 855 841 830 819 808 797 784 773 761

生活系ごみ合計〔t/年〕 3,319.43 3,032.03 2,655.71 2,752.83 2,695.92 2,628 2,518 2,481 2,447 2,411 2,375 2,342 2,304 2,266 2,231 2,194 2,161 2,124 2,088 2,054 2,018

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 1,694.73 1,545.47 1,470.10 1,503.32 1,511.04 1,404 1,334 1,313 1,295 1,277 1,257 1,238 1,219 1,201 1,182 1,161 1,144 1,125 1,106 1,087 1,069

生ごみ 〔ｔ/年〕 232.72 219.06 170.11 173.80 169.91 173 166 163 162 159 156 155 152 150 147 145 143 140 137 136 133

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 140.07 127.13 107.53 107.15 101.86 104 95 94 92 91 89 88 87 85 83 82 81 80 79 76 75

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 185.91 253.37 153.97 190.56 208.11 178 170 169 166 163 162 160 157 154 153 150 147 143 142 141 138

資源ごみ 〔ｔ/年〕 1,066.00 887.00 754.00 778.00 705.00 769 753 742 732 721 711 701 689 676 666 656 646 636 624 614 603

収集ごみ〔t/年〕 3,060.85 2,669.10 2,395.58 2,461.83 2,369.08 2,355 2,256 2,223 2,193 2,160 2,128 2,098 2,064 2,030 1,999 1,966 1,936 1,903 1,871 1,841 1,808

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 1,597.51 1,454.79 1,375.62 1,413.95 1,400.19 1,316 1,249 1,230 1,213 1,196 1,178 1,160 1,142 1,125 1,108 1,088 1,072 1,054 1,037 1,019 1,001

生ごみ 〔ｔ/年〕 232.72 219.06 170.11 173.80 169.91 173 166 163 162 159 156 155 152 150 147 145 143 140 137 136 133

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 126.44 97.20 82.78 82.45 77.58 83 75 74 72 71 70 69 68 66 65 64 63 62 61 60 59

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 49.18 25.05 23.07 22.63 24.40 24 23 23 23 22 22 22 22 21 21 21 20 19 19 19 19

資源ごみ 〔ｔ/年〕 1,055.00 873.00 744.00 769.00 697.00 759 743 733 723 712 702 692 680 668 658 648 638 628 617 607 596

直接搬入ごみ〔t/年〕 258.58 362.93 260.13 291.00 326.84 273 262 258 254 251 247 244 240 236 232 228 225 221 217 213 210

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 97.22 90.68 94.48 89.37 110.85 88 85 83 82 81 79 78 77 76 74 73 72 71 69 68 68

生ごみ 〔ｔ/年〕 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 13.63 29.93 24.75 24.70 24.28 21 20 20 20 20 19 19 19 19 18 18 18 18 18 16 16

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 136.73 228.32 130.90 167.93 183.71 154 147 146 143 141 140 138 135 133 132 129 127 124 123 122 119

資源ごみ 〔ｔ/年〕 11.00 14.00 10.00 9.00 8.00 10 10 9 9 9 9 9 9 8 8 8 8 8 7 7 7

事業系ごみ合計〔t/年〕 915.92 873.99 872.76 879.12 856.92 852 846 841 835 830 825 819 814 809 803 798 792 787 782 776 771

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 460.38 483.44 515.15 529.63 529.85 487 485 481 477 475 471 468 465 463 459 456 454 450 447 444 440

生ごみ 〔ｔ/年〕 117.94 118.84 142.36 142.42 114.23 122 121 121 120 119 119 118 117 117 116 115 113 113 112 111 111

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 22.37 16.84 21.07 14.54 14.92 17 17 17 17 17 17 17 17 16 16 16 16 16 16 16 16

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 66.41 49.87 40.18 55.53 53.92 51 50 50 50 49 49 49 49 48 48 48 47 47 47 46 46

資源ごみ 〔ｔ/年〕 248.82 205.00 154.00 137.00 144.00 175 173 172 171 170 169 167 166 165 164 163 162 161 160 159 158

焼却処理量〔ｔ/年〕 2,501.63 2,353.94 2,248.02 2,325.13 2,328.30 2,164 2,078 2,046 2,018 1,992 1,961 1,934 1,906 1,878 1,849 1,819 1,793 1,764 1,737 1,709 1,684

直接焼却量 2,155.11 2,028.91 1,985.25 2,032.95 2,040.89 1,891 1,819 1,794 1,772 1,752 1,728 1,706 1,684 1,664 1,641 1,617 1,598 1,575 1,553 1,531 1,509

破砕可燃物量 192.46 253.27 147.30 179.49 200.96 177 169 167 165 163 161 159 158 154 152 150 148 145 144 141 140

資源化残渣量 15.39 24.18 22.95 20.91 21.58 20 20 19 19 19 19 18 18 18 17 17 17 17 16 16 16

生ごみ処理残渣量 13.70 14.30 12.20 11.50 7.70 11 11 11 10 10 10 10 10 10 10 10 9 9 9 9 9

資源ごみ（分別不適物）焼却処理 64.08 30.19 57.57 57.23 47.06 65 59 55 52 48 43 41 36 32 29 25 21 18 15 12 10

実績補正値（可燃ごみとの差異） 60.89 3.09 22.75 23.05 10.11

破砕処理量〔ｔ/年〕 355.25 428.05 310.56 347.16 362.85 329 312 310 306 301 298 295 291 285 282 278 274 269 267 262 259

破砕可燃物量 192.46 253.27 147.30 179.49 200.96 177 169 167 165 163 161 159 158 154 152 150 148 145 144 141 140

破砕不燃物量 85.79 100.78 107.26 102.67 89.89 89 84 84 83 81 80 80 78 77 76 75 74 73 72 71 70

破砕有価物回収量（鉄・アルミ） 77.00 74.00 56.00 65.00 72.00 63 59 59 58 57 57 56 55 54 54 53 52 51 51 50 49

生ごみ処理量〔ｔ/年〕 350.66 337.90 312.47 316.22 284.14 295 287 284 282 278 275 273 269 267 263 260 256 253 249 247 244

生ごみ 350.66 337.90 312.47 316.22 284.14 295 287 284 282 278 275 273 269 267 263 260 256 253 249 247 244

堆肥化量 31.00 66.00 74.00 32.00 46.00 47 46 45 45 44 44 44 43 43 42 42 41 40 40 40 39

処理残渣量（焼却処理） 13.70 14.30 12.20 11.50 7.70 11 11 11 10 10 10 10 10 10 10 10 9 9 9 9 9

減溶化量 305.96 257.60 226.27 272.72 230.44 237 230 228 227 224 221 219 216 214 211 208 206 204 200 198 196

資源化処理量〔ｔ/年〕 1,314.82 1,092.00 908.00 915.00 849.00 944 921 909 898 886 875 863 850 836 825 814 803 792 779 768 756

資源ごみ量（容器包装ごみ、資源ごみ） 748.90 750.39 690.40 674.04 653.62 667 660 659 656 655 655 651 650 648 647 644 643 641 638 634 628

無色ガラス容器 36.51 38.67 34.50 34.08 31.77 33 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32 32 31 31

茶色ガラス容器 47.29 50.82 40.84 39.82 38.65 41 40 40 40 40 40 39 39 39 39 39 39 39 39 39 37

その他ガラス容器 25.85 25.59 22.47 22.58 22.14 22 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21

ペットボトル 49.33 47.21 48.42 48.88 49.46 47 45 45 45 45 45 45 45 45 45 45 44 44 44 44 44

紙製容器包装 6.90 39.54 32.57 30.57 27.80 31 42 42 41 41 41 41 40 39 39 39 39 39 38 38 38

プラスチック製容器包装 69.26 69.48 64.29 61.52 58.77 61 60 59 59 59 59 59 59 59 59 58 58 58 58 58 56

発泡・白色トレイ 7.69 10.37 3.79 6.20 7.91 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

スチール製容器包装 46.78 39.45 37.85 37.22 35.78 37 36 36 36 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 34 33

アルミニウム製容器包装 27.69 27.21 24.66 24.48 23.43 24 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 22 22

紙パック 1.87 1.54 0.62 1.63 1.54 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

段ボール 194.48 188.28 186.26 178.32 182.24 177 173 173 172 172 172 170 170 169 169 168 168 167 167 166 165

新聞紙 133.72 113.73 102.94 104.76 93.13 99 96 96 96 96 96 95 95 95 95 94 94 93 92 92 92

雑誌 90.98 93.01 87.02 79.32 76.36 81 78 78 77 77 77 77 77 77 76 76 76 76 75 75 75

その他（乾電池・蛍光管　） 10.55 5.49 4.17 4.66 4.64 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

小型家電リサイクル 24.26 30.78 18.40 15.09 22.48 21 20 20 20 20 20 19 19 19 19 19 18 18 18 18 18

繊維リサイクル 1.32 7.60 10.75 3.74 2.17 5 5 5 5 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4

剪定枝回収量 185.22 105.33 30.37 86.13 30.11 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63

処理残渣量（焼灼処理） 15.39 24.18 22.95 20.91 21.58 20 20 19 19 19 19 18 18 18 17 17 17 17 16 16 16

資源ごみ（分別不適物）焼却処理 64.08 30.19 57.57 57.23 47.06 65 59 55 52 48 43 41 36 32 29 25 21 18 15 12 10

資源ごみ（分別不適物）埋立処分 275.65 143.53 77.56 57.86 71.98 103 94 88 83 76 70 66 59 51 46 42 37 31 25 21 17

最終処分量〔ｔ/年〕 734.83 563.91 447.61 491.74 480.65 485 464 454 444 431 420 413 400 387 377 368 358 347 337 328 319

直接埋立量（不適物） 52.52 11.95 9.05 14.67 10.47 16 20 20 19 19 19 19 19 18 18 18 17 17 17 17 16

うち危険ごみ (8.67) (9.3) (7.99) (7.21) (7.97) (8) (10) (10) (9) (9) (9) (9) (9) (9) (9) (9) (9) (9) (9) (9) (8)

破砕選別処理残渣量 85.79 100.78 107.26 102.67 89.89 89 84 84 83 81 80 80 78 77 76 75 74 73 72 71 70

焼却残渣量 320.87 307.65 253.74 316.54 308.31 277 266 262 259 255 251 248 244 241 237 233 230 226 223 219 216

資源ごみ（分別不適物）埋立処分 275.65 143.53 77.56 57.86 71.98 103 94 88 83 76 70 66 59 51 46 42 37 31 25 21 17

最終処分率 17.3% 14.4% 12.7% 13.5% 13.5% 13.9% 13.8% 13.7% 13.5% 13.3% 13.1% 13.1% 12.8% 12.6% 12.4% 12.3% 12.1% 11.9% 11.7% 11.6% 11.4%

資源化量〔ｔ/年〕 1,154.67 1,141.98 972.83 942.99 910.82 959 943 940 935 932 931 924 921 917 913 908 904 899 895 889 880

集団回収量 79.98 100.67 89.77 61.04 78.95 88 85 84 83 83 82 81 81 80 79 78 78 77 76 75 74

資源ごみ量（容器包装ごみ、資源ごみ） 748.90 750.39 690.40 674.04 653.62 667 660 659 656 655 655 651 650 648 647 644 643 641 638 634 628

小型家電リサイクル 24.26 30.78 18.40 15.09 22.48 21 20 20 20 20 20 19 19 19 19 19 18 18 18 18 18

繊維リサイクル 1.32 7.60 10.75 3.74 2.17 5 5 5 5 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4

剪定枝回収量 185.22 105.33 30.37 86.13 30.11 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63 63

堆肥化量 31.00 66.00 74.00 32.00 46.00 47 46 45 45 44 44 44 43 43 42 42 41 40 40 40 39

破砕有価物回収量（鉄・アルミ） 77.00 74.00 56.00 65.00 72.00 63 59 59 58 57 57 56 55 54 54 53 52 51 51 50 49

鉄くず等有価物回収量 6.99 7.21 3.14 5.95 5.49 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

資源化率 26.76% 28.50% 26.89% 25.53% 25.08% 26.9% 27.3% 27.6% 27.8% 28.0% 28.4% 28.5% 28.8% 29.1% 29.3% 29.6% 29.8% 30.1% 30.4% 30.6% 30.7%

項　　目

実績 予測
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表２．２．18 ごみ処理量の実績と見通し表（枝幸地区） 

 平成26年度  平成27年度  平成28年度  平成29年度  平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

行政区域内人口 6,993 6,807 6,734 6,626 6,542 6,453 6,219 6,169 6,119 6,069 6,019 5,970 5,915 5,860 5,805 5,750 5,694 5,638 5,582 5,526 5,470

集団回収量〔ｔ/年〕 36.97 71.24 89.62 56.88 54.71 66 64 63 63 63 62 61 61 60 60 59 59 58 57 57 56

 合計1人1日当りの排出量〔g/人・日〕 1,336 1,308 1,186 1,233 1,251 1,220 1,224 1,219 1,214 1,208 1,203 1,199 1,194 1,188 1,184 1,179 1,175 1,170 1,165 1,160 1,154

 生活系1人1日当りの排出量〔g/人・日〕 1,025 997 880 915 936 903 898 892 887 881 875 870 864 857 852 846 842 835 829 824 818

 排出量合計〔t/年〕 3,409.40 3,248.87 2,923.80 2,982.44 2,988.18 2,874 2,778 2,744 2,712 2,677 2,644 2,613 2,577 2,542 2,509 2,474 2,442 2,408 2,374 2,342 2,308

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 1,823.34 1,709.16 1,655.42 1,722.92 1,745.92 1,597 1,536 1,516 1,498 1,480 1,461 1,442 1,423 1,405 1,387 1,367 1,349 1,330 1,310 1,293 1,275

生ごみ 〔ｔ/年〕 264.20 257.65 242.88 245.42 221.63 228 222 220 218 215 213 211 208 207 204 201 199 197 194 192 190

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 129.49 122.62 102.90 101.27 97.08 100 92 91 90 89 87 86 85 83 81 80 79 78 78 76 75

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 217.55 261.44 162.60 206.83 220.55 195 187 186 184 180 179 178 175 171 170 168 165 162 161 159 156

資源ごみ 〔ｔ/年〕 974.82 898.00 760.00 706.00 703.00 754 741 731 722 713 704 696 686 676 667 658 650 641 631 622 612

生活系ごみ合計〔t/年〕 2,614.99 2,476.46 2,167.74 2,211.71 2,233.93 2,128 2,038 2,008 1,981 1,951 1,922 1,896 1,865 1,834 1,806 1,776 1,749 1,719 1,690 1,663 1,633

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 1,440.14 1,300.56 1,219.67 1,276.99 1,299.16 1,187 1,128 1,111 1,096 1,080 1,064 1,048 1,032 1,015 1,000 983 967 951 934 919 904

生ごみ 〔ｔ/年〕 163.44 155.59 117.34 118.13 117.94 120 115 113 112 110 108 107 105 104 102 100 99 97 95 94 92

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 117.28 105.78 88.17 87.05 82.42 86 78 77 76 75 73 72 71 70 68 67 66 65 65 63 62

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 157.13 212.53 127.56 152.54 167.41 147 140 139 137 134 133 132 129 126 125 123 121 118 117 116 113

資源ごみ 〔ｔ/年〕 737.00 702.00 615.00 577.00 567.00 588 577 568 560 552 544 537 528 519 511 503 496 488 479 471 462

収集ごみ〔t/年〕 2,393.89 2,185.08 1,973.08 1,976.67 1,961.64 1,906 1,826 1,799 1,775 1,748 1,722 1,698 1,671 1,643 1,618 1,591 1,567 1,540 1,514 1,490 1,463

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 1,354.22 1,234.31 1,161.12 1,201.43 1,202.39 1,117 1,061 1,045 1,031 1,016 1,001 986 971 955 941 925 910 895 879 865 850

生ごみ 〔ｔ/年〕 163.44 155.59 117.34 118.13 117.94 120 115 113 112 110 108 107 105 104 102 100 99 97 95 94 92

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 105.77 82.77 68.49 67.46 62.29 69 62 61 60 59 58 57 56 55 54 53 52 51 51 50 49

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 40.46 21.41 18.13 17.65 17.02 19 18 18 18 17 17 17 17 16 16 16 16 15 15 15 15

資源ごみ 〔ｔ/年〕 730.00 691.00 608.00 572.00 562.00 581 570 562 554 546 538 531 522 513 505 497 490 482 474 466 457

直接搬入ごみ〔t/年〕 221.10 291.38 194.66 235.04 272.29 222 212 209 206 203 200 198 194 191 188 185 182 179 176 173 170

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 85.92 66.25 58.55 75.56 96.77 70 67 66 65 64 63 62 61 60 59 58 57 56 55 54 54

生ごみ 〔ｔ/年〕 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 11.51 23.01 19.68 19.59 20.13 17 16 16 16 16 15 15 15 15 14 14 14 14 14 13 13

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 116.67 191.12 109.43 134.89 150.39 128 122 121 119 117 116 115 112 110 109 107 105 103 102 101 98

資源ごみ 〔ｔ/年〕 7.00 11.00 7.00 5.00 5.00 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 5 5 5

事業系ごみ合計〔t/年〕 794.41 772.41 756.06 770.73 754.25 746 740 736 731 726 722 717 712 708 703 698 693 689 684 679 675

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 383.20 408.60 435.75 445.93 446.76 410 408 405 402 400 397 394 391 390 387 384 382 379 376 374 371

生ごみ 〔ｔ/年〕 100.76 102.06 125.54 127.29 103.69 108 107 107 106 105 105 104 103 103 102 101 100 100 99 98 98

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 12.21 16.84 14.73 14.22 14.66 14 14 14 14 14 14 14 14 13 13 13 13 13 13 13 13

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 60.42 48.91 35.04 54.29 53.14 48 47 47 47 46 46 46 46 45 45 45 44 44 44 43 43

資源ごみ 〔ｔ/年〕 237.82 196.00 145.00 129.00 136.00 166 164 163 162 161 160 159 158 157 156 155 154 153 152 151 150

焼却処理量〔ｔ/年〕 2,107.23 1,975.29 1,877.24 1,969.58 1,970.82 1,818 1,747 1,721 1,699 1,677 1,652 1,631 1,607 1,583 1,561 1,536 1,513 1,490 1,466 1,444 1,424

直接焼却量 1,823.34 1,709.16 1,655.42 1,722.92 1,745.92 1,597 1,536 1,516 1,498 1,480 1,461 1,442 1,423 1,405 1,387 1,367 1,349 1,330 1,310 1,293 1,275

破砕可燃物量 159.27 216.83 118.77 149.45 166.88 149 142 140 139 137 135 134 133 129 128 126 124 122 121 118 118

資源化残渣量 15.39 24.18 22.95 20.91 21.58 20 20 19 19 19 19 18 18 18 17 17 17 17 16 16 16

生ごみ処理残渣量 10.30 10.92 9.47 8.92 6.02 9 9 9 8 8 8 8 8 8 8 8 7 7 7 7 7

資源ごみ（分別不適物）焼却処理 57.27 21.37 54.05 49.30 43.34 43 40 37 35 33 29 29 25 23 21 18 16 14 12 10 8

実績補正値（可燃ごみとの差異） 41.66 -7.17 16.58 18.08 -12.92

破砕処理量〔ｔ/年〕 306.38 363.66 222.86 248.81 301.38 274 260 258 255 251 247 246 243 237 234 231 227 224 221 218 216

破砕可燃物量 159.27 216.83 118.77 149.45 166.88 149 142 140 139 137 135 134 133 129 128 126 124 122 121 118 118

破砕不燃物量 83.02 83.33 58.15 45.27 74.39 75 71 71 70 68 67 67 66 65 64 63 62 61 60 60 59

破砕有価物回収量（鉄・アルミ） 64.09 63.50 45.94 54.09 60.11 50 47 47 46 46 45 45 44 43 42 42 41 41 40 40 39

生ごみ処理量〔ｔ/年〕 264.20 257.65 242.88 245.42 221.63 228 222 220 218 215 213 211 208 207 204 201 199 197 194 192 190

生ごみ 264.20 257.65 242.88 245.42 221.63 228 222 220 218 215 213 211 208 207 204 201 199 197 194 192 190

堆肥化量 18.00 18.00 17.00 17.00 16.00 36 36 35 35 34 34 34 33 33 33 32 32 32 31 31 30

処理残渣量（焼却処理） 10.30 10.90 9.50 8.90 6.00 9 9 9 8 8 8 8 8 8 8 8 7 7 7 7 7

減溶化量 235.90 228.75 216.38 219.52 199.63 183 177 176 175 173 171 169 167 166 163 161 160 158 156 154 153

資源化処理量〔ｔ/年〕 974.82 898.00 760.00 706.00 703.00 754 737 727 718 709 700 692 682 672 663 654 646 637 627 618 608

資源ごみ量（容器包装ごみ、資源ごみ） 605.51 612.81 571.92 560.91 542.71 560 553 552 549 548 548 545 545 543 542 539 538 537 534 530 527

無色ガラス容器 28.45 31.20 27.47 27.46 25.37 27 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26 26 25 25

茶色ガラス容器 36.12 40.94 31.57 30.99 30.31 33 32 32 32 32 32 31 31 31 31 31 31 31 31 31 30

その他ガラス容器 20.73 20.48 17.54 17.88 17.38 18 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17

ペットボトル 41.09 39.27 40.66 40.98 41.29 40 38 38 38 38 38 38 38 38 38 38 37 37 37 37 37

紙製容器包装 5.52 32.69 26.64 25.10 23.30 26 35 35 34 34 34 34 34 33 33 33 33 33 32 32 32

プラスチック製容器包装 56.41 56.97 53.95 52.19 49.88 52 51 50 50 50 50 50 50 50 50 49 49 49 49 49 48

発泡・白色トレイ 4.32 4.15 2.95 5.33 5.86 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

スチール製容器包装 39.77 33.83 33.81 33.55 32.15 33 32 32 32 31 31 31 31 31 31 31 31 31 31 30 30

アルミニウム製容器包装 21.53 18.44 18.23 18.07 17.31 18 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17 16 16

紙パック 1.70 1.37 0.62 1.47 1.34 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

段ボール 169.76 166.44 165.82 158.60 162.03 159 155 155 154 154 154 153 153 152 152 151 151 150 150 149 148

新聞紙 98.47 87.60 79.72 81.26 72.39 78 76 76 76 76 76 75 75 75 75 74 74 74 73 73 73

雑誌 75.04 75.33 69.18 63.76 60.22 66 64 64 63 63 63 63 63 63 62 62 62 62 61 61 61

その他（乾電池・蛍光管　） 6.60 4.10 3.76 4.27 3.88 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

小型家電リサイクル 12.17 14.66 14.25 11.10 11.68 12 12 12 12 12 12 11 11 11 11 11 10 10 10 10 10

繊維リサイクル 1.32 7.60 10.75 3.74 2.17 5 5 5 5 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4

剪定枝回収量 12.46 76.61 16.11 5.62 14.83 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28

処理残渣量（焼灼処理） 15.39 24.18 22.95 20.91 21.58 20 20 19 19 19 19 18 18 18 17 17 17 17 16 16 16

資源ごみ（分別不適物）焼却処理 57.27 21.37 54.05 49.30 43.34 43 40 37 35 33 29 29 25 23 21 18 16 14 12 10 8

資源ごみ（分別不適物）埋立処分 270.70 140.77 69.97 54.42 66.69 86 79 74 70 64 59 56 50 44 40 37 33 27 23 20 15

最終処分量〔ｔ/年〕 718.97 541.22 346.36 429.49 458.60 408 391 382 374 363 353 348 338 327 319 312 303 293 285 279 270

直接埋立量（不適物） 44.38 9.54 7.61 13.26 9.21 14 17 17 16 16 16 16 16 15 15 15 14 14 14 14 13

うち危険ごみ (5.29) (6.89) (6.55) (5.8) (6.71) (6) (7) (7) (6) (6) (6) (6) (6) (6) (6) (6) (6) (6) (6) (6) (5)

破砕選別処理残渣量 83.02 83.33 58.15 45.27 74.39 75 71 71 70 68 67 67 66 65 64 63 62 61 60 60 59

焼却残渣量 320.87 307.58 210.63 316.54 308.31 233 224 220 218 215 211 209 206 203 200 197 194 191 188 185 183

資源ごみ（分別不適物）埋立処分 270.70 140.77 69.97 54.42 66.69 86 79 74 70 64 59 56 50 44 40 37 33 27 23 20 15

最終処分率 21.1% 16.7% 11.8% 14.4% 15.3% 14.2% 14.1% 13.9% 13.8% 13.6% 13.4% 13.3% 13.1% 12.9% 12.7% 12.6% 12.4% 12.2% 12.0% 11.9% 11.7%

資源化量〔ｔ/年〕 757.51 871.63 768.73 715.29 707.70 761 749 746 742 740 738 733 731 727 724 719 716 714 708 704 698

集団回収量 36.97 71.24 89.62 56.88 54.71 66 64 63 63 63 62 61 61 60 60 59 59 58 57 57 56

資源ごみ量（容器包装ごみ、資源ごみ） 605.51 612.81 571.92 560.91 542.71 560 553 552 549 548 548 545 545 543 542 539 538 537 534 530 527

小型家電リサイクル 12.17 14.66 14.25 11.10 11.68 12 12 12 12 12 12 11 11 11 11 11 10 10 10 10 10

繊維リサイクル 1.32 7.60 10.75 3.74 2.17 5 5 5 5 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4

剪定枝回収量 12.46 76.61 16.11 5.62 14.83 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28 28

堆肥化量 18.00 18.00 17.00 17.00 16.00 36 36 35 35 34 34 34 33 33 33 32 32 32 31 31 30

破砕有価物回収量（鉄・アルミ） 64.09 63.50 45.94 54.09 60.11 50 47 47 46 46 45 45 44 43 42 42 41 41 40 40 39

鉄くず等有価物回収量 6.99 7.21 3.14 5.95 5.49 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

資源化率 21.98% 26.25% 25.51% 23.53% 23.26% 25.9% 26.4% 26.6% 26.7% 27.0% 27.3% 27.4% 27.7% 27.9% 28.2% 28.4% 28.6% 29.0% 29.1% 29.3% 29.5%

項　　目

実績 予測

処
理
処
分
量



85 

 
 
 

表２．２．19 ごみ処理量の実績と見通し表（歌登地区） 

 平成26年度  平成27年度  平成28年度  平成29年度  平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

行政区域内人口 1,898 1,780 1,739 1,704 1,635 1,574 1,516 1,504 1,492 1,480 1,468 1,455 1,441 1,427 1,413 1,399 1,388 1,374 1,360 1,346 1,332

集団回収量〔ｔ/年〕 43.01 29.43 0.15 4.16 24.24 22 21 21 20 20 20 20 20 20 19 19 19 19 19 18 18

 合計1人1日当りの排出量〔g/人・日〕 1,192 1,011 950 1,044 946 1,055 1,059 1,053 1,047 1,044 1,038 1,032 1,029 1,023 1,018 1,014 1,009 1,002 999 992 988

 生活系1人1日当りの排出量〔g/人・日〕 1,017 855 767 870 774 870 867 862 856 852 845 840 835 829 824 819 813 808 802 796 792

 排出量合計〔t/年〕 825.95 657.15 604.67 649.51 564.66 606 586 578 570 564 556 548 541 533 525 518 511 503 496 488 481

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 331.77 319.75 329.83 310.03 294.97 294 283 278 274 272 267 264 261 259 254 250 249 245 243 238 234

生ごみ 〔ｔ/年〕 86.46 80.25 69.59 70.80 62.51 67 65 64 64 63 62 62 61 60 59 59 57 56 55 55 54

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 32.95 21.35 25.70 20.42 19.70 21 20 20 19 19 19 19 19 18 18 18 18 18 17 16 16

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 34.77 41.80 31.55 39.26 41.48 34 33 33 32 32 32 31 31 31 31 30 29 28 28 28 28

資源ごみ 〔ｔ/年〕 340.00 194.00 148.00 209.00 146.00 190 185 183 181 178 176 172 169 165 163 161 158 156 153 151 149

生活系ごみ合計〔t/年〕 704.44 555.57 487.97 541.12 461.99 500 480 473 466 460 453 446 439 432 425 418 412 405 398 391 385

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 254.59 244.91 250.43 226.33 211.88 217 206 202 199 197 193 190 187 186 182 178 177 174 172 168 165

生ごみ 〔ｔ/年〕 69.28 63.47 52.77 55.67 51.97 53 51 50 50 49 48 48 47 46 45 45 44 43 42 42 41

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 22.79 21.35 19.36 20.10 19.44 18 17 17 16 16 16 16 16 15 15 15 15 15 14 13 13

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 28.78 40.84 26.41 38.02 40.70 31 30 30 29 29 29 28 28 28 28 27 26 25 25 25 25

資源ごみ 〔ｔ/年〕 329.00 185.00 139.00 201.00 138.00 181 176 174 172 169 167 164 161 157 155 153 150 148 145 143 141

収集ごみ〔t/年〕 666.96 484.02 422.50 485.16 407.44 449 430 424 418 412 406 400 393 387 381 375 369 363 357 351 345

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 243.29 220.48 214.50 212.52 197.80 199 188 185 182 180 177 174 171 170 167 163 162 159 158 154 151

生ごみ 〔ｔ/年〕 69.28 63.47 52.77 55.67 51.97 53 51 50 50 49 48 48 47 46 45 45 44 43 42 42 41

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 20.67 14.43 14.29 14.99 15.29 14 13 13 12 12 12 12 12 11 11 11 11 11 10 10 10

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 8.72 3.64 4.94 4.98 7.38 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 4 4 4 4 4

資源ごみ 〔ｔ/年〕 325.00 182.00 136.00 197.00 135.00 178 173 171 169 166 164 161 158 155 153 151 148 146 143 141 139

直接搬入ごみ〔t/年〕 37.48 71.55 65.47 55.96 54.55 51 50 49 48 48 47 46 46 45 44 43 43 42 41 40 40

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 11.30 24.43 35.93 13.81 14.08 18 18 17 17 17 16 16 16 16 15 15 15 15 14 14 14

生ごみ 〔ｔ/年〕 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 2.12 6.92 5.07 5.11 4.15 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 3 3

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 20.06 37.20 21.47 33.04 33.32 26 25 25 24 24 24 23 23 23 23 22 22 21 21 21 21

資源ごみ 〔ｔ/年〕 4.00 3.00 3.00 4.00 3.00 3 3 3 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2

事業系ごみ合計〔t/年〕 121.51 101.58 116.70 108.39 102.67 106 106 105 104 104 103 102 102 101 100 100 99 98 98 97 96

可燃ごみ 〔ｔ/年〕 77.18 74.84 79.40 83.70 83.09 77 77 76 75 75 74 74 74 73 72 72 72 71 71 70 69

生ごみ 〔ｔ/年〕 17.18 16.78 16.82 15.13 10.54 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 13 13 13 13 13

不燃ごみ 〔ｔ/年〕 10.16 0.00 6.34 0.32 0.26 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

粗大ごみ 〔ｔ/年〕 5.99 0.96 5.14 1.24 0.78 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

資源ごみ 〔ｔ/年〕 11.00 9.00 9.00 8.00 8.00 9 9 9 9 9 9 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

焼却処理量〔ｔ/年〕 394.40 378.65 370.78 355.55 357.48 346 331 325 319 315 309 303 299 295 288 283 280 274 271 265 260

直接焼却量 331.77 319.75 329.83 310.03 294.97 294 283 278 274 272 267 264 261 259 254 250 249 245 243 238 234

破砕可燃物量 33.19 36.44 28.53 30.04 34.08 28 27 27 26 26 26 25 25 25 24 24 24 23 23 23 22

資源化残渣量 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

生ごみ処理残渣量 3.40 3.38 2.73 2.58 1.68 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

資源ごみ（分別不適物）焼却処理 6.81 8.82 3.52 7.93 3.72 22 19 18 17 15 14 12 11 9 8 7 5 4 3 2 2

実績補正値（可燃ごみとの差異） 19.23 10.26 6.17 4.97 23.03

破砕処理量〔ｔ/年〕 48.87 64.39 87.70 98.35 61.47 55 52 52 51 50 51 49 48 48 48 47 47 45 46 44 43

破砕可燃物量 33.19 36.44 28.53 30.04 34.08 28 27 27 26 26 26 25 25 25 24 24 24 23 23 23 22

破砕不燃物量 2.77 17.45 49.11 57.40 15.50 14 13 13 13 13 13 13 12 12 12 12 12 12 12 11 11

破砕有価物回収量（鉄・アルミ） 12.91 10.50 10.06 10.91 11.89 13 12 12 12 11 12 11 11 11 12 11 11 10 11 10 10

生ごみ処理量〔ｔ/年〕 86.46 80.25 69.59 70.80 62.51 67 65 64 64 63 62 62 61 60 59 59 57 56 55 55 54

生ごみ 86.46 80.25 69.59 70.80 62.51 67 65 64 64 63 62 62 61 60 59 59 57 56 55 55 54

堆肥化量 13.00 48.00 57.00 15.00 30.00 11 10 10 10 10 10 10 10 10 9 10 9 8 9 9 9

処理残渣量（焼却処理） 3.40 3.40 2.70 2.60 1.70 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

減溶化量 70.06 28.85 9.89 53.20 30.81 54 53 52 52 51 50 50 49 48 48 47 46 46 44 44 43

資源化処理量〔ｔ/年〕 340.00 194.00 148.00 209.00 146.00 190 184 182 180 177 175 171 168 164 162 160 157 155 152 150 148

資源ごみ量（容器包装ごみ、資源ごみ） 143.39 137.58 118.48 113.13 110.91 107 107 107 107 107 107 106 105 105 105 105 105 104 104 104 101

無色ガラス容器 8.06 7.47 7.03 6.62 6.40 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

茶色ガラス容器 11.17 9.88 9.27 8.83 8.34 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 7

その他ガラス容器 5.12 5.11 4.93 4.70 4.76 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

ペットボトル 8.24 7.94 7.76 7.90 8.17 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

紙製容器包装 1.38 6.85 5.93 5.47 4.50 5 7 7 7 7 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6

プラスチック製容器包装 12.85 12.51 10.34 9.33 8.89 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 8

発泡・白色トレイ 3.37 6.22 0.84 0.87 2.05 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

スチール製容器包装 7.01 5.62 4.04 3.67 3.63 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 3

アルミニウム製容器包装 6.16 8.77 6.43 6.41 6.12 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

紙パック 0.17 0.17 0.00 0.16 0.20 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

段ボール 24.72 21.84 20.44 19.72 20.21 18 18 18 18 18 18 17 17 17 17 17 17 17 17 17 17

新聞紙 35.25 26.13 23.22 23.50 20.74 21 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 19 19 19 19

雑誌 15.94 17.68 17.84 15.56 16.14 15 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14

その他（乾電池・蛍光管　） 3.95 1.39 0.41 0.39 0.76 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

小型家電リサイクル 12.09 16.12 4.15 3.99 10.80 9 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

繊維リサイクル 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

剪定枝回収量 172.76 28.72 14.26 80.51 15.28 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35

処理残渣量（焼灼処理） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ（分別不適物）焼却処理 6.81 8.82 3.52 7.93 3.72 22 19 18 17 15 14 12 11 9 8 7 5 4 3 2 2

資源ごみ（分別不適物）埋立処分 4.95 2.76 7.59 3.44 5.29 17 15 14 13 12 11 10 9 7 6 5 4 4 2 1 2

最終処分量〔ｔ/年〕 10.91 19.93 93.66 58.81 16.76 60 58 58 57 56 56 55 53 53 52 51 51 50 50 48 47

直接埋立量（不適物） 8.14 2.41 1.44 1.41 1.26 2 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

うち危険ごみ (3.38) (2.41) (1.44) (1.41) (1.26) (2) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3) (3)

破砕選別処理残渣量 2.77 17.45 49.11 57.40 15.50 14 13 13 13 13 13 13 12 12 12 12 12 12 12 11 11

焼却残渣量 0.00 0.07 43.11 0.00 0.00 44 42 42 41 40 40 39 38 38 37 36 36 35 35 34 33

資源ごみ（分別不適物）埋立処分 4.95 2.76 7.59 3.44 5.29 17 15 14 13 12 11 10 9 7 6 5 4 4 2 1 2

最終処分率 1.3% 3.0% 15.5% 9.1% 3.0% 9.9% 9.9% 10.0% 10.0% 9.9% 10.1% 10.0% 9.8% 9.9% 9.9% 9.8% 10.0% 9.9% 10.1% 9.8% 9.8%

資源化量〔ｔ/年〕 397.16 270.35 204.10 227.70 203.12 198 194 194 193 192 193 191 190 190 189 189 188 185 187 185 182

集団回収量 43.01 29.43 0.15 4.16 24.24 22 21 21 20 20 20 20 20 20 19 19 19 19 19 18 18

資源ごみ量（容器包装ごみ、資源ごみ） 143.39 137.58 118.48 113.13 110.91 107 107 107 107 107 107 106 105 105 105 105 105 104 104 104 101

小型家電リサイクル 12.09 16.12 4.15 3.99 10.80 9 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

繊維リサイクル 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

剪定枝回収量 172.76 28.72 14.26 80.51 15.28 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35

堆肥化量 13.00 48.00 57.00 15.00 30.00 11 10 10 10 10 10 10 10 10 9 10 9 8 9 9 9

破砕有価物回収量（鉄・アルミ） 12.91 10.50 10.06 10.91 11.89 13 12 12 12 11 12 11 11 11 12 11 11 10 11 10 10

鉄くず等有価物回収量 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

資源化率 45.71% 39.38% 33.75% 34.83% 34.49% 31.5% 32.0% 32.4% 32.7% 32.9% 33.5% 33.6% 33.9% 34.4% 34.7% 35.2% 35.5% 35.4% 36.3% 36.6% 36.5%

項　　目

実績 予測

処
理
処
分
量
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１．中間処理施設 
（１）焼却処理施設、粗大ごみ処理施設、メタン発酵施設（汚泥再生処理センター） 
  平成 15 年度に供用を開始した組合が運営・管理する新施設であり、現在に至るまで順調な処理機

能を維持しています。したがって、本計画の計画期間内での更新は基本的に必要ありませんが、計画

的な保守点検・補修の実施により機能の保全と延命化が図られるよう、組合の運営に協力していくも

のとします。また、委託管理の導入等運営管理体制の効率化を図り、処理コストの縮減に取り組んで

いくよう組合に要望していきます。 
 
（２）リサイクルセンター 
  現在、リサイクルセンターは枝幸地区及び歌登地区の 2 ヶ所にありますが、施設運営効率の向上か

ら平成 19 年にはプラ製容器包装の業務を集約し、平成 26 年度には発泡・白色トレイと古紙類、使用

済小型家電の業務を集約、平成 27 年 1 月より紙製容器包装も集約して業務を行っており、びん類、

缶類、ペットボトルは各施設にて資源化を行っています。 
今後の計画として令和 2 年度からは、びん類を歌登リサイクルセンターで集約し、缶とペットボト

ルについては枝幸リサイクルセンターで集約する計画としており、既存施設を活用した資源化処理を

継続して行うものとします。 

なお、現在使用している資源化施設において引き続き更新が必要になる設備については、随時設備

の入替えを行うものとします。 
 
（３）有害鳥獣等減量化処理施設 
  有害鳥獣駆除及び狩猟又は交通事故により発生した野生動物の死体を対象とした減量化施設は、平

成 25 年 4 月に供用開始し、好気性発酵による減量化を行っております。 

今後も有害鳥獣等の適正処理を行うものとしますが、現在他市町にて処理されているヒトデや魚網

付着物を減量化施設で処理できるかどうかの検証を行うため、実証試験を行うものとします。 

また、処理する量が増えた場合などにおいて施設の増設が必要となる場合、処理状況を鑑み作業場

等の増設を行うものとします。 

   
２．最終処分場 
  現在、最終処分場は枝幸地区及び歌登地区の 2 ヵ所にあります。 
  ごみの減量化や資源化に取り組んできたことにより、いずれの処分場も十分な残余容量を有してお

り、本計画期間内での新規整備の必要性はありませんが、最終処分場の整備については住民同意の取

得や用地確保が難しくなってきていることから、可能な限り延命化に努めていきます。 
ただし、延命化を行う上でも既存の浸出水処理施設の老朽化進んでいるため、機能診断などを実施

したうえで大規模改修工事を適正な時期に実施します。 
  なお、組合全体としての最終処分場の広域化に向けては、組合構成町村間の更新時期に大きな違い

があることから、今後の検討課題として町村間で協議していきます。広域での整備が方向付けられた

場合、更新時期を迎えた町村については、本町の最終処分場を共同で利用していくなどの措置をとり

ながら、段階的に広域化を進め、全体の広域化を目指していきます。 

第 10 節 ごみの処理施設の整備に関する事項 
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 不法投棄対策や在宅医療廃棄物と感染性廃棄物の処理に関する方針、災害廃棄物対策等の事項につい

て基本方針を定めます。 
 
１．不適正排出者及び不法投棄・不適正処理対策 
  不法投棄、不法焼却に対する監視・連絡体制を強化し、未然防止、早期対応に努めるとともに、意

識啓発により不法投棄等を許さない環境づくりに努めます。 

  具体的施策として以下の方法を検討します。 

 

 

 

■ 不法投棄パトロールの継続及び監視員の充実 

■ 自治会、警察等との連携による不法投棄等防止対策連絡会の設置 

■ 地域一斉清掃等への住民参加の推進 

■ 自治会、企業等による清掃ボランティア活動の実施の推進 

 

  また、野焼きや排ガス対策が不備な小型焼却炉による焼却等不適性処理についても広報・啓発活動

により、不適正処理禁止の周知徹底を図っていきます。 

 
２．在宅医療廃棄物の処理に関する基本方針 
  地域における在宅医療廃棄物の動向は、高齢化を背景に要医療者が年々増加するとともに病床の不

足等もある中、家庭など医療機関以外の場所で医療措置を行う在宅医療が増加している傾向となって

います。 

在宅医療廃棄物は、廃棄物処理法においては生活系一般廃棄物に分類されており、本町においては、

医療機関とも協議を重ね、国保病院などかかりつけの病院にて回収することとしており、今後も継続

して病院での回収を行います。 

尚、在宅医療廃棄物の処理については、在宅医療あり方研究会が作成した「在宅医療廃棄物の処理

に関する取組推進のための手引き」に基づき処理を行います。 

 

 

 

 

○ 注射針等の鋭利な物は、医療機関で回収し、感染性廃棄物として処理します。 

○ 非鋭利な物は、町が収集・運搬を行い、組合の施設で処理処分を行います。 

○ 鋭利性の判断については、医療機関にて行い、適正処理を進めます。 

○ 町は、地域在宅医療について医療機関と一緒に支えていくという意識のもと、患者のこと

を第一に考えた対応を行います。 

第 11 節 その他ごみ処理に関し必要な事項 

不法投棄対策 

町及び組合の取り組み 
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３．感染性廃棄物の処理に関する基本方針 
感染性廃棄物のうち一般廃棄物に該当するのは、医療機関から排出される紙くず、厨芥類、繊維く

ず（包帯、ガーゼ、脱脂綿、リネン類）、木くず、革皮類などでありますが、一般家庭からも新型イ

ンフルエンザなどが流行した場合など、感染者の鼻水や痰が付着したティッシュなどが一般廃棄物と

して排出されます。これらは毎年の様に流行している季節性インフルエンザと同様の方法で処理すれ

ばよいことから、排出方法などについては、住民や事業者に対して周知を行います。 
また、新型インフルエンザが流行しても、廃棄物処理を含め、医療やライフライン関係事業者など

はその事業の停止により最低限の国民生活の維持に支障をきたすおそれがあるため、事前に新型イン

フルエンザ対策について検討し、対策マニュアルなどを作成し、万一の事態に備えるものとします。 
尚、感染性廃棄物の処理については、環境省が作成した「廃棄物処理法に基づく感染性廃棄物処理

マニュアル」に基づき処理を行います。 
 

 

表２．２．20 在宅医療廃棄物の種類別の留意事項 
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４．災害廃棄物対策の基本方針 
  大規模地震、水害、火山の噴火等による災害時は、ガレキ等の廃棄物の大量発生や交通網の途絶に

伴う廃棄物の収集・運搬・処理の困難が予想されます。 

  このため、災害発生によるガレキや避難所から排出されるごみ、し尿を迅速、かつ適正に処理し、

生活基盤の復旧と生活環境の改善を早期に図るため、災害廃棄物処理に係る基本方針を策定しておく

必要があり、本町においては、町の「地域防災計画」を踏まえて「災害廃棄物処理計画」を特別計画

として令和元年度に策定しています。 

災害廃棄物処理に係る基本方針は次のとおりとし、本計画と災害廃棄物処理計画の整合を図るもの

とします。 

 

 

 

 

 

 

基本方針 内容 
①衛生的な処理 ・発災後は、被災者の一時避難や上下水道の断絶等の被害が想定される。そ

の際に発生する生活ごみやし尿については、生活衛生の確保を最重要事項

として対応する。  
・災害廃棄物は、十分に環境に配慮し処理を行い、特に不法投棄及び野焼き

の防止には十分注意をはらう。 
②迅速な処理 ・生活衛生の確保、地域復興の観点から、災害廃棄物の処理は時々刻々変化

する状況に対応できるよう迅速な処理を行う。 
・当初の処理についても分別に配慮する。 
・発災から概ね 3 年間で処理を終えることとする。 

③計画的な処理 ・発災による道路の寸断、一時的に大量発生する災害廃棄物に対応するため、

仮置場を適正に配置し集積する。 
・集積した災害廃棄物は計画的に処理施設に搬入する。 
・災害廃棄物の処理は、国、北海道及び近隣市町村と連携する。 
・災害廃棄物の資源化を図るため、民間事業者と連携するほか、可能な限り

分別収集に努める。 
・災害廃棄物の処理の収束から、平常の清掃業務に移行する次期等について

も十分考慮する。 
④安全な作業の確保 ・発災時の清掃業務は、通常と異なり、発生量やごみの組成、危険物の混入

等が考えられることから、作業の安全性を確保するように努める。  
 

 

災害廃棄物対策の基本方針 

表２．２．21 災害廃棄物処理計画の基本方針 
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 本町の生活排水対策は、公共下水道・特定環境保全公共下水道（以下「公共下水道」という）、漁業

集落排水処理施設（以下「集落排水処理施設」という）の整備と合併処理浄化槽の普及促進を中心に進

めてきました。 
 公共下水道は、枝幸市街地で昭和 55 年度から整備が進められ、平成 2 年度から供用を開始しており、

歌登市街地では昭和 54 年度から整備が進められ、平成 3 年度から供用を開始しています。 
 集落排水処理施設は、平成 7 年度から音標地区で、平成 9 年度から岡島地区で、平成 12 年度から乙

忠部地区で、平成 15 年度から山臼地区で、平成 17 年度から目梨泊地区で供用を開始しています。 
 また、公共下水道、集落排水処理施設の計画処理区域外では、合併処理浄化槽の設置普及にも努めて

きたところです。 
 しかしながら、平成 30 年度現在、生活排水処理率は町全体で 86.5％に止まっており、残りの 13.3％
にあたる 1,088 人の生活雑排水が未処理のまま河川等の公共用水域に排出されている状況にあります。 
 今後、生活排水対策の更なる推進が望まれるところです。 
 一方、し尿及び浄化槽汚泥の処理は、昭和 46 年 5 月の組合設立後、同年 11 月に竣工したし尿処理施

設（嫌気性消化方式、処理能力 40 ㎘/日）により、同年 12 月から衛生処理を開始しました。 
 その後、平成 12 年度から 14 年度において最新の処理技術を導入したし尿処理施設（汚泥再生処理セ

ンター、31 ㎘/日の施設）を新たに整備し、現在に至っています。 
 
 
 
 
 生活排水処理フローは、平成 30 年度現在、図 3.1.1 のようになっています。公共下水道、集落排水処

理施設の管理・運営や合併処理浄化槽の普及活動は町が行っており、汚泥再生処理センターの管理・運

営は組合が行っています。 
 汚泥再生処理センターでは、し尿及び浄化槽汚泥（単独処理、合併処理）の処理のほか、公共下水道

及び集落排水処理施設の脱水汚泥を受け入れ、生ごみメタン発酵処理汚泥とともに資源化（堆肥化）し

ています。 
 なお、し尿の自家処理人口は存在していません。 
 
 
 
 

・生活排水 

人間の日常生活に伴って、一般家庭や事業所から排出されるし尿、台所排水、浴室排水、洗濯排水等の排水をいいま

す。生活排水からし尿を除いたものを生活雑排水といいます。 

生活排水は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」により一般廃棄物に分類されています。 

第１章 生活排水処理の現状と課題 

第１節 生活排水処理の沿革 

用語の定義 

第２節 生活排水処理フロー 
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 生活排水処理のうち、し尿及び浄化槽汚泥の中間処理と公共下水道汚泥及び集落排水処理施設汚泥の

資源化処理（堆肥化）が組合事務となっています。 
 生活排水の処理体制及び組合が運営する汚泥再生処理センターの運営管理体制は、表 3.1.1、3.1.2 の

とおりで、本町には、し尿処理に従事する職員はいません。 

図３．１．１ 生活排水処理フロー（平成 30 年度） 

汚泥再生処理センター 
処理能力 31 ㎘/日 

公共下水道 汲取り便槽 

1,105 人 

単独処理 
浄化槽 

0 人 

生活排水 

し 尿 生活雑排水 未処理水 
1,088 人 

し 尿 
587㎘/年 

バキューム車 バキューム車 

バキューム車 

排水管渠 

組合管内の希望者 

処理水 

堆 肥 

処理水 

処理水 

公共用水域 

脱水汚泥 
下水道終末処理場 
枝幸町枝幸地区 
枝幸町歌登地区 

合併処理 
浄化槽 

668人 

集落排水 
処理施設 
605人 5,816 人 

第３節 生活排水処理体制 

汚泥 

処理水 

浄化槽汚泥 
798㎘/年 
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１．生活排水処理区域 
  生活排水を処理する区域は全行政区域であり、公共下水道区域、集落排水処理区域、合併処理浄化

槽処理区域は、表 3.1.3 及び図 3.1.2 とおりです。 
 
 
 
 
 
 
 
２．水洗化・生活雑排水処理人口、生活排水処理率の推計 
  水洗化・生活雑排水処理人口及び生活排水処理率＊の実績を表 3.1.4 及び図 3.1.3 に示します。 
  公共下水道の整備は平成 25 年度にほぼ完了し、集落排水処理施設の整備は完了していますが、平

成 30 年度における生活排水処理率は、町全体で 86.5％に止まっています。地区別にみると、枝幸地

区は 86.1％、歌登地区が 88.2％であり、地区間で多少の格差が生じています。 
  全道及び全国との比較を平成 29 年度実績でみると、全国平均とほぼ同じ水準にありますが、全道

平均には 6.8 ポイント及ばない状況にあります。 
 
 
 

表３．１．１ 生活排水の処理体制 

表３．１．２ 汚泥再生処理センターの運営管理体制（組合） 

＊生活排水処理率 
計画処理区域内人口（行政区域内人口）に対する水洗化・生活雑排水処理人口の割合のことです。 

第４節 生活排水処理の実績 

出典：枝幸町実績より 

表３．１．３ 生活排水の処理区域 

事務系 技術系 収集運搬 中間処理 最終処分 その他 収集運搬 中間処理 最終処分 収集運搬 中間処理 最終処分

し尿 2 9 9

委託業 許可業区　分

委託・許可業者件数

一般職 技能職

処理事業従事職員数　〔人〕

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処理主体

公共下水道 し尿及び生活雑排水

集落排水処理施設 し尿及び生活雑排水

合併処理浄化槽 し尿及び生活雑排水 町・個人等の設置者

単独処理浄化槽 し尿 個人等の設置者

し尿及び浄化槽汚泥

公共下水道汚泥

集落排水処理施設汚泥

組合し尿処理施設

町

処理施設 処理区域

 公共下水道  枝幸市街地、歌登市街地

 集落排水処理施設  音標地区、岡島地区、乙忠部地区、山臼地区、目梨泊地区

 合併処理浄化槽  公共下水道区域、集落排水処理区域を除く地区
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 図３．１．２ 生活排水の処理区域 
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３．生活排水処理形態別人口 
  町の生活排水処理形態は、公共下水道、集落排水処理施設及び合併処理浄化槽による「水洗化・生

活雑排水処理」と、単独処理浄化槽及びし尿収集（汲取りし尿）の「し尿のみ処理・生活雑排水未処

理」に区分されます。 
  生活排水形態別人口の実績を表 3.1.5 及び図 3.1.4 に示します。 

表３．１．４ 水洗化・生活雑排水処理人口、生活排水処理率の実績 

※令和 2 年 2 月現在、全道、全国の平成 30 年度実績は公表されていません。 

※行政組合内人口はごみ処理編と同様の 1 月 1 日現在の人口としている。 

図３．１．３ 水洗化・生活雑排水処理人口、生活排水処理率の実績 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

行政区域内人口〔人〕 8,891 8,587 8,473 8,330 8,177

計画処理区域内人口〔人〕 8,891 8,587 8,473 8,330 8,177

水洗化・生活雑排水処理人口〔人〕 7,301 7,192 7,234 7,142 7,089

生活排水処理率〔％〕 82.1 83.8 85.4 85.7 86.7

行政区域内人口〔人〕 6,993 6,807 6,734 6,626 6,542

計画処理区域内人口〔人〕 6,993 6,807 6,734 6,626 6,542

水洗化・生活雑排水処理人口〔人〕 5,661 5,608 5,691 5,633 5,602

生活排水処理率〔％〕 81.0 82.4 84.5 85.0 85.6

行政区域内人口〔人〕 1,898 1,780 1,739 1,704 1,635

計画処理区域内人口〔人〕 1,898 1,780 1,739 1,704 1,635

水洗化・生活雑排水処理人口〔人〕 1,640 1,584 1,543 1,509 1,487

生活排水処理率〔％〕 86.4 89.0 88.7 88.6 90.9

行政区域内人口〔千人〕 5,432 5,401 5,370 5,338 －

計画処理区域内人口〔千人〕 5,432 5,401 5,370 5,338 －

水洗化・生活雑排水処理人口〔千人〕 4,953 4,956 4,928 4,932 －

生活排水処理率〔％〕 91.2 91.8 91.8 92.4 －

行政区域内人口〔千人〕 128,181 128,039 127,924 127,718 －

計画処理区域内人口〔千人〕 128,181 128,039 127,924 127,718 －

水洗化・生活雑排水処理人口〔千人〕 108,551 109,357 109,972 110,580 －

生活排水処理率〔％〕 84.7 85.4 86.0 86.6 －

全　国

区　　分

枝幸町

枝幸地区

歌登地区

全　道
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表３．１．５ 生活排水処理形態別人口の実績 

図３．１．４ 生活排水処理形態別人口の実績 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

8,891 8,587 8,473 8,330 8,177

8,891 8,587 8,473 8,330 8,177

２．水洗化・生活雑排水処理人口〔人〕 7,301 7,192 7,234 7,142 7,089

（1）合併処理浄化槽人口〔人〕 642 664 691 687 668

（2）公共下水道人口〔人〕 6,079 5,940 5,961 5,853 5,816

（3）集落排水処理施設人口〔人〕 580 588 582 602 605

３．水洗化・生活雑排水未処理人口

４．非水洗化人口〔人〕 1,590 1,395 1,239 1,188 1,088

５．計画処理区域外人口〔人〕 0 0 0 0 0

6,993 6,807 6,734 6,626 6,542

6,993 6,807 6,734 6,626 6,542

２．水洗化・生活雑排水処理人口〔人〕 5,661 5,608 5,691 5,633 5,602

（1）合併処理浄化槽人口〔人〕 475 495 520 518 505

（2）公共下水道人口〔人〕 4,606 4,525 4,589 4,513 4,492

（3）集落排水処理施設人口〔人〕 580 588 582 602 605

３．水洗化・生活雑排水未処理人口

４．非水洗化人口〔人〕 1,332 1,199 1,043 993 940

５．計画処理区域外人口〔人〕 0 0 0 0 0

1,898 1,780 1,739 1,704 1,635

1,898 1,780 1,739 1,704 1,635

２．水洗化・生活雑排水処理人口〔人〕 1,640 1,584 1,543 1,509 1,487

（1）合併処理浄化槽人口〔人〕 167 169 171 169 163

（2）公共下水道人口〔人〕 1,473 1,415 1,372 1,340 1,324

（3）集落排水処理施設人口〔人〕 0 0 0 0 0

３．水洗化・生活雑排水未処理人口

４．非水洗化人口〔人〕 258 196 196 195 148

５．計画処理区域外人口〔人〕 0 0 0 0 0

区　　分

　　　　（単独処理浄化槽人口）〔人〕
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４．生活排水処理施設の整備状況 
  生活排水処理施設の整備状況を示します。 
 
（１）公共下水道の概要 
  公共下水道に係る事業を表 3.1.6 に示します。枝幸地区、歌登地区とも整備はほぼ完了しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）漁業集落排水処理施設の概要 
  漁業集落排水処理施設の概要を表 3.1.7 に示します。5 地区全てで整備は完了しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
（３）汚泥再生処理センターの概要 
  し尿・浄化槽汚泥の処理は、平成 15 年 4 月から稼動している「汚泥再生処理センター」で行って

います。汚泥再生処理センターの概要を表 3.1.8 に、処理フローシートを図 3.1.5 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３．１．６ 公共下水道の概要 

表３．１．７ 集落排水処理施設の概

 

表３．１．８ 汚泥再生処理センターの概要 

出典：「北海道建設部まちづくり局都市環境課 北海道の下水道 2016」 

当初認可 供用開始 全体計画 処理場

枝幸下水

終末処理場

特定環境保全 歌登下水道

公共下水道 終末処理場

平成2年10月 令和2年

昭和54年10月 平成3年10月 令和2年

 枝幸地区

 歌登地区

公共下水道 昭和56年1月

区　　分

内　容

 南宗谷クリーンセンター・汚泥再生処理センター

 枝幸郡浜頓別町智福２丁目１３番地（廃棄物処理施設に隣接）

 直営、一部委託

 平成１５年３月

 １０ｔ/日（生ごみ）・１１kl/日（し尿）

     ４kl/日（浄化槽汚泥）・   ６ｍ3/日（公共下水道汚泥等）

 家庭系・事業系の生ごみ、し尿、浄化槽汚泥、

 公共下水道汚泥等（脱水汚泥）

 処理方式  水処理：膜分離高負荷脱窒素処理方式＋活性炭吸着法

 生ごみメタン発酵：高温メタン発酵式（メビウスシステム）

 放流水質  BOD10mg/l以下、SS10mg/l以下、T-N10mg/l以下、色度20以下

 メタン発酵設備  ミックスセパレータ、ツインリアクター

 汚泥堆肥化設備  遠心脱水機、横型回転ドラム式乾燥機、熟成ヤード

 脱臭設備  酸＋アルカリ・次亜塩洗浄方式、活性炭吸着法

項　目

 施設名称

 所在地

 運転管理

 竣工年月

 公称能力

 処理対象物

設
備
仕
様
等

供用開始 対象区域 処理方式 汚泥処理設備

平成 7年4月 音標地区

平成 9年4月 岡島地区 無

平成12年4月 乙忠部地区

平成15年4月 山臼地区

平成17年4月 目梨泊地区

区　　分

枝幸地区 漁業排水処理施設
回分処理

接触曝気方式 下水道終末処理場へ
搬送
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凝集処理水槽 

貯留槽 

前処理装置 

濃縮機 

膜分離槽 反応槽 

生物処理槽 

活性炭吸着塔 

UF スクリーン 

放流 

放流槽 

凝集汚泥 

し尿 
浄化槽汚泥 

余剰汚泥 

受入槽 

濃縮汚泥 

メタン発酵施設

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．し尿・浄化槽汚泥の排出量の実績 
  し尿・浄化槽汚泥の排出量の実績を表 3.1.9 及び図 3.1.6 に示します。 
  なお、浄化槽汚泥については、合併処理浄化槽と単独処理浄化槽に区分して収集されていないため、

一括して計上しています。 
  し尿排出量は、非水洗化人口の減少に伴い減少傾向で推移し、浄化槽汚泥排出量は浄化槽の普及に

よって増加傾向で推移しています。 
  1 人 1 日当りの排出量（原単位）は、し尿排出量については部増減を繰り返しながら推移し、浄化

槽汚泥排出量については微増傾向で推移しています。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．１．５ 汚泥再生処理センターにおける水処理フローシー

 
第５節 し尿・浄化槽汚泥等の処理実績 

表３．１．９ し尿・浄化槽汚泥排出量の実績 

図３．１．６ し尿・浄化槽汚泥排出量の実績 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1,319 1,325 1,388 1,350 1,385

782 714 689 617 587

537 611 699 733 798

1.433 1.422 1.493 1.411 1.455

2.292 2.521 2.771 2.923 3.273 浄化槽汚泥1人1日当りの排出量〔L/人・日〕

 枝幸町〔kL/年〕

 し尿〔kL/年〕

項　　目

 し尿1人1日当りの排出量〔L/人・日〕

 浄化槽汚泥〔kL/年〕

782 
714 689 617 587 

537 611 
699 733 798 

1.433 1.422 1.493 1.411 1.455 
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〔L/人・日〕
〔kL/年〕

浄化槽汚泥

し尿

し尿1人1日当りの

排出量

浄化槽汚泥1人1日

当りの排出量
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２．公共下水道汚泥等の排出量の実績 
  枝幸地区及の集落排水処理施設から排出される汚泥は、現在、各公共下水道終末処理場において脱

水された後、公共下水道汚泥とともに汚泥再生処理センターに搬入されるため、公共下水道汚泥に含

めて扱います。 
したがって、本計画では、公共下水道汚泥と集落排水処理施設汚泥を併せて「公共下水道汚泥等」

と定義します。なお、公共下水道汚泥等は、含水率 85％以下の脱水汚泥となります。 
なお、令和 2 年度からは歌登地区の公共下水道汚泥は、枝幸の公共下水道施設へ運搬し脱水処理す

る計画です。   
  公共下水道汚泥等の排出量の実績を表 3.1.10 及び図 3.1.7 に示します。 
  汚泥の発生量は、枝幸地区、歌登地区ともに大きな変動がなく推移しています。 
  1 人 1 日当りの排出量（原単位）についても大きな変動がなく推移しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３．１．10 公共下水道汚等排出量の実績 

図３．１．７ 公共下水道汚泥等排出量の実績 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

727 713 729 762 725

566 557 581 627 584

161 156 148 135 141

0.328 0.329 0.335 0.357 0.342

 枝幸町〔m3/年〕

 枝幸地区〔m3/年〕

項　　目

 1人1日当りの排出量〔L/人・日〕

 歌登地区〔m3/年〕

566 557 581 627 584
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141
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３．資源化の実績 
  現在、し尿・浄化槽汚泥の処理工程から発生する汚泥、公共下水道汚泥等（公共下水道、集落排水

処理施設から発生する脱水汚泥）は、汚泥再生処理センターで資源化（堆肥化）を行っています。 
  汚泥再生処理センターで生産された堆肥は、し尿・浄化槽汚泥及び公共下水道汚泥等の搬入比率に

応じた量が組合構成町村にそれぞれ配分されています。町では、配分された堆肥を町内の希望者に 1
世帯当り 2 袋（20kg/袋）まで無償で配布しています。 

  堆肥生産量（枝幸町分）の実績を表 3.1.11 及び図 3.1.8、3.1.9 に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※表中、「し尿処理汚泥」とは、し尿・浄化槽汚泥の処理により発生する汚泥をいいます。 

表３．１．11 堆肥生産量の実績 

図３．１．８ 堆肥生産量の実績 

図３．１．９ 地区別堆肥生産量の実績 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

227 223 230 225 225

78 72 69 62 59

149 151 161 163 166

193 188 197 198 196

 し尿処理汚泥分〔t/年〕 69 63 62 56 53

 公共下水道汚泥等〔t/年〕 124 125 135 142 143

34 35 33 27 29

 し尿処理汚泥分〔t/年〕 9 9 7 6 6

 公共下水道汚泥等〔t/年〕 25 26 26 21 23

項　　目

 枝幸地区〔t/年〕

 歌登地区〔t/年〕

 公共下水道汚泥等分〔t/年〕

 枝幸町〔t/年〕

 し尿処理汚泥分〔t/年〕

78 72 69 62 59 

149 151 161 163 166 
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４．し尿・浄化槽汚泥の収集・運搬の実績 
（１）計画収集区域 
  計画収集区域は、町の全行政区域としています。 
 
（２）収集・運搬体制 
  収集・運搬体制は表 3.1.12 のとおりで、し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬は、組合事務となってお

り、委託業者が収集・運搬を行っています。 
  公共下水道汚泥、集落排水処理施設汚泥の収集・運搬については、町が委託で行っています。 
  収集頻度については、申し込みにより随時行っていますが、浄化槽設置者に対しては処理機能の維

持のため、年 1 回以上の清掃を呼びかけています。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）し尿・浄化槽汚泥の収集・運搬量の実績 
  し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬量は、排出量の全量としています（「１．し尿・浄化槽汚泥の排

出量の実績」を参照ください）。 
 
（４）公共下水道汚泥等の運搬量の実績 
  公共下水道汚泥等の運搬量は、排出量の全量としています（「２．公共下水道汚泥等の排出量の実

績」を参照ください）。 
 
５．中間処理計画 
（１）中間処理の方法 
  組合の汚泥再生処理センターで適正処理を行っています。 
  なお、し尿及び浄化槽汚泥の前処理で発生するし渣（前処理残渣）については、組合の廃棄物処理

施設で焼却処理を行っています。 
 
（２）中間処理量 
  中間処理量は、し尿、浄化槽汚泥、公共下水道等汚泥の排出量の全量としています（「１．し尿・

浄化槽汚泥の排出量の実績」及び「２．公共下水道汚泥等の排出量の実績」を参照ください）。 
 

表３．１．12 収集・運搬体制 

収集頻度 収集・運搬車両 収集・運搬

バキューム車

随時申込 バキューム車

バキューム車

随　時 トラック（飛散防止付）
 集落排水処理施設汚泥

 公共下水道汚泥

組合（委託）

区　　分

 し尿

 単独処理浄化槽汚泥

 合併処理浄化槽汚泥
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【し渣焼却処理量】 
  し渣の焼却処理量の実績を表 3.1.13 及び図 3.1.10 に示します。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．し尿処理経費の実績 
  し尿処理経費の実績を表 3.1.14 及び図 3.1.11 に示します。 
  処理経費は、し尿処理に要した処理経費とするため、組合分担金を含んでおり、また、経常経費で

評価するため、建設・改良費も除いて算出しています。さらに、公共下水道汚泥等の処理経費も控除

して算出しています。 
  また、1 人 1 日当たりの処理経費は、し尿処理に係る総経費をし尿汲取り人口と浄化槽人口の和で

除した値としています。 
  し尿処理経費の総額は、経年変化が大きく、1 人 1 日当りの処理経費については、全道平均と全国

平均をともに上回り、全国平均に対しては大幅に超える金額となっています。 
 

表３．１．13 し渣焼却処理量の実績 

図３．１．10 し渣焼却処理量の実績 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

94 101 96 90 66

79 85 82 78 57

15 16 14 12 9

 枝幸町〔t/年〕

 枝幸地区〔t/年〕

項　　目

 歌登地区t/年〕
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表３．１．14 し尿処理経費の実績 

図３．１．11 し尿処理経費の実績 

出典：環境省 一般廃棄物実態調査結果 処理状況（平成 29 年報告） 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

200,381 190,867 191,273 231,894 0

17,751 17,836 17,498 15,495 0

91,004 79,352 76,638 119,276 0

 収集運搬費〔千円/年〕 0 0 0 0 0

 中間処理費〔千円/年〕 91,004 79,352 76,638 119,276 0

 最終処分費〔千円/年〕 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

91,626 93,679 97,137 97,123 0

 収集運搬費〔千円/年〕 58,913 60,145 60,883 59,979 0

 中間処理費〔千円/年〕 32,713 33,534 36,254 37,144 0

 最終処分費〔千円/年〕 0 0 0 0 0

 その他〔千円/年〕 0 0 0 0 0

 （組合分担金）中間処理費〔千円/年〕

0 0 0 0 0

32,061 30,539 28,691 32,465

104,198 103,068 109,026 139,137

64,122 57,260 53,556 60,292 0

28,728 27,810 27,749 32,156 0

20,705 18,752 20,705 20,119 -

8,637 8,962 8,974 9,294 -

 汚泥再生処理センターにおける生ごみ処理経費〔千円/年〕

 生ごみ・下水道汚泥等の処理経費を除く総し尿処理経費〔千円/年〕

 全道1人当りの年間し尿処理経費〔円/人・年〕

 全国1人当りの年間し尿処理経費〔円/人・年〕

 汚泥再生処理センターにおける下水道汚泥等の処理経費〔千円/年〕

項　　　　目

 委託費〔千円/年〕

 調査研究費〔千円/年〕

 1人当りの年間し尿処理経費〔円/人・年〕

 汚泥再生処理センターにおける総処理経費〔千円/年〕

 人件費〔千円/年〕

 処理費〔千円/年〕

 車両購入費〔千円/年〕

64,122 
57,260 53,556 

60,292 

28,728 27,810 27,749 32,156 

20,705 
18,752 
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平成 25 年度に策定した「一般廃棄物処理基本計画」において定めた、生活排水処理率に対し、平

成 30 年度の実績値の達成状況について検証を行った結果、生活排水処理人口の目標は、ほぼ達成さ

れている状況にあります。 
また、生活排水処理率は、平成 30 年度時点で 86.7％と概ね計画どおり進んでいる状況であります。 

今後も引き続き、生活排水の適正処理と水質汚濁防止を推進していく必要があるため、今後取り組

むべき課題について整理します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１．生活排水処理に係る課題 
（１）公共下水道に係る課題 

公共下水道の整備がほぼ完了していますが、未だ下水道に接続していない世帯も多いので、早期接

続を働きかけていく必要があります。 
また、公共下水道の適正な維持管理に努めるとともに、計画的な設備・装置の補修を励行し、施設

の延命化を図っていく必要があります。 
 

（２）その他生活排水処理に係る課題 

公共下水道区域外において生活雑排水が処理できないし尿汲取り世帯・事業所及び単独処理浄化槽

が設置されている世帯・事業所については、合併処理浄化槽の設置や転換を促すとともに、各世帯・

事業所が積極的に生活排水対策に取り組むよう啓発する必要があります。 
また、集落排水処理区域では施設整備が完了していますが、公共下水道同様、未だ排水管渠に接続

していない世帯があるので、早期接続を働きかけていく必要があります。 

なお、単独処理浄化槽及び合併処理浄化槽の設置者に対しては、法定検査、定期的な点検・清掃を

行うよう指導していく必要があります。 

 
（３）啓発・環境教育に係る課題 

生活排水対策を効果的に進めていくためには、町民、事業者の理解と協力を得ながら取り組むこと

が必要となります。 

このため、町民・事業者の水質保全に関する意識の高揚を図ることを目的に、各種の広報・啓発活

動や環境教育を推進していく必要があります。 

第６節 生活排水処理の課題の抽出 

表３．１．15 し尿処理に係る評価 

現計画における

平成30年度計画値

生活排水処理人口 人 7,016 7,089

合併処理浄化槽人口 人 635 668

公共下水道人口 人 5,810 5,816

集落排水処理施設人口 人 571 605

生活排水処理率 ％ 86.7 86.7

区　　分 単位 平成30年度実績値
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２．し尿・浄化槽汚泥処理に係る課題 
（１）収集・運搬に係る課題 

公共下水道及び集落排水処理施設の普及に伴い、今後し尿・浄化槽汚泥収集量の減少や汲取り箇所

の点在化による収集・運搬業務の効率化の悪化が考えられます。 
このため、効率的、かつ効果的な収集・運搬がなされるよう、収集車両や収集人員等の収集・運搬

体制等について組合と協議していく必要があります。 

 
（２）中間処理に係る課題 

公共下水道等の普及によるし尿・浄化槽汚泥収集量の減少に伴い、処理対象物の量や性状が将来的

に大きく変動することが見込まれます。 

  組合の汚泥再生処理センターは、負荷変動に強い処理方式を採用していますが、適正かつ効率的な

処理がなされるよう、組合に求めていく必要があります。 
 
（３）し尿処理経費に係る課題 

収集・運搬体制の効率化や汚泥再生処理センターにおける省エネルギー化・効率化運転を図り、可

能なかぎり経費の削減に努めるよう、組合に求めていく必要があります。 
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 「第２次 枝幸町まちづくり計画」では生活環境・社会基盤に係る基本目標として“安心して快適に

暮らせるまちづくり”を掲げていますが、具体的なイメージの一つとして、「清らかな川や海を次の時

代を担う世代に引き継ぎ、快適に暮らせる居住環境を保つこと」をあげています。 
 清らかな水辺環境と豊かな漁場を次世代に引き継いでいくためには、町民、事業者、行政がそれぞれ

の立場で水質保全活動を実践していくことが必要です。 
 以上を踏まえ、本計画の基本理念を次のように定めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 「第２次 枝幸町まちづくり計画」では施策大綱の「安心して快適に暮らせるまちづくり」における

上下水道の整備・施策として「良質で安全安心な水の供給や快適に暮らせる居住環境を保つため、水源

の適正管理や供給体制の整備に努めるとともに、下水道の適正管理と普及促進を図る」ほか、SDGｓの

ゴール目標として「水環境の保全」や「まちの潤いの創出」による水質汚濁の防止等を示しています。 
この大綱・施策の内容を踏まえ、本計画の基本方針を定めます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本方針１：公共下水道、集落排水処理施設への接続の促進と合併処理浄化槽の普及促進

により生活排水処理率の向上を図ります。 

第２章 生活排水処理基本計画 

第１節 基本理念 

第２節 基本方針 

【基本理念】 

北オホーツクの清らかで潤いのある水辺環境と豊かな漁場を次世代に引き継いでいく

ため、町民、事業者の理解と協力のもと、水環境の保全に取り組みます。 

・公共下水道、漁業集落排水施設の適正な維持管理を図るとともに、処理区域内の未接続

世帯に対し早期接続を促し、水洗化率の向上を図ります。 
・下水道区域及び集落排水処理区域外においては、合併処理浄化槽の普及に努め、生活排

水処理率の向上をめざします。 

基本方針２：し尿・浄化槽汚泥は、現在の広域処理体制で適正に処理します。 

・し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬、処理・処分については、現状どおり組合による広域

処理体制で適正に行います。 
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生活排水の処理主体は、表 3.2.1 に示した現状の形態を継続し、公共下水道、集落排水処理施設、浄

化槽に係る事務は、町が主体となり、組合はし尿及び浄化槽汚泥に係る収集・運搬、中間処理、公共下

水道汚泥等（集落排水処理汚泥を含む）の資源化を行います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 「第２次 枝幸町まちづくり計画」における生活環境施策の大綱では、生活排水処理の目標として、

令和 2 年度における生活排水処理率を、公共下水道区域で 92％、集落排水処理区域で 85％、合併処理

浄化槽処理区域で 66％としています。 
 生活排水処理率の目標としては、長期的に 100％を目指すものとしますが、本計画では、「第２次 枝

幸町まちづくり計画」の目標数値と過去 5 年間の生活排水処理状況を鑑み計画目標年次において 95％
以上の生活排水処理率を目指すものとします。 

基本方針４：生活排水対策に係る広報・啓発活動や環境教育を推進します。 

 町民、事業者が水環境に関する情報を共有し、それぞれの立場で自発的に水質保全活動

を実践できるよう、広報・啓発活動を行うとともに、環境学習の場と機会を提供します。 

 また、小中学校における環境教育・環境学習を支援し、生活排水対策の重要性を訴えて

いきます。 

基本方針３：し尿・浄化槽汚泥の処理汚泥や公共下水道汚泥等の資源化を図ります。 

・し尿・浄化槽汚泥の処理工程から発生する汚泥及び公共下水道や集落排水処理施設から

発生する脱水汚泥は、汚泥再生処理センターでの資源化（堆肥化）を継続します。 

第４節 生活排水処理の目標 

第３節 生活排水の処理主体 

表３．２．１ 生活排水の処理主体 

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処理主体

公共下水道 し尿及び生活雑排水

集落排水処理施設 し尿及び生活雑排水

合併処理浄化槽 し尿及び生活雑排水 町・個人等の設置者

単独処理浄化槽 し尿 個人等の設置者

し尿及び浄化槽汚泥

公共下水道汚泥

集落排水処理施設汚泥

組合し尿処理施設

町
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  生活排水処理の適正処理を徹底し、目標を達成するため、町民、事業者、行政において以下の取り

組み、施策を進めていきます。 
 
（１）町民・事業者の取り組み 
  ■ 環境に優しい石鹸・洗剤を使用して適正量を守る、調理くずや廃食用油は排水として流さない、

風呂の残り水の有効利用に努めるなど、発生源での対策に取り組みます。 

  ■ 浄化槽設置者は、適正な維持管理を励行します。 

 
（２）町における基本施策 

■ 公共下水道及び集落排水処理区域では、未接続世帯に対し早期接続を働きかけ、補助制度の導

入を検討します。 
■ 公共下水道、集落排水施設の処理区域外や単独処理浄化槽を設置している世帯や事業所に対し

ては、合併処理浄化槽の設置・転換を働きかけ、設置、維持管理に対する補助制度の導入を検

討します。 
■ 公共下水道、集落排水処理施設の適正な維持管理に努めます。 
■ 浄化槽設置者に対し、浄化槽の機能維持のため、定期的な保守点検、清掃、機能検査の実施等

適正な維持管理を行うよう指導します。 
■ イオス放送やホームページ及び広報誌への情報掲載、啓発パンフレット等の発行・配布を通じ

て、水環境の現状や計画の進捗状況等の情報提供を積極的に行います。 

また、ビデオ教材や副読本等を利用した教育啓発活動、施設見学会・体験学習等のイベントの

開催等、各種ＰＲ活動を通じて環境学習の充実を図ります。 
 
（３）組合における基本施策 

■ し尿、浄化槽汚泥、公共下水道汚泥、集落排水処理施設汚泥は、汚泥再生処理センターで適正

に処理するとともに、資源化（堆肥化）を図ります。 
■ 浄化槽の維持管理業者に対し、汚泥引抜清掃時に必要以上の洗浄排水を使用しないよう指導し

ます。 
■ 町が実施する水環境保全に関する広報・啓発活動、環境教育に協力します。 

目標値 
生活排水処理率を中間目標年次の令和 6 年度に 90％、令和 11

年度に 92.5％、計画目標年次において 95％以上を目指します。 

生活排水処理の目標 

第５節 目標達成のための基本施策等 

現状 中間目標年次 中間目標年次 計画目標年次

（平成30年度） （令和6年度） （令和11年度） （令和16年度）

86.5% 90％ 92.5％ 95％
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１．生活排水処理区域 
  生活排水を処理する区域は全行政区域とし、公共下水道区域、集落排水処理区域、合併処理浄化槽

処理区域は、現状どおりとします（第１章、図 3.1.2 を参照ください）。 
 
 
 
 
 
 
２．水洗化・生活雑排水処理人口、生活排水処理率の推計 
  生活排水処理率及び水洗化・生活雑排水処理人口の見通しを表 3.2.3 及び図 3.2.1 に示します。 
  なお、行政区域内人口は、ごみ処理編と同様の枝幸町人口ビジョンの将来展望結果を採用します。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３．２．３ 水洗化・生活雑排水処理人口、生活排水処理率の推計 

第６節 生活排水を処理する区域及び人口等 

表３．２．２ 生活排水の処理区域 

処理施設 処理区域

 公共下水道  枝幸市街地、歌登市街地

 集落排水処理施設  音標地区、岡島地区、乙忠部地区、山臼地区、目梨泊地区

 合併処理浄化槽  公共下水道区域、集落排水処理区域を除く地区

図３．２．１ 水洗化・生活雑排水処理人口、生活排水処理率の推計 
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３．生活排水処理形態別人口の推計 
  生活排水処理形態別人口の見通しを表 3.2.4 及び図 3.2.2 に示します。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３．２．４ 生活排水処理形態別人口の推計 

図３．２．２ 生活排水処理形態別人口の推計 
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１．し尿・浄化槽汚泥の排出量の推計 
  し尿及び浄化槽汚泥の排出量の推計は、1 人 1 日当りの排出量（原単位）に収集人口の将来予測値

を乗じて算出します。算出は、枝幸地区と歌登地区ごとに行い、その結果から枝幸町全体を算出しま

す。 
  し尿及び浄化槽汚泥の原単位は、平成 26 年度から平成 30 年度までの過去 5 年間の実績値の平均値

としますが、浄化槽汚泥については、合併処理浄化槽と単独処理浄化槽に区分して収集されていない

ため、一括した原単位とします。 
  し尿・浄化槽汚泥の排出量の見通しを表 3.2.5 及び図 3.2.3、3.2.4 に示します。 
  し尿、浄化槽汚泥ともに減少していく見込みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３．２．５ し尿・浄化槽汚泥排出量の推計 

第７節 し尿・浄化槽汚泥等の処理計画 

し尿・浄化槽汚泥原単位 
計画値 

し尿の原単位：1.435 L/人・日 

浄化槽汚泥の原単位：2.756L/人・日 

図３．２．３ し尿・浄化槽汚泥排出量の推計 

※浄化槽汚泥量は、合併処理浄化槽と単独処理浄化槽の合計量です。 
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２．公共下水道汚泥等の排出量の推計 
  公共下水道汚泥等（集落排水処理施設汚泥を含む）の排出量の推計は、1 人 1 日当りの排出量（原

単位）に下水道人口（集落排水処理施設人口を含む）の将来予測値を乗じて算出します。算出は、枝

幸地区と歌登地区ごとに行い、その結果から枝幸町全体を算出します（詳細は巻末資料）。 
  なお、公共下水道汚泥等の原単位については、公共下水道計画の計画値が実情にそぐわない過大な

数値となっていることから、平成 26 年度から平成 30 年度までの過去 5 年間の実績値の平均値を採用

します。 
  公共下水道汚泥等の排出量の見通しを表 3.2.6 及び図 3.2.5 に示します。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公共下水道汚泥等原単位 
計画値 

0.338 L/人・日 

図３．２．４ 地区別排出量の推計 

表３．２．６ 公共下水道汚泥等排出量の推計 

※公共下水道汚泥等には集落排水処理汚泥を含みます。 
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３．資源化計画 
（１）基本方針 
  資源化に関する基本方針を以下のように設定します。 
 
 
 
 
 
（２）資源化の方法と資源化量 
【資源化の方法】 
 現状の「乾燥処理＋好気性発酵処理」による堆肥化処理を継続します。 
 
【資源化量】 
 資源化量（堆肥生産量）の見通しを表 3.2.7 及び図 3.2.6、3.2.7 に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．２．５ 公共下水道汚泥等排出量の推計 

基本方針：し尿・浄化槽汚泥の処理により発生する汚泥と公共下水道汚泥等の堆肥化

処理を継続します。 

表３．２．７ 資源化量（堆肥生産量）の推計 

※表中、「し尿処理汚泥」とは、し尿・浄化槽汚泥の処理により発生する汚泥をいいます。 
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４．収集・運搬計画 
（１）基本方針 
  収集・運搬に関する基本方針を以下のように設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本方針１：組合がし尿・浄化槽汚泥、公共下水道汚泥を収集・運搬する現状の収集・

運搬体制を継続します。 

基本方針２：将来的に減少が予測されるし尿・浄化槽汚泥について、経済的かつ効率

的な収集・運搬がなされるよう、組合と協議を行っていきます。 

図３．２．６ 資源化量（堆肥生産量）の推計 

図３．２．７ 地区別資源化量（堆肥生産量）の推計 
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（２）計画収集区域 
計画収集区域は、現状どおり町の全行政区域とします。 

 
（３）収集・運搬体制 

収集・運搬体制は、現状の体制を維持します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）し尿・浄化槽汚泥の収集・運搬量 
  し尿及び浄化槽汚泥の収集・運搬量は、現状どおり排出量の全量とします（「１．し尿・浄化槽汚

泥の排出量の推計」を参照ください）。 
 
（５）公共下水道汚泥等の運搬量 
  公共下水道汚泥等の運搬量は、現状どおり排出量の全量とします（「２．公共下水道汚泥等の排出

量の推計」を参照ください）。 
 
５．中間処理計画 
（１）基本方針 
  中間処理に関する基本方針を以下のように設定します。 
 
 
 
 
 
 
 
（２）中間処理の方法 
  現状の中間処理システムを継続し、汚泥再生処理センターで適正処理を推進します。 
  また、し尿及び浄化槽汚泥の前処理で発生するし渣についても現状どおり、組合の廃棄物処理施設

で焼却処理を行います。 

 
（３）中間処理量 
  中間処理量は、現状どおり、し尿、浄化槽汚泥、公共下水道等汚泥の排出量の全量とします（「１．

し尿・浄化槽汚泥の排出量の推計」及び「２．公共下水道汚泥等の排出量の推計」を参照ください） 

表３．２．８ し尿・浄化槽汚泥等の収集・運搬体制 

基本方針１：汚泥再生処理センターによる現状の広域処理体制を維持します。 

基本方針２：将来的に減少が予測されるし尿・浄化槽汚泥について、適正かつ効率的

な処理がなされるよう、組合に求めていきます。 

収集頻度 収集・運搬車両 収集・運搬

バキューム車

随時申込 バキューム車

バキューム車

随　時 トラック（飛散防止付）
 集落排水処理施設汚泥

 公共下水道汚泥

組合（委託）

区　　分

 し尿

 単独処理浄化槽汚泥

 合併処理浄化槽汚泥
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【し渣焼却処理量】 
  し渣の焼却処理量の見通しを表 3.2.9 及び図 3.2.8 に示します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３．２．９ し渣焼却処理量の推計 

図３．２．８ し渣焼却処理量の推計 
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  計画目標年次における生活排水処理フローを図 3.2.9 に示します。 
  現状の処理フローと基本的に変化はありませんが、生活雑排水の未処理人口が大幅に減少する見込

みです。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図３．２．９ 生活排水処理フロー（令和 16 年度） 

第８節 計画目標年次における生活排水処理フロー 

汚泥再生処理センター 
処理能力 31 ㎘/日 

公共下水道 汲取り便槽 

342人 

単独処理 
浄化槽 

0 人 

生活排水 

し 尿 生活雑排水 未処理水 
342人 

し 尿 
179㎘/年 

バキューム車 バキューム車 

バキューム車 

排水管渠 

組合管内の希望者 

処理水 

堆 肥 

処理水 

処理水 

公共用水域 

脱水汚泥 
下水道終末処理場 
枝幸町枝幸地区 
枝幸町歌登地区 

合併処理 
浄化槽 

664人 

集落排水 
処理施設 
550人 5,246 人 

清掃汚泥 
823㎘/年 

汚泥 

処理水 
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8,796 8,568 8,498 8,340 8,194 8,027 7,735 7,673 7,611 7,549 7,487 7,425 7,356 7,287 7,218 7,149 7,082 7,012 6,942 6,872 6,802

１．計画処理区域内人口〔人〕 8,796 8,568 8,498 8,340 8,194 8,027 7,735 7,673 7,611 7,549 7,487 7,425 7,356 7,287 7,218 7,149 7,082 7,012 6,942 6,872 6,802

7,301 7,192 7,234 7,142 7,089 7,001 6,788 6,775 6,762 6,747 6,732 6,716 6,692 6,667 6,642 6,616 6,589 6,558 6,525 6,491 6,460

（1）合併処理浄化槽人口〔人〕 642 664 691 687 668 663 647 649 652 654 656 658 659 660 661 662 663 664 664 663 664

（2）公共下水道人口〔人〕 6,079 5,940 5,961 5,853 5,816 5,738 5,560 5,546 5,532 5,517 5,501 5,485 5,462 5,439 5,415 5,391 5,365 5,336 5,306 5,276 5,246

（3）集落排水処理施設人口〔人〕 580 588 582 602 605 600 581 580 578 576 575 573 571 568 566 563 561 558 555 552 550

３．水洗化・生活雑排水未処理人口

　　　　（単独処理浄化槽人口）〔人〕

４．非水洗化人口〔人〕 1,495 1,376 1,264 1,198 1,105 1,026 947 898 849 802 755 709 664 620 576 533 493 454 417 381 342

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

生活排水処理率〔％〕 83.0 83.9 85.1 85.6 86.5 87.2 87.8 88.3 88.8 89.4 90.0 90.5 91.0 88.3 92.0 92.5 93.0 93.5 88.3 94.5 95.0

し尿・浄化槽汚泥処理量〔ｔ/年〕 1,319 1,325 1,388 1,350 1,385 1,363 1,302 1,278 1,256 1,234 1,211 1,189 1,166 1,145 1,123 1,101 1,081 1,062 1,043 1,021 1,002

 し尿〔kL/年〕 782 714 689 617 587 537 496 470 444 420 395 371 347 325 302 279 258 238 219 199 179

 浄化槽汚泥〔kL/年〕 537 611 699 733 798 826 806 808 812 814 816 818 819 820 821 822 823 824 824 822 823

 公共下水道汚泥〔㎥/年〕 727 713 729 762 725 782 757 755 753 752 750 747 744 741 738 735 731 727 723 719 715

堆肥化量〔ｔ/年〕 227 223 230 225 225 238 229 228 225 224 223 221 219 218 215 214 212 211 209 207 205

 し尿処理汚泥分〔t/年〕 78 72 69 62 59 69 65 64 63 62 61 60 58 57 56 55 54 54 53 52 50

 公共下水道汚泥等分〔t/年〕 149 151 161 163 166 169 164 164 162 162 162 161 161 161 159 159 158 157 156 155 155

6,918 6,760 6,741 6,625 6,509 6,453 6,219 6,169 6,119 6,069 6,019 5,970 5,915 5,860 5,805 5,750 5,694 5,638 5,582 5,526 5,470

１．計画処理区域内人口〔人〕 6,918 6,760 6,741 6,625 6,509 6,453 6,219 6,169 6,119 6,069 6,019 5,970 5,915 5,860 5,805 5,750 5,694 5,638 5,582 5,526 5,470

5,661 5,608 5,691 5,633 5,602 5,565 5,400 5,394 5,387 5,379 5,371 5,362 5,347 5,331 5,315 5,297 5,278 5,257 5,235 5,212 5,191

（1）合併処理浄化槽人口〔人〕 475 495 520 518 505 505 493 495 497 499 501 503 504 505 506 507 508 509 509 509 510

（2）公共下水道人口〔人〕 4,606 4,525 4,589 4,513 4,492 4,460 4,326 4,319 4,312 4,304 4,295 4,286 4,272 4,258 4,243 4,227 4,209 4,190 4,171 4,151 4,131

（3）集落排水処理施設人口〔人〕 580 588 582 602 605 600 581 580 578 576 575 573 571 568 566 563 561 558 555 552 550

３．水洗化・生活雑排水未処理人口

　　　　（単独処理浄化槽人口）〔人〕

４．非水洗化人口〔人〕 1,257 1,152 1,050 992 907 888 819 775 732 690 648 608 568 529 490 453 416 381 347 314 279

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

生活排水処理率〔％〕 81.8 83.0 84.4 85.0 86.1 86.2 86.8 87.4 88.0 88.6 89.2 89.8 90.4 91.0 91.6 92.1 92.7 93.2 93.8 94.3 94.9

し尿・浄化槽汚泥処理量〔ｔ/年〕 1,066 1,063 1,108 1,073 1,095 1,132 1,080 1,059 1,039 1,019 999 980 960 941 922 903 885 868 850 831 814

 し尿〔kL/年〕 663 605 584 523 497 465 429 406 383 361 339 318 297 277 257 237 218 200 182 164 146

 浄化槽汚泥〔kL/年〕 403 458 524 550 598 667 651 653 656 658 660 662 663 664 665 666 667 668 668 667 668

 公共下水道汚泥〔㎥/年〕 566 557 581 627 584 624 605 604 603 602 601 599 597 595 593 591 588 586 583 580 577

堆肥化量〔ｔ/年〕 193 188 197 198 196 192 185 184 182 181 180 178 177 176 174 173 171 171 169 167 166

 し尿処理汚泥分〔t/年〕 69 63 62 56 53 57 54 53 52 51 50 49 48 47 46 45 44 44 43 42 41

 公共下水道汚泥等分〔t/年〕 124 125 135 142 143 135 131 131 130 130 130 129 129 129 128 128 127 127 126 125 125

1,878 1,808 1,757 1,715 1,685 1,574 1,516 1,504 1,492 1,480 1,468 1,455 1,441 1,427 1,413 1,399 1,388 1,374 1,360 1,346 1,332

１．計画処理区域内人口〔人〕 1,878 1,808 1,757 1,715 1,685 1,574 1,516 1,504 1,492 1,480 1,468 1,455 1,441 1,427 1,413 1,399 1,388 1,374 1,360 1,346 1,332

1,640 1,584 1,543 1,509 1,487 1,436 1,388 1,381 1,375 1,368 1,361 1,354 1,345 1,336 1,327 1,319 1,311 1,301 1,290 1,279 1,269

（1）合併処理浄化槽人口〔人〕 167 169 171 169 163 158 154 154 155 155 155 155 155 155 155 155 155 155 155 154 154

（2）公共下水道人口〔人〕 1,473 1,415 1,372 1,340 1,324 1,278 1,234 1,227 1,220 1,213 1,206 1,199 1,190 1,181 1,172 1,164 1,156 1,146 1,135 1,125 1,115

（3）集落排水処理施設人口〔人〕 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３．水洗化・生活雑排水未処理人口

　　　　（単独処理浄化槽人口）〔人〕

４．非水洗化人口〔人〕 238 224 214 206 198 138 128 123 117 112 107 101 96 91 86 80 77 73 70 67 63

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

生活排水処理率〔％〕 87.3 87.6 87.8 88.0 88.2 91.2 91.6 91.8 92.2 92.4 92.7 93.1 93.3 93.6 93.9 94.3 94.5 94.7 94.9 95.0 95.3

し尿・浄化槽汚泥処理量〔ｔ/年〕 253 262 280 277 290 231 222 219 217 215 212 209 206 204 201 198 196 194 193 190 188

 し尿〔kL/年〕 119 109 105 94 90 72 67 64 61 59 56 53 50 48 45 42 40 38 37 35 33

 浄化槽汚泥〔kL/年〕 134 153 175 183 200 159 155 155 156 156 156 156 156 156 156 156 156 156 156 155 155

 公共下水道汚泥〔㎥/年〕 161 156 148 135 141 158 152 151 150 150 149 148 147 146 145 144 143 141 140 139 138

堆肥化量〔ｔ/年〕 34 35 33 27 29 46 44 44 43 43 43 43 42 42 41 41 41 40 40 40 39

 し尿処理汚泥分〔t/年〕 9 9 7 6 6 12 11 11 11 11 11 11 10 10 10 10 10 10 10 10 9

 公共下水道汚泥等分〔t/年〕 25 26 26 21 23 34 33 33 32 32 32 32 32 32 31 31 31 30 30 30 30

実績 予測
区　　　分

枝
幸
地
区

枝
幸
町

0 0 0 0

歌
登
地
区

0 0 0

0 0 0 0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

0

0

５．計画処理区域外人口〔人〕

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0

0 0

５．計画処理区域外人口〔人〕

行政区域内人口〔人〕

２．水洗化・生活雑排水処理人口〔人〕

0 0 0 0

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0

0 0 0

５．計画処理区域外人口〔人〕

行政区域内人口〔人〕

２．水洗化・生活雑排水処理人口〔人〕

0 0 0

0 0 0 0 0 00 0 0 0 0 0

令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

行政区域内人口〔人〕

２．水洗化・生活雑排水処理人口〔人〕

0 0

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

 
 

表３．２．10 生活排水処理の実績と見通し表 



 

 


